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河川･道路管理用電気通信施設の入札契約方式のあり方 報告書（概要） 

 
 
はじめに 

電気通信施設ワーキング設立の背景、目的、経過の総括 
 

第一章 電気通信施設の入札契約の現状 

河川管理・道路管理・災害対策のために国土交通省が整備・利用している電

気通信施設の概要を述べ、これら施設の整備・利用のための設計業務、工事、

製造、点検業務契約に関する現状の入札契約制度をとりまとめた。 
入札契約の実績データから、工事契約が最も多く、工事（現地施工）主体工

事より機器主体工事が多いこと、機器主体工事において不調と一者入札が多い

こと、金額別に見ると予定価格が低いものに不調・不落が多いこと、新設では

なく改造・増設において一者入札が多いことが判明した。 
 その原因と対策を検討する資料とするために、受注者から入札参加資格要件、

発注図書、積算価格等の入札契約に関係する意見を収集した。 
  
第二章 電気通信施設の入札契約の課題と改善案 

 検討の目的を、発注者の果たすべき責任として整理し、その観点から現在の

入札契約の課題を整理し、課題と改善案を対応付けた。改善案は収集したデー

タや意見を踏まえ、合理的なコストで品質を確保しながら競争性、透明性を改

善するための次の事項である。 
 
① 入札参加資格要件の改善；品質を確保しつつ応札者の増加を図る入札参加

資格要件の改善案であり、機器主体工事と点検に適用される。 
 
② 技術者配置の効率化への改善；品質を確保しつつ応札者の増加を図るため、

施工・業務履行における技術者配置の効率化への改善案であり、全ての契約

区分に適用される。 
 
③ 発注図書の改善；必要な技術仕様を提示し、かつ、無用な制約を排除する

ための発注図書の作成に関する改善案である、設計、工事、製造に適用され

る。 
 
④ 運用中の施設の機能維持（修繕、改造、増設）の円滑化；運用中の施設を

対象に、所要のサービスを提供するために修繕、改造、増設を円滑に実施す

るための技術手法、入札契約手法の改善案であり、全ての契約区分に適用さ

れる。 



⑤ 多様な発注方式の採用；設計・施工・保守の分離、単年度契約という現行

の発注方式に対して、新技術の採用や企業の事業領域を考慮した新たな発注

方式として、詳細設計付工事、メンテナンス付工事、リース契約の採用に関

する改善案であり、設計、工事、保守に関係する。 
 
⑥ 機器価格設定方法の改善；見積りによる従来の機器価格設定に対して、機

器費データベースを構築することで適切な機器価格設定を可能とする改善

案であり、機器主体工事、製造に適用される。 
 
⑦ 積算体系の改定；機器製造と現場施工における積算と実態の乖離を解消す

るために、積算体系に機器管理費を新設する改善案であり、機器主体工事、

製造に適用される。 
 
⑧ 積算基準の改善；積算と実態との乖離のある移設、撤去、深夜割り増しに

関する改善案であり、工事、製造、保守に適用される。 
 
⑨ 総合評価方式における評価手法の改善；技術の向上による品質確保のため、

機器に対して適切な評価を行える総合評価方式における評価手法の改善で

あり、機器主体工事に適用される。 
 
⑩ 請負工事成績評定要領の改善；技術の向上による品質確保のため、機器を

含む工事における工事成績の評定要領の改善であり、機器主体工事に適用さ

れる。 
 

第三章 電気通信施設の入札契約の改善への取り組みと今後の課題 

国土交通省では、上記の改善案について実施可能なものについて、試行ある

いは本運用の取り組みを行った。これらについて、対策前後の状況を整理し、

レビューをまとめた。 
平成 21 年度以降に実施する取り組みについて、状況とスケジュールをとりま

とめた。 
 今後の課題として、対策の確実な実施、継続的な監視とレビュー、継続的な

改善への取り組み、ユニットプライスなどの新たな改善の検討に対する必要性

を記した。 
 
電気通信施設ワーキング資料集 

設立趣意書、委員名簿、検討経緯、アンケートデータ、用語集を添付した。 
 

以上 



 

はじめに 

 

国土交通省直轄事業における電気通信施設は、河川、道路等の事業の一部として

整備・運用がなされ、社会インフラを有効に機能させるために利用されている。技術的

な分類では電気、通信、情報に関連する施設である。 

具体的には、道路・トンネル照明、警報設備、情報表示設備、インターネット・携帯

電話等による情報提供などの一般市民の目に触れる施設のほか、観測・異常検知シ

ステム、ＣＣＴＶ（監視カメラ）等の情報収集施設、無線通信、光ファイバー通信、衛星

通信等の通信施設、これらを支える受変電、非常用電源設備など、極めて広範囲に

わたっている。これら施設の整備・利用には、設計・製造・据付・調整・運用サービスな

どが必要であり、多くの民間企業との契約によって実施されている。 

 

これらの電気通信施設の整備・運用に当たっては、土木工事に適用されている入

札契約方式が準用されてきたが、常時通電され運用されている施設、ネットワークで相

互に関連している施設、ソフトウェアが組み込まれている施設などの特徴を考慮すると、

土木工事の方式を準用するだけでは適切とはならないケースもあると考えられる。また、

昨今、公共事業の入札契約制度に国民の厳しい目が向けられ、競争性、透明性、公

正性の向上に向けて様々な改善が行われている状況から、電気通信施設の入札契

約方式についても不断の見直しを行い、施設の特性に適合させる必要がある。 

 

このような背景から、「国土交通省直轄事業の建設生産システムにおける発注者責

任に関する懇談会・品質確保専門部会」の中に平成１９年９月、電気通信施設に関す

るワーキングを設置し、電気通信施設の入札契約方式の改善に向けた検討が行われ

ることとなった。 

これを受けて、ワーキングでは５回の検討会を実施し、実績データの収集・分析、受

注実績のある民間企業へのアンケート・ヒアリング、入札契約に関する改善提案、提案

を踏まえた試行のレビューなどを通じて、国土交通省電気通信施設の入札契約の改

善のため、積算体系の見直しなど抜本的かつ幅広い検討を行った。本報告書は、そ

の検討の成果をとりまとめたものである。 

 

最後に、ワーキングの実施にあたり、各委員を始め、多数の方々にご協力をいただ

きました。関係各位に心より感謝の意を表します。 

 

                                    平成２１年３月 

国土交通省直轄事業の建設生産システムにおける発注者責任に関する懇談会 

品質確保専門部会 電気通信施設ワーキング 

座長   小 澤 一 雅 
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第一章 

 

電気通信施設の入札契約の現状 
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1 電気通信施設の概要 
 

国土交通省では、河川、道路等の社会資本の有効活用、効率的な維持管理、迅速

な災害対策を行うため、種々の電気通信施設の整備及び維持管理を行っている。 

 

（１） 河川における電気通信施設 

河川整備計画策定、河川環境整備、河川改修、河川管理、ダム管理等に必

要な雨量、水位、水質、流量、画像等のデータを収集、処理、提供するため、

水位・雨量テレメータ設備、レーダ雨量計設備、ＣＣＴＶカメラ設備、ダム管理

設備、光ケーブルなどを整備、維持管理している。また、安全な河川環境を利

用者に提供するため、放流警報、河川情報板などを整備、維持管理している。 

 

（２） 道路における電気通信施設 

道路整備、道路環境整備、道路管理等に必要な道路気象、環境、交通、画

像等のデータを収集、処理、提供するため、道路管理システム、ＣＣＴＶカメラ

設備、共同溝管理設備、光ケーブルなどを整備、維持管理している。また、安

全な道路環境を利用者に提供するため、道路・トンネル照明、トンネル非常警

報、道路情報板などを整備、維持管理している。 

 

（３） 防災に関する電気通信施設（河川・道路共通） 

災害状況の迅速な把握と災害対策活動を行うため、衛星通信設備、ヘリコ

プタ画像設備、多重無線通信設備などの通信設備及び受変電設備、非常用

発電設備などの電気関連設備を整備、維持管理している。 

 

災害時には、これら電気通信施設を活用し、災害情報を迅速に収集し、現地対策

本部や事務所、地方整備局に伝達する。さらに、地方自治体、関係機関との情報共

有、交換を行い、被災現地状況を早期に把握し、以後の応急復旧対策や二次災害防

止のための迅速な意志決定に利用している。あわせて、放送機関やインターネット等

を通して、国民へ災害情報の提供を行っている。 

また、大規模災害や広域災害時には、これら情報は本省防災センターに集約され、

更に首相官邸危機管理センター等にも伝送されるなど、我が国の防災対策にとって

重要な役割を果たしている。 



1-2 

【河川における電気通信施設】 

 

 ・ダム管理設備 

 ・ゲート制御設備 

 ・放流警報設備 

 ・水位・雨量テレメータ設備 

 ・レーダ雨量計設備 

 ・ＣＣＴＶカメラ設備 

 ・光ケーブル・光伝送設備 

 

 
 

【共通する電気通信施設】 

 

 

 ・ヘリコプタ映像伝送設備 

 ・衛星通信設備 

 ・事務所等の防災情報設備 

 ・事務所等の受変電設備 

 ・非常用発電設備 

 ・通信鉄塔、通信機等 

 

 

【道路における電気通信施設】 

 

 

 ・道路照明、トンネル照明 

 ・道路管理システム 

 ・道路情報板 

 ・共同溝管理設備 

 ・ＣＣＴＶカメラ設備 

 ・光ケーブル･光伝送設備 

 

 

 

図 1-1 電気通信施設の概要 

ゲート制御設備 

ＣＣＴＶカメラ 

ダム管理設備 水位･雨量ﾃﾚﾒｰﾀ

放流警報設備

衛星通信車

非常用発電設備

通信鉄塔 

ヘリコプタ映像伝送

防災情報設備 受変電設備

共同溝管理設備道路情報板 

トンネル照明設備 道路管理システム 

ＣＣＴＶカメラ 

レーダ雨量計 
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2 電気通信施設の入札契約制度 

 

（１） 電気通信施設の設計、整備、維持管理に対応する契約制度 

河川・道路等の事業執行における予備調査、実施計画調査、建設計画、建

設工事、維持管理というプロセスにおいて、電気通信施設についても構造物と

連動して計画、導入、維持管理に係る契約が必要となる。調査設計から整備

（導入、増設、改造）、その後の維持管理のプロセスにおける契約は、制度の違

いから業務委託契約（設計）、工事契約／製造契約／購入契約（施設整備）、

業務委託（点検）に分類される。 

 

表 2-1 電気通信施設の契約制度 

契約

区分 

契約内容の概要 対象業務・

製品 

業務内容の例 

調査

設計 

○電気通信施設に係る調査、計

画及び設計の業務委託契約 
調査設計 

電気通信施設に係る調査、計画、設計業

務 

電 気 設 備

工事 

道路･河川・公園等の照明設備、配電設備、

共同溝付帯設備及び電気応用施設等の工

事 

受 変 電 設

備工事 

受変電設備、発電設備及びその他電源設

備の工事 

通 信 設 備

工事 

通信設備工事：監視制御・情報通信設備、

防災・情報表示設備、優先通信線路及び

通信鉄塔・反射板等の工事 

工事 

○政府調達協定（ＷＴＯ）に基

づく「建設サービス」に該当す

る分野の電気通信施設の整備、

更新、改修等に係る請負契約

（機器の工場製作を含む） 

○主な該当業種（工種） 

・ 電気工事業（電気設備工事、

受変電設備工事） 

・ 電気通信工事業（通信設備

工事） 
維 持 修 繕

工事 

道路照明等、道路上の電気設備の維持修

繕工事 

電 気 通 信

機器 

端末機器、交換機、伝送装置、無線通信

装置、及び通信ケーブル等の調達、製造

及び据付調整 

コンピュー

タ 

コンピュータ及び関連周辺設備等の調達

及び据付調整 
製造 

○政府調達協定（自主的措置）

に基づく「電気通信機器」 「コ

ンピュータ」及び「一般物品」

に該当する電気通信機器の整

備、更新、改造等に係る請負契

約（機器の工場製作を含む） 

○「工事」と同様に機器の工場

製作段階及び据付、調整におい

て、施工管理を必要とする機器

に該当する。 

一般物品 

テレメータ設備、レーダ雨量計等計測器

及び一般物品に係る調達及び据付調整 

電 気 通 信

機器 

電話機、ＦＡＸ等の汎用市場流通品の調

達 

コンピュー

タ 

パソコン等汎用市場流通品の調達 

購入 

○政府調達協定（自主的措置）

に基づく「電気通信機器」 「コ

ンピュータ」及び「一般物品」

に該当する電気通信機器の購

入契約 

○機器の工場製作段階におけ

る、施工管理を必要しない機器

等に該当する。 

一般物品 

画像符号化装置、テレビ会議装置等の汎

用市場流通品の調達 

役務 

○電気通信施設の点検、運転監

視及び修理に係る業務請負契

約 

保守点検 

電気通信施設の点検業務 

電気通信施設の運転監視業務 

電気通信施設の修理 
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（２） 入札契約方式の適用範囲 

 

契約区分（設計、工事、製造、購入、点検）、発注予定価格等に応じて以

下のような入札契約方式が適用されている。 

 

① 設計 

７，9００万円未満の案件については、業務内容と予定価格に応じて、簡易

公募型（簡易公募型に準じた方式を含む）による企画競争入札方式（プロポ

ーザル方式を含む）若しくは公募型価格競争入札方式、一部で総合評価落

札方式を適用している。 

なお、７，９００万円（４５万ＳＤＲ）以上の案件については、政府調達協定に

基づき、公募型による企画競争入札方式（プロポーザル方式を含む）又は価

格競争入札方式を適用している。 

 

② 工事／製造／購入 

１） 工事 

平成 18 年度から一般競争入札（最低価格落札方式）と一般競争入札（総

合評価落札方式）の導入と試行が行われ、その後、適用範囲が拡大されて

平成 20 年からは、これらを基本としている。 

なお、７．９億円（４５０万ＳＤＲ）以上の工事は、政府調達協定に基づき一

般競争入札（総合評価落札方式）を適用している。 

 

２） 電気通信機器の製造・購入 

予定価格が１，７００万円（１０万ＳＤＲ）以上の案件には政府調達協定に基

づく一般競争入札（最低価格落札方式）を適用し、６，６００万円（３８．５万Ｓ

ＤＲ）以上の案件には一般競争入札（総合評価落札方式）を適用している。 

１，７００万円未満の案件は原則として一般競争入札（最低価格落札方

式）を適用している。 

 

３） コンピュータの購入 

政府調達協定（自主的措置）に基づき、予定価格が１，７００万円（１０万Ｓ

ＤＲ）以上の案件には一般競争入札（最低価格落札方式）を適用し、１．４億

円（８０万ＳＤＲ）以上の案件には一般競争入札（総合評価落札方式）を適用

している。 

なお、１，７００万円未満の案件にあっても、原則として一般競争入札（最

低価格落札方式）を適用している。 
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４） 一般物品の製造・購入 

政府調達協定（自主的措置）に基づき、予定価格が１，７００万円（１０万Ｓ

ＤＲ）以上の案件には一般競争入札（最低価格落札方式）を適用している。 

なお、１，７００万円未満の案件にあっても、原則として一般競争入札（最

低価格落札方式）を適用している。 

 

③ 点検 

点検については、原則として一般競争入札（最低価格落札方式）を適用し

ている。 

 

 

 以上の適用状況を図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

図 2-1 各契約区分で採用している入札契約方式（平成２０年度） 

（国土交通省大臣官房技術調査課調べ） 
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（３） 応札者に求められる条件（入札参加資格要件） 

  

それぞれの契約区分（設計、工事、製造、購入、点検）における目的物の

品質を確保するため、応札者には入札公告、入札説明書で次の条件が求め

られており、「入札参加資格要件」と呼ばれている。 

 

① 設計 

設計においては、企業の同種・類似業務の履行実績、技術者の履行実績

が求められている。 

 

② 工事／製造／購入 

１） 工事 

工事においては、主任技術者（監理技術者）の専任配置（請負代金２，

５００万円以上の場合）、企業の同種・類似工事施工実績、技術者の施工

実績を求めており、特に、設備主体の工事にあっては設計製作体制・支

援体制が求められている。 

 

２） 製造 

製造においては、企業の同種・類似機器の納入・製造実績に加え、設

計製作体制、支援体制が求められている。 

 

３） 購入 

購入においては、企業の同種・類似機器の納入・製造実績を求めてお

り、特に、政府調達協定（自主的措置）に基づく電気通信機器の購入につ

いては、支援体制が求められている。 

 

③ 点検 

点検においては、企業の同種・類似業務履行実績、技術者の履行実績が

求められている。 

 

入札参加資格要件は、発注機関や個々の契約により異なる。表 2-2 に関

東地方整備局の入札参加資格要件の例を示す。 
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表 2-2 入札参加資格要件 （平成１９年４現在：関東地方整備局） 

（国土交通省大臣官房技術調査課調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術者
要件

選任 専任 常駐 施工実績 設計、製作体制 支援体制

設計

・障害時の支援体制

・保守部品の供給体制

・技術支援体制

製造 ・障害時の支援体制

(電気通信機器) ・保守部品の供給体制

製造 ・障害時の支援体制

(一般物品) ・保守部品の供給体制

(個別製作機器）

購入 ・障害時の支援体制

(電気通信機器) ・保守部品の供給体制

購入 ・障害時の支援体制

(一般物品) ・保守部品の供給体制

点検

＊：工場製作期間中は、工場の主任（監理）技術者と兼ねることができる。

○ ○ － －

○ ○

－ －－

－ －

○-

－ －
・同種・類似業
務 の履行実績

－ －

－

－ －

区分
主任（監理）技術者等の要件

・同種・類似業
務 の履行実績

－

－

－

・同種・類似機
器の納入・製造
実績 －

・同種・類似工
事の施工実績

・当該設備の製作に係
る設計管理、工程管
理、試験に係る能力の
証明

－

工事

○ － ○ ※ ○

－

企業の施工実績

－

・同種・類似機
器の納入・製造
実績

・当該設備の製作に係
る設計管理、工程管
理、試験に係る能力の
証明

・同種・類似機
器の納入・製造
実績

・当該設備の製作に係
る設計管理、工程管
理、試験に係る能力の
証明

・同種・類似機
器の納入実績

－－ －
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＊ 少額契約（１００万円以下）をのぞく
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＊ 少額契約（１００万円以下）をのぞく

３．契約と応札の現状 

 

（１） 契約区分別の発注件数と契約額 

平成１７年度の発注件数／契約額データ（１００万円以下を除く）を図 3-1 に

示す。図の通り、工事契約は全契約件数の６１％、全契約額の７２％であり、最

も大きな割合を占めている。次は点検業務となっている。 

 

 

図 3-1 契約区分別の発注件数と契約額 
平成１７年度国土交通省（８地整及び北海道、沖縄（うち港湾・空港除く））実績値 

（国土交通省大臣官房技術調査課調べ） 

 

（２） 機器主体工事と工事（現地施工）主体工事別の契約額と発注件数 

「機器主体」とは、請負工事価格に対し機器費の割合が５０％以上のものを

いい、「工事（現地施工）主体」とは、請負工事価格に対し工事費が５０％以上

のものをいう。機器主体工事は、受変電設備工事、通信設備工事の一部であ

り、平成 19 年度の内訳を見ると、契約額で 65％、件数で 59％を占めている。 

平成１９年度主体別工事発注状況（契約額）

機器主体工事
65%

工事主体工事
35%

件数：1,251

金額：87,096百万円

56,686百万円

30,410百万円

  

平成１９年度主体別工事発注状況（件数）

機器主体工事
59%

工事主体工事
41%

件数：1,251

金額：87,096百万円

件数：732

件数：519

 

図 3-2 主体別工事発注状況（件数、契約額） 
平成１９年度国土交通省（８地整（うち港湾・空港除く））実績値 

（国土交通省大臣官房技術調査課調べ）        



1-9 

（３） 工事における機器製作の有無による応札状況 

 

契約区分において大きな割合を占める「工事」において、機器を含む場合と含まな

い場合の応札状況の違いを図 3-3 に示す。機器主体工事と工事（現場施工）主体工

事を比較すると、件数、割合の双方で機器主体工事において一者応札が多い。また、

機器主体、工事主体のいずれも不調・不落が平成 18 年度は１割強、平成 19 年度は 2

割弱発生している。一者応札、不調・不落のいずれも増加していることが分かる。 
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凡例

 

図 3-3 機器を含む工事契約における応札状況（件数） 
平成１８・１９年度国土交通省（８地整（うち港湾・空港除く））実績値 

（国土交通省大臣官房技術調査課調べ）     
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（４） 機器主体工事内容別の応札状況 

機器主体工事における不調・不落、一者応札の原因を探るため、機器の新設・増

設・改造・更新の別に、その状況を調査した結果を図 3-4 に示す。発注件数は新設が

多い（平成 19 年度で５２％）ため、発生件数で見ると新設における不調・不落、一者応

札が多いが、割合では、不調・不落については増設が、一者応札については改造、増

設が多くなっている。平成 18 年度から平成 19 年度にかけてその数は増加している。 

65

106

28
40

13 19
31

60

36 43

167

254

86

57 53

80 78

120

40 42

0

50

100

150

200

250

300

H18 H19 H18 H19 H18 H19 H18 H19 H18 H19

新設 増設 改造 更新 その他

不調・不落 １者応札
凡例

件数

  

図 3-4(1) 機器主体工事内容別の応札状況（発生件数） 
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図 3-4(2) 機器主体工事内容別の応札状況（発生割合） 
平成１８・１９年度国土交通省（８地整（うち港湾・空港除く））実績値 

（国土交通省大臣官房技術調査課調べ）      
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（５） 契約金額別の応札状況 

全工事を対象に不調・不落、一者応札の原因を探るため、契約金額との関連を調

査した。その結果を図 3-5 に示す。不調･不落については、契約金額の少ない案件に

おいて多く見られる。一者応札については、契約金額との関連は少ないように見える。

不調・不落対策に対しては、積算等のアプローチが、一者応札に対しては、発注図書

（技術仕様）などのアプローチが有効ではないかと考えられる。 

金額別応札状況（件数）
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図 3-5(1) 工事における契約金額別の応札状況（発生件数） 

金額別応札状況（割合）
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図 3-5(2) 工事における契約金額別の応札状況（発生割合） 
平成１８・１９年度国土交通省（８地整（うち港湾・空港除く））実績値 

（国土交通省大臣官房技術調査課調べ）     
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（６） 点検における契約状況 

 

契約区分において「工事」の次に多かった「点検」について、その応札状況を調査し

た。結果を図 3-6 に示す。点検業務においては一者応札が多く、さらに増加している

ことが分かる。 

一般的に点検業務は通年で発注されることから、技術者を一年間に亘り配置しなけ

ればならない。また、点検対象とする施設の中には、山上中継所やダム上流山間部の

テレメータ雨量観測局など、分かりにくく、往復の行程に長時間の徒歩を必要とするも

のなどがある。このような事情から応札が敬遠されていることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 点検契約における応札状況（発生割合） 
（国土交通省大臣官房技術調査課調べ）              

 

 

点検業務応札状況（Ｈ１９）

１者応札
66%

複数応札
34%

点検業務応札状況（Ｈ１８）

１者応札
47%複数応札

53%
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（７） 契約区分別の有資格者 

 

上記応札者の母集団にあたるものは、各地方整備局の有資格者の登録者である。

表 3-1 に、関東地方整備局の有資格者の登録状況の例を示す。 

それぞれの契約区分に対してある程度の企業数は存在することが分かる。ただし、

例えば、通信設備工事には、鉄塔のような鋼構造物工事、光ファイバ設備工事、ダム

制御設備工事等が含まれており、同一の工種であっても、どの工事をも実施できると

は限らない。特に機器の製造を含む工事では機器の設計、生産には相当な投資や技

術開発が必要であるため、設備の種類毎に数社しかないのが現状である。 

 

表 3-1 有資格者の登録状況 （平成１９年４現在：関東地方整備局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録の要件等 有資格業者の数

設　　　計 関東地方整備局（港湾空港関係を除く） ランク区分なし 107

土木関係コンサルタント業務（電気電子）

電気設備工事 関東地方整備局（港湾空港関係を除く） Ａ ２億円以上 54

Ｂ ５０００万円以上２億円未満 531

Ｃ ５０００万円未満 1,405

受変電設備工事 関東地方整備局（港湾空港関係を除く） ランク区分なし 924

通信設備工事 関東地方整備局（港湾空港関係を除く） ランク区分なし 976

製　　　造 国土交通省（全省庁統一） Ａ ３０００万円以上 227

　　（競争参加地域：関東・甲信越） Ｂ ２０００万円以上３０００万円未満 150

　　（営業品目：電気・通信用機器類） Ｃ ４００万円以上２０００万円未満 446

Ｄ ４００万円未満 309

購　　　入 国土交通省（全省庁統一） Ａ ３０００万円以上 902

　　（競争参加地域：関東・甲信越） Ｂ １５００万円以上３０００万円未満 565

　　（営業品目：電気・通信用機器類） Ｃ ３００万円以上１５００万円未満 2,189

Ｄ ３００万円未満 1,071

点　　　検
国土交通省（全省庁統一） Ａ ３０００万円以上 785

　　（競争参加地域：関東・甲信越） Ｂ １５００万円以上３０００万円未満 618

　　（営業品目：建物管理等各種保守管理） Ｃ ３００万円以上１５００万円未満 2,730

Ｄ ３００万円未満 1,466

契約区分 工事規模／ランク

工
　
　
事
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４ 受注者の意見 

入札契約における問題点を様々な角度から把握するために、受注者に対するアン

ケートとヒアリングを行った。これらの意見を尊重して検討を行うものの、品質確保の観

点から、そのまま受け入れられないものもある。 

 

（１） 設計業務 

 アンケート ヒアリング 

入札参加資

格要件等 

 

・ 適切である（７４％） 

・ 同種・類似実績の要件が厳し

い（６２％） 

 

技術者要件 

 

・ 管理技術者の要件が厳しい

（４７％） 

・ 技術士とＲＣＣＭの評価差の縮小を希望 

・ 担当技術者の資格要件の撤廃希望（若手の育成） 

発注時期 ・ 適切でない（５６％） 

・ 年度末に業務が集中（７４％）

・ 発注が下半期に集中している（平準化を要望） 

・ 冬期の現地調査不可能期間を考慮した納期を希

望 

発注内容 ・ 発注規模、発注区分は適切 

（８２％） 

・ 「電気＋通信＋情報」等、工種が多岐に亘り、対応

可能な技術者が限られる （分離発注を望む） 

発注図書 ・ 業務目的が不明確（５９％） 

・ 発注仕様が曖昧（５６％） 

・ 詳細設計で基本設計を見直す内容あり 

・ 仕様が曖昧なため、打合せが膨大となる 

・ 照査基準の全国統一を要望する 

発注方式  〔設計・施工一括発注方式、詳細設計付き工事〕 

・ 技術進歩が早い部分についてはやむなし、それ以

外は分離発注を望む 

・ 詳細設計を工事に移行すると、コンサルタント側の

詳細設計の技術力が低下する 

・ 施工管理的な業務を望む 

・ 詳細設計の下流部分はコンサルタント設計ではなく

施工設計である 

積算 

（予定価格） 

 

・ 適切である（５３％） 

・ 条件が曖昧（７９％） 

 

・ 公募型競争は低価格入札が多く参入できない 

・ 指名競争、標準型プロポーザル方式は新規参入の

障害要因 

・ 低価格入札はしない方針、但し、発注仕様が不明

確なため、結果的に低入札となることが懸念される 
 

（２） 工事（機器主体工事） 

 アンケート ヒアリング 

入札参加資

格要件等 

 

・ 適切である（３９％） 

・ 応募要件（参加資格）について

適切である（８９％） 

・ 設計・製作体制の証明が難し

い（６％） 

・ アフターサービスを２４時間体制とするのは厳しい 

技術者要件 

 

・ 監理技術者の要件が厳しい 

（６７％） 

・ 現場代理人の要件は適切 

（５６％） 

（追加アンケート） 

・ 工事現場を担当できる監理技

術者の不足（6/8 社；受変電・電

源、16/17 社；通信） 

・ 建設業法上の有資格者が不足 

・ 技術者の施工実績要件の緩和を要望 

・ 緩和の結果、配置技術者が評価要素となってもやむ

を得ない 

・ 技術者の確保に苦慮、施工経験、協力会社の技術者

の活用、専任期間の緩和を要望 
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発注時期 ・ 年度末に集中（８９％） 

・ 発注予定情報の乖離について

支障がある（８３％） 

・ 発注時期が下半期に集中し、年間バランスが悪く、

技術者のコストが高い 

・ 年間計画に沿って受注努力するため、当初計画に

ないものは応札しにくい 

・ 発注時期の平準化を望む 

・ 発注予定の公表と発注にずれがあり支障 

・ 工期延期で技術者が確保できず、受注計画が狂う 

・ 小規模工事でも工期が短ければ参加希望 

発注内容 ・ 既設設備と関連がある工事は

参加しづらい（８９％） 

 

・ 発注ロットを大型化してほしい 

・ 少しでも他社関連部分があると応札障害要因となる 

・ 他社製品の比率は全体の１～４割が参入判断要件。

・ 他社製品の調達が必要な場合、入札前に金額等が

固まれば良いが、契約後の確定となる場合は参入が

難しい 

・ 他社製品に係わる部分を請け負ったとしても、自社

では改造しない 

・ 他社が改造した場合、製品の保証ができなくなる 

発注図書 ・ 精度が低い（８３％） 

・ ハード・ソフトの接続条件明示

が不足（７２％） 

・ 既設機器の改造、増設は標準仕様が無いと参入し

にくい 

・ 大まかな仕様、曖昧な仕様は参入しにくい 

・ 接続インターフェース条件を明確化することで競争

性が増大する 

発注方式 ・ 応札資料作成に時間を要する 

〔多様な発注方式〕 

・ メンテナンス付き工事や、詳細設計付き工事を歓迎 

・ 設計・施工を一体的に実施することで、手戻りが無

く、コスト的にメリットがある 

・ 即応性の高いメンテナンス体制を確保するために

も、メンテナンス付き工事を要望 

・ メンテナンス付き工事の元請け限定は厳しい（製造

部門以外を分社化の方向にある） 

・ 詳細設計付き工事の場合、設計技術者（有資格者）

の確保が困難 

総合評価 ・ 現在の方式が適切（５６％） 

・ 機器性能を重視すべき（８３％）

・ 施工計画に重点を置くべき 

（２８％） 

・ 技術評価点をもっと高めてほしい 

・ 各社の提案内容を公表してほしい 

積算 

（予定価格） 

 

 ・ 機器費において、市場調査価格と実勢価格に乖離

がある 

・ 官積算と実諸経費に乖離がある 

・ 土木工事要素を含んだ工事は採算性が悪い 

 
 
 

（３）工事（工事主体工事） 

 アンケート ヒアリング 

入札参加資

格要件等 

 

適切である（５４％） 

・ 応募要件（参加資格）は適切

（５６％） 

・ 設計・製作体制の証明が困

難（２８％） 

・ 機器を含む工事においては、契約代理店が扱ってい

る製品であれば応募するが、扱っていない場合は応募し

ない 

・ リスク分担が明示されれば応札の幅が広がる 
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技術者要件 

 

・ 監理技術者の要件が厳しい 

（４７％） 

・ 現場代理人の要件は適切 

（７１％） 

・ 業界全体で人材が不足している 

・ 通信設備工事の監理技術者が不足 

・ 複数の施工実績を求められると技術者配置が厳しい 

発注時期 ・ 年度末に集中（５８％） 

・ 発注予定情報の乖離：支障があ

る（４０％） 

・発注予定公表と現実にずれがある 

発注内容 ・ 既設設備と関連がある工事は

参加しづらい（５５％） 

 

・ 通信設備工事の発注ロットを大型化してほしい 

・ 複数出張所にまたがる工事は、打合せ、対応に時間

を要するので応札しにくい 

発注図書 ・ 精度が低い（５３％） 

・ ハード・ソフトの接続条件明示

が不足（２４％） 

・ 機器製作の規格（ＪＩＳ、ＪＥＣ、ＪＥＭ）により大幅に価格

が異なるため、具体明示が必要 

発注方式 〔入札（総合評価）〕 

・ 現在の方式が適切（５９％） 

・ 機器性能を重視すべき（３１％）

・ 施工計画に重点を置くべき 

（５５％） 

・ 新たな入札方式が出てくると追従に労力が必要 

〔入札（総合評価）〕 

・ 参加資格通知から入札までの期間を延長してほしい

（積算期間が不足） 

積算 

（予定価格） 

 

 ・ 機器費において、市場調査価格と実勢価格に乖離が

ある 

・ 官積算と実諸経費に乖離がある 

・ 機器にも間接費を計上してほしい 

・ 小規模工事の間接費を見直してほしい 

・ 低入札の意志が無いにもかかわらず、低入札となるこ

とがある 

 

（４） 点検業務（標準的な設備を包括して点検を実施する場合） 

 アンケート ヒアリング 

入札参加資

格要件 

適切である（７７％）  

技術者要件 

 

・ 管理技術者の要件が厳しい 

（２８％） 

〔技術者要件〕 

・ 管理技術者の育成には数年必要 

・ 管理技術者の資格要件を公示時点から業務開始時点

としてほしい 

・ 管理技術者、保守技術者の確保が困難 

発注図書 ・点検内容が明確でない（２３％）  

発注方式 〔多様な発注方式〕 

・ 点検機器障害復旧に係る契約

範囲として点検、損傷復旧箇所の

特定、故障復旧を含めることが適

当（５１％） 

・ 維持管理複数年契約方式を望

む（４７％） 

〔多様な発注方式〕 

・ 単年度で毎年チャンスが有る方が良い（競争リスク分

散） 

・ 業務範囲に障害箇所の特定、障害復旧まで含めてほ

しい 

積算 

（予定価格） 

 

・ 業務内容が適切（６２％） 

・ 労務単価が合わない（特にメ

ーカ等への外注単価） （６６％）

・ 点検内容と歩掛の乖離 

（５０％） 

・ 点検業務１件のみの受注では経営困難 
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参考 

 

受注者アンケート、ヒアリング実施数 

 

 

国土交通省と過去５年間において、３件以上の契約実績のある企業（３０２社）に対し、電子

媒体による自記入式の調査表により実施した。 

〔アンケート〕   

業 者 区 分 回答数 備考 

コンサルタント 34   

電気設備工事（Ａランク） 16 予定価格 ２億円以上 

電気設備工事（Ｂランク） 32 予定価格 ５０００万円以上２億円以下 

電気設備工事（Ｃランク） 5 予定価格 ５０００万円未満 

通信設備工事 91   

受変電設備工事 17   

物品等の製造 10   

物品等の購入 26   

点検、運転監視（注１） 41   

点検（注２） 4   

合    計 276   

注１ 標準的な設備の点検、運転監視業務 

注２ 機器製作メーカの技術的依存度の高い設備（ダムコン等）の点検 

 

受注者アンケートを補足することを目的にヒアリングを実施した。 

〔ヒアリング〕     

業 者 区 分 
事前ヒアリング 

実施数 

電気通信施設ＷＧで

のヒアリング実施数 
備考 

コンサルタント 4 1  

機器主体工事 12 2  

工事主体工事 9 1  

点検、運転監視 3 1  

事前ヒアリング          ： ヒアリング希望者全員に対し、実施した。 

電気通信施設ＷＧヒアリング ： 事前ヒアリング実施者に対し、全国的に受注活動を実施し、当該

業者区分を代表する意見を有していると思われる社に対し、同Ｗ

Ｇから要請した。 

 

資料編に受注者アンケート、ヒアリング結果を示す。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二章 

 

電気通信施設の入札契約の 

課題と改善案 
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１．電気通信施設の発注者が果たすべき責任 

 

電気通信施設の発注者として果たすべき責任とそのための体制整備を以下のよう

に考える。 

①～③については、「国土交通省直轄事業の建設生産システムにおける発注者

責任に関する懇談会「中間取りまとめ」（平成１８年９月）」を引用した。 

 

① 国民のニーズにあった社会資本整備に関する責任 

発注者は、社会経済情勢の動向や国民ニーズ等を的確に把握し明確化した

上で、良好な社会資本を適正な費用で整備・維持するため、調査、計画、設計、

施工、維持管理のすべての段階、すなわち建設生産システム全体を俯瞰しつ

つ、各々の仕組みを常に改善する責任がある。 

 

② 価格と品質が総合的に優れたものをタイムリーに調達し継続的に提供する責

任 

発注者は、公共サービスの享受者である国民に対して、透明性の高い競争を

通じ、価格と品質が総合的に優れた工事等の調達を実施することで、最も価値

のある社会資本を適切な時期に提供する責任がある。 

 

③ 発注者と受注者がそれぞれ工事等の品質確保に責任を持つ仕組みを構築・維

持する責任 

発注者は、受注者に対して契約上（契約条件の適切な設定、書面による適切

な指示、適切な支払い等）の責任がある。また、発注者は、工事等において適

時・適切に検査を行うことにより、品質を確保する責任がある。 

一方、受注者は、契約内容を適正に履行し、公共工事の品質を確保（適切な

品質管理、出来形管理等）する責任とともに、法令遵守、工事中の周辺環境へ

の配慮、下請企業への適正な支払い、談合その他の不正行為の根絶等の社会

的責任がある。 

発注者は、両者がそれぞれの立場から工事等の品質確保に責任を持つ仕組

みを構築・維持する責任がある。 

 

④ 目的を達成するため適切に施設を整備しサービスを提供する責任 

電気通信施設の発注者は、河川・道路事業等の目的を達成するために、上

記①～③に加えて、電気通信施設の特質に留意しつつ施設を整備、維持管理

する責任がある。 

電気通信施設は、河川・道路等の社会資本の利用や管理において常時利用

され、災害時においても確実に機能させなければならない。 

このため、調達段階においてニーズに対応した設備の所要性能を確保するこ
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とに加えて、維持管理段階おいて継続的に施設を機能させ、施設障害時等にも

迅速な復旧・回復を行う責任がある。 

 

⑤ 発注者の技術力向上を図る責任 

発注者は、技術や市場の動向に適合した電気通信技術を的確に導入し、国

民また行政のニーズに対応するために、専門技術力に加えて事業の構想・計画

段階から設計・積算・施工・維持管理の各段階に至る知識経験を備え、マネジメ

ント・危機管理能力、品質確保に関する専門的能力の向上を図る責任がある。 
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２ 電気通信施設の入札契約の課題と改善案 

 

 

「第一章 ３．入札契約と応札者の現状」から、契約額全体の 72％を占める工事契

約、特にその過半数を占める機器主体工事において不調不落の増加、応札者の減

少傾向が見られる。また、点検業務においては応札者数の減少が顕著である。 

不調不落の増加により、供用すべき施設整備の遅れ、事務手続き等の繰り返しによ

る労力増大といった問題が生ずる。また、応札者の減少も、競争性、透明性、公正性

の視点から好ましくなく、応札者の減少は不調不落の増大を招く危険性をはらんでい

る。 

したがって、より多くの応札者が入札に参加できるよう、入札契約制度について見直

す必要がある。同時に、国民のニーズにあう社会資本整備に関する責任、価格と品質

が総合的にすぐれたものをタイムリーに調達し継続的に提供する責任、発注者と受注

者が品質確保に責任を持つ仕組みを構築・維持する責任、目的を達成する施設を提

供する責任、発注者の技術力向上の責任という前項で述べた発注者の責任を果たす

必要がある。 

入札契約制度の見直しにおいては、施設整備のプロセスにおいて、工事契約の前

段にあたる調査設計から、整備（工事・製造・購入）、整備後の維持管理に至るプロセ

スが相互に関連し、前段の成果が後段に引き継がれることを考慮する必要がある。そ

して、企業が応札を困難としている障害を取り除くと同時に、工事等の品質、応札にお

ける経済的・社会的・技術的インセンティブを総合的に確保する必要がある。 

そのためには、電気通信施設整備の全プロセスに対して、入札参加資格要件、施

工・業務履行の環境、発注図書、積算、評価（入札時、完成時）といった入札契約制

度全般について検討し、発注者責任を全うする必要がある。図 2-1 に業務プロセスに

対応する現状の課題を示す。 

図 2-2 に、各課題に対応した改善案とそれが適用される契約区分を示した。以下、

各改善案について記す。 
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設計業務

設
計
成
果
品

工事（総合評価）

入
札
公
告
（
各
種
条
件
提
示
）

入札参加要件

予
定
価
格
算
定

総
合
評
価

施
工

評
定

保守業務

入
札
公
告

諸経費から技術者経費の捻出が困難

工夫した機能が評価されない

3. 技術的可能性
応札者；仕様を満足できるか
発注者；適切な仕様か

3. 技術的可能性
応札者；仕様を満足できるか
発注者；適切な仕様か

5. 経済的可能性
応札者；適正な利潤を得られるか
発注者；適切な積算か

5. 経済的可能性
応札者；適正な利潤を得られるか
発注者；適切な積算か

6. 評価
応札者；技術が適正に評価されるか
発注者；適切な評価をしているか

6. 評価
応札者；技術が適正に評価されるか
発注者；適切な評価をしているか

1. 応札可能性
応札者；応札が可能か
発注者；入札参加要件が適切か

1. 応札可能性
応札者；応札が可能か
発注者；入札参加要件が適切か

2. 業務遂行可能性
応札者；技術者配置などが可能か
発注者；施工条件、環境は適正か

2. 業務遂行可能性
応札者；技術者配置などが可能か
発注者；施工条件、環境は適正か

課 題

技術者配置等

施工は可能だが、製造体制がない

技術者が手配できない

業務履行の体制が整わない

仕様が不明確

発注図書等

設備運用

技術者の配置が難しい

機器費、施工費

品質評価
運用を考慮した施工が評価されない

4. 事業領域と発注の適合性
応札者；事業領域に適合するか
発注者；適切な発注方式・発注区分か

4. 事業領域と発注の適合性
応札者；事業領域に適合するか
発注者；適切な発注方式・発注区分か

多様な発注方式

詳細設計と施工の一体化、
施工と保守の一体化

 

図 2-1 業務プロセスと入札契約の課題 
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3. 技術的可能性
応札者；仕様を満足できるか
発注者；適切な仕様か

3. 技術的可能性
応札者；仕様を満足できるか
発注者；適切な仕様か

5. 経済的可能性
応札者；適正な利潤を得られるか
発注者；適切な積算か

5. 経済的可能性
応札者；適正な利潤を得られるか
発注者；適切な積算か

6. 評価
応札者；技術が適正に評価されるか
発注者；適切な評価をしているか

6. 評価
応札者；技術が適正に評価されるか
発注者；適切な評価をしているか

1. 応札可能性
応札者；応札が可能か
発注者；入札参加要件が適切か

1. 応札可能性
応札者；応札が可能か
発注者；入札参加要件が適切か

2. 業務遂行可能性
応札者；技術者配置などが可能か
発注者；施工条件、環境は適正か

2. 業務遂行可能性
応札者；技術者配置などが可能か
発注者；施工条件、環境は適正か

課 題

4. 事業領域と発注の適合性
応札者；事業領域に適合するか
発注者；適切な発注方式・発注区分か

4. 事業領域と発注の適合性
応札者；事業領域に適合するか
発注者；適切な発注方式・発注区分か

③ 発注図書の改善

① 入札参加要件の改善

⑩ 請負工事成績評定要領の改善

⑤ 多様な発注方式の採用

⑥ 機器価格設定方法の改善

⑨ 総合評価落札方式における評価手法の

改善

⑦ 積算体系の改定

② 技術者配置の効率化への改善

改善案

④ 運用中の機器の機能維持（修繕・改造・
増設）の円滑化

⑧ 積算基準の改善

●

●

●●●●

●●

●●

●●●●

●●●

●●●

●●●●●

●●●

保守製造
工事
主体
工事

機器
主体
工事

設計

●

●

●●●●

●●

●●

●●●●

●●●

●●●

●●●●●

●●●

保守製造
工事
主体
工事

機器
主体
工事

設計

 

図 2-2 入札契約の課題と改善対策案の対応整理 
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改善案１ 入札参加資格要件の改善 

  

電気通信施設の入札契約状況から、機器主体工事において入札不調・不落・少数

応札が比較的高い比率で発生しており、さらに増加傾向にあること、点検業務につい

ては一般競争入札を適用してから一者応札が高い比率で発生していることが判明し

た。品質を確保しつつ、応札者の増加を図るために、入札契約の入り口にあたる入札

参加資格要件の改善について検討を行った。 

 

１．１  機器主体工事 

 

機器主体工事において、応札企業と応札者が配置すべき技術者には、品質確保

のために一定の要件を求めている（第一章表2-2参照）。これに対して、工事の品質を

確保しつつ、調達する機器の特徴や業態の変化を踏まえた改善について、次の通り

検討を行った。 

 

① 応札企業に求める要件 

応札企業には、施工実績、設計製作体制、技術的支援体制を求めている。このうち、

設計製作体制について、次のように検討した。電気通信施設の整備において、機能

やコストを精査した結果として、一般民生市場に流通している市販製品の使用が増加

している。これらは、統一的な品質管理がなされており、さらに、粗悪品は一般市場で

排除される。これらは国交省用に設計製作されるものではなく、その製品の機能・性

能・価格を勘案して導入を図るものであるから設計製作体制を求めることは不要と考え

られる。 

技術的支援体制については、市販製品を導入した場合に、その製品サイクルを考

慮した保守部品の供給期間について配慮が必要である。 

また、設備の改造・増設や少額工事など、技術的難易度が低い、基本的な技術が

確立されているといった、品質が確保される案件については、内容に応じて要件を緩

和することが考えられる。 

この「設計・製作体制」の緩和、技術的支援体制の緩和に伴い、機器製作者の代理

店、工事業者等の応札が期待できる。 

 

② 配置技術者に求める要件 

現場施工の配置技術者には、主任（監理）技術者資格、施工実績を求めている。主

任（監理）技術者資格は建設業法の規定に準拠しており、施工実績には当該工事と

同種・類似の工事の実績を求めている。なお、工場製作期間の配置技術者は、現場

におけるマネジメント能力よりも機器製作に係る品質管理能力が求められるため、工

事の施工実績は求められていない。 

現場への配置技術者には当該設備に特化した技術的能力よりも、工事全体に対す
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るマネジメント能力による工事品質の確保が求められるため、類似工事の範囲を拡大

して施工実績の要件を緩和することが考えられる。 

この「施工実績の要件」の緩和により、対象技術者が増加し、技術者配置が容易に

なり応札者の拡大が期待できる。 

 

これら、機器主体工事における入札参加資格要件の改善を表 1-1 にまとめた。 

 

表 1-1 機器主体工事における入札参加資格要件の改善 

対象要件 細別 現行 改善 
期待される

効果 

施工実績 

同種・類似の施工実績 

（施工量＝発注規模の概ね

１／２以上） 

  

設計製作

体制 

設備特性に係わらず 

「設計・製作体制を要求」 

市販製品につ

いて設計製作

体制を除外 

設備改造・増設

や少額工事等

で工事内容に

応じて要件を

緩和 

代理店等の

参入機会の

拡大 

応札企業 

技術的支

援体制 

・障害時支援 

・保守部品供給体制 

・技術的問合せに対する支

援体制 

市販製品につ

いて保守部品

の供給体制を

緩和 

設備改造や少

額工事等で工

事内容に応じ

て要件を緩和 

 

監理（主

任）技術

者（現地） 

施工実績 

同種・類似の施工実績 

 （施工量＝発注規模の概

ね１／２以上） 

類似工事範囲

の拡大 

対象技術者

の拡大で技

術者配置が

容易となり応

札者の増加 

市販製品の例；ＣＣＴＶカメラ、非常用発電設備、受変電設備、ネットワーク機器 

市販製品ではない機器の例；多重無線設備、光ファイバ伝送設備、道路情報板、放流警

報設備、雨量／水位観測設備 
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１．２ 点検業務 

 

点検業務における平成１９年度の入札参加資格において、応札企業及び応札者が

配置すべき技術者に求めている要件に対して、業務の品質を確保しつつ、業務内容、

点検対象設備の特徴、技術者の減少を踏まえた見直し検討を次のように行った。 

 

① 応札企業に求める要件 

契約手続きの簡素化、効率化のため、電気設備、通信設備、情報設備等を一括し

て点検する契約方式を採っており、応札企業には点検対象設備に応じた履行実績を

求めている。 

このため、広範な対象設備に精通する応札者を期待するところであるが、複数設備

の履行実績を有する企業が限られるために応札者数が少なくなっている可能性があ

る。 

対象設備の点検マニュアル等のドキュメントの整備も進み、特殊機器の点検につい

ては外部委託することも可能であるため、基本的な設備の点検技術と業務履行のため

のマネジメント能力があれば、複数種類の施設の点検の品質確保が可能であると考え

られ、履行実績設備数の低減（例えば、3 設備→1 設備）という緩和が考えられる。 

この「履行実績設備数の緩和」により応札者数の拡大が期待できる。 

 

② 配置技術者に求める要件 

配置技術者には、管理技術者資格、業務実績（業務経験）を求めている。業務経験

の対象設備については、上記「① 応札企業に求める要件」の対象設備数の低減と同

様に緩和が考えられる。 

また、業務経験の基準日については、従来、「競争参加資格確認及び技術審査申

請書」の受領期限日としていたが、業務の履行開始日を基準日としても、実質的な業

務経験はあると考えられ、これにより業務経験年数を実質的に１年緩和できることにな

る。 

この「業務経験の緩和」により、対象技術者の増加が見込まれることから、応札者の

拡大が期待できる。 
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改善案２ 技術者配置の効率化への改善 

 

企業は、工事の実施や業務の履行における様々なリスクを想定して応札の判断を

行うため、入札参加資格要件を満たす者が必ずしも入札に参加するとは限らない。応

札に当たり企業が想定するリスクを軽減あるいは回避することにより、品質を確保しつ

つ応札者の増加を図ることができると考えられる 

受注者のアンケート、ヒアリングから、企業が工事の実施や業務の履行において想

定するリスクと対応策を下表にまとめた。この中で多くの企業が、技術者配置を課題と

考えており、本項では、主に技術者配置の効率化について検討する。 

 

表 2-1 応札に当たって想定するリスクと対策案 

番

号 

想定される 

リスク 
概要 対策案 

2-1 

技術者の選

任不能（技術

者配置） 

監理(主任)技術者の選任において、

他案件の専任との調整等の結果、当

該応札に技術者を割り当てられな

いリスクがある 

①技術者要件の適正

化、②技術者の効率的

な配置への支援、③技

術者準備期間の確保、

④施工時期の平準化 

2-2 
機会逸失（技

術者配置） 

事前公表以外の工事が公告された

場合に技術者の割り当てができな

いなどの理由から契約機会を逸失

するリスクがある 

⑤発注案件の事前公表

の徹底 

2-3 
工期延期（技

術者配置） 

概略発注などによって工期が延期

されると、技術者専任期間の延長に

よる他の案件への影響や、コスト増

加のリスクがある 

⑥工期変更の回避、適

正化、⑦ワンデイレス

ポンス 

2-4 工期不足 

工期が十分確保できない案件は、工

事の完成ができない、品質確保がで

きない、工事成績が低下するなどの

リスクがある 

⑧早期発注による適正

工期の確保 

2-5 不採算 

移設・仮設・専門外の要素（土工な

ど）・他社への支払いが含まれる案

件は、採算割れとなるリスクがある

改善案６，７，８にて

整理 

2-6 
コンプライ

アンス 

他社設備の改修等が含まれる案件

において、入札時点で当該他社との

接触が自社コンプライアンスに抵

触するリスクがある 

改善案３，４にて整理
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① 技術者要件の適正化 

「１．入札参加資格要件の改善」に、監理（主任）技術者に求める同種・類似工事

の施工実績の内、類似工事の範囲を拡大など、対象技術者の増加を図り、技術者

配置を容易とする方策を述べた。 

 

 

② 技術者等の効率的な配置への支援 

②－１ 入札説明書において技術者の専任を要する期間（現場工事期間）を明確化

する（工場製作期間における技術者の兼任と現場工事期間の技術者変更を

明確化）。 

②－２ 入札説明書においてフレックス工期制度を明記する（適用する場合）。 

技術者の専任を要する期間の明確化及びフレックス工期制度により請負者が工

事開始日を選択できることで、効率的な技術者配置が可能となり、応札可能案件

が増加することが期待できる。この概念を図 2-1 に示す。 

 

 

③ 履行準備期間の確保 

点検業務において、落札決定から履行開始までに十分な履行準備期間（１ヶ月

程度）を確保することにより、技術者の準備を可能にするものである。 

点検業務や運転監視業務（点検業務と一括で発注される場合が多い）では、点

検技術者、運転監視員（常駐）を確保する必要があり、落札から履行開始までの期

間が短いと技術者等を確保できず履行が困難となるリスクが生ずる。履行準備期

間を確保することで、技術者等の確保、配置が容易となるため、応札者数の増加

が期待できる。 

 

 

④ 施工時期の平準化 

単年度予算であることと、入札契約手続きが複雑化していることなどから発注時

期が遅れ、工期が年度末に集中する場合が多くなっている。これにより、専任を必

要とする現場工事の技術者の配置が困難となって、応札を見送る可能性がある。

また、現場工事が年度末に集中することで資機材、施工技術者の確保が困難又

はコスト高となって採算性が悪化し応札意欲が低下する可能性がある。 

施工時期の集中による応札者数の減少を避けるため、工事に関する計画・調整

等をあらかじめ前年度に実施するなどの準備の前倒し、積算の簡素化、効率化な

どによって、早期発注を行い、工期の年度末への集中を回避し、施工時期を平準

化させることで応札者数の増加が期待できる。 
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⑤ 発注案件の事前公表の徹底 

地方整備局単位で、四半期毎に工事等の発注見通しの公表を行っており、企

業は、それを基に応札計画や技術者配置計画などを検討している。公表と実際の

発注が食い違うと、企業は技術者配置が困難となり、応札を見送る可能性がある。 

発注案件の精確な事前公表を行うことにより、計画的な技術者の配置が可能と

なり、応札者数の増加が期待できる。 

 

 

⑥ 工期延期の回避、適正化 

概略発注工事や現場条件等で工事中止となり、工期延期となる場合には、配置

技術者の専任期間が延長され、他工事への技術者配置が困難となる。 

工期変更を回避するために上述した計画的・効率的な方策を講ずることや発注

者・受注者による工期延期リスクに係る情報の共有が考えられる。変更の際には、

その内容、時期を適正とすることが必要である。また、専門工事の分離や設計業務

の別途発注などの方策も考えられる。これらの方策により工期延期によるリスクが

低減し、応札者の増加が期待できる。 

なお、早期の引き渡し、完成検査の実施により技術者拘束期間の短縮も可能で

ある。 

 

 

⑦ ワンデイレスポンスなどによる施工、履行の効率化 

概略発注工事や発注者の指示が仕様書などに含まれる場合は、請負者は発注

者からの指示が無ければ現場施工が困難である。また、現場条件が発注図書と異

なる場合には、請負者からの協議や問い合わせに対して発注者からの指示、返答

が遅れると現場施工が停止し、施工のための時間の不足やコスト増加の要因とな

る。 

施工や履行における、協議や問い合わせに速やかに返答することで、無駄を無

くし、効率的な施工や作業が可能になる。これによりリスクを低減し、応札者の増加

が期待できる。 

 

 

⑧ 早期発注による工期の確保 

工事に関する計画・調整等をあらかじめ前年度に実施するなどの準備の前倒し、

積算の簡素化、効率化などによって、早期発注を行い、適正な工期を確保するこ

とが工事の品質確保のために必要であり、そのような発注を行うことで応札者の増

加が期待できる。 
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図 2-1 技術者等の配置例（工場製作期間、フレックス工期を適用した事例） 

工場製作期間

受注者が選択した工期 （主任（監理）技術者の配置期間）

機器搬入

契約期間

専任

現場工事期間

工事完了工事開始日契約締結

現場代理人

（フレックス工期に基づく着手届）

技術者の兼任、あるいは別途代理人を割り当て

検査完了

工場製作のみが行われている期間は専任を要しないた
め、他の同種工事の工場製作技術者との兼任可能

主任（監理）技術者

当初工期

変更可能

工場製作完了

他工事主任（監理）技術者

（現場代理人）

当該工事主任（監理）技術者

（現場代理人）

工事開始日まで他工事
の技術者専任が可能
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改善案３ 発注図書の改善 

 

一般的な材料で完結せずに、複雑な機能を有する機器を含む工事においては、機

能、性能、環境条件、施工条件、責任分界点、インタフェース等に関する仕様を詳細

に記述することが、品質の確保、積算価格の精度向上のために求められる。一方で、

詳細に規定したために機種等の限定を招き、結果的に応札者の制限となる恐れがあ

る。機種等が限定された場合、それと同等以上の機能・性能等を有する機器や、より

低価格な機器の活用、それらを供給できる応札者の参入機会を逸してしまう可能性が

生ずる。 

この問題を解決するためには、品質確保に必要となる本質的な仕様を漏れなく精確

に記述し、同時にそれ以外の不要な規定をしないことが必要となる。 

このような考え方で、機器仕様及び特記仕様書等の発注図書を改善すれば、応札

者の技術力を活用し、技術的要件による応札者の参入リスクを低減することができる。

したがって、応札への参加が促進されることが期待できる。 

 

 

（１） 発注仕様において機種等を限定させないための発注図書の作成 

 

発注図書は、自ら作成する場合と設計業務成果に基づいて作成する場合がある。

詳細設計業務成果は、発注図書の基礎としての役割のほか、予定価格積算のため

の資料として利用される。その場合には、標準的な工法と特定の製品を想定して設

計、図面作成、数量算定などが行われるため、そのままでは成果品において特定

製品に係る詳細な記載が残る事例がある。 

このため、詳細設計業務の成果においては、予定価格積算用の資料と、発注図

書作成用の成果を分け、発注図書用の成果品については公平性、透明性を確保

する必要がある。これにより、応札企業の技術力を生かす仕様書となるが、一方で、

詳細な仕様化がなされていない部分もあるため、入札段階の総合評価用提出資料

や受注後の機器製作仕様書によって品質に対する確認を行う必要がある。 

同時に、発注図書において必要な項目を記すことは、品質確保や応札企業にと

って機器製作上のリスク回避となるため重要である。 

 

図 3-1 に設計業務と施工における仕様の概念を示す。 
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図 3-1 設計業務と施工における仕様の概念 

 

 

 

（２） 発注図書の標準化 

 

同種の目的物を整備する場合には、労力の削減と標準的な品質を確保するため、

標準的な仕様を作成することが考えられる。標準的な仕様の作成においては、各地

整の実情や技術の変化、標準的な機能や市場動向などを十分に調査のうえ、コスト

とのバランスを考慮しつつ制定することが必要とされる。 
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改善案４ 運用中の施設の機能維持（修繕、改造、増設）の円滑化 

 

国土交通省の電気通信施設は、円滑な道路交通の確保や河川の管理、防災対策

など国民生活や安全・安心を支える基盤の一部として機能しているものであり、修理や

更新などを行いながらも、数十年以上の長期間に亘って連続的に運用し続けることが

求められる。そのためには、故障などによる機能停止が極力起こらないように平均故障

間隔（ＭＴＢＦ）を長くすることと、迅速な機能回復のため平均復旧時間（ＭＴＴＲ）を短

くすることが必要となり、施設の更新が必要となる場合も機能停止時間を極力短くする

ことが必要となる。また、外部条件の変化に対応して施設の増設、改造を適時適切に

実施することも重要である。 

入札契約の観点からは、第一章で明らかになったように、修繕・改造・増設契約は、

新設に比べて応札者が少なく、一者入札が多いことも課題となっている。これは、技術

者配置の問題の他に、運用中の施設に関与する際には、表 4-1 に示すリスクを受容

せざるを得ないことが挙げられる。 

リスクを軽減または回避し、運用中の施設の機能維持（修繕、改造、増設）を円滑に

実施するためには、当該施設を熟知している製造者と随意契約を行うことが一般的な

方法である。 

 

表 4-1 運用中の施設に係るリスク 

 

リスクの種別 内容 

・施設全体に対する調査 

 

運用中の既設施設への影響を抑制し、着手す

る施設全体に責任を持つには、対象物全体に

対して詳細な調査と対応が必要である。 

・入念な事前テストの実施 品質を確保し、作業におけるリスクを軽減させる

ためには、実作業の前のテストは必須であり、そ

のため、既設対象物（少なくともインタフェース）

を模擬したテスト環境を構築し、正常・異常・境

界のテストデータを準備し、入念なテストの実施

が必要となる場合がある。 

・既存施設製作者との調整 現地作業において、既設施設の製作者を立ち

合わせ、対向で調整するなどの調整が必要とな

る場合がある。 

・責任分界、法的な諸問題への対応 障害発生時の責任を負うリスク、障害原因の追

究などのアフターサービスのリスク、ソフトウェア

の改修を含む場合は知的財産権の侵害などのリ

スクが存在する。 
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しかし、国土交通省の電気通信施設は、複数社の多様な設備が複雑にネットワーク

化されており、機器単体の維持保守がシステム全体の機能を担保するものではないこ

とや、製造部門と保守部門、工事部門の分社化、保守専門会社の技術力向上が進む

などにより、必ずしも、製造者との随意契約が唯一の機能維持の実施方法とは言えな

い恐れがある。 

また、特定者の技術に依存するリスクや価格決定に対する恣意性を排除するため、

競争性の確保、応札者の拡大も必要であり、そのためには、既設施設の製造者以外

の企業が入札に参加できるように修繕、改造、増設におけるリスクを軽減させるべきで

ある。 

 

以上を踏まえて、技術的な観点、入札契約制度の観点の双方から、運用中の施設

の機能維持（修繕、改造、増設）の円滑化のための検討を行った。 

 

 

４－１ 修繕 

 

「修繕」とは、所要の性能・機能を回復させる行為である。修繕契約と履行が迅速、

円滑に行われない場合には、電気通信施設やそれが支えるインフラそのものの機能

の停止により提供サービスの低下や危険・災害発生の検知の遅れなどが懸念され、そ

れを防ぐために代替施設の準備や人員によるサービスの代替（目視による異常監視

や、人間による異常情報の提供）などコストの代償も大きなものとなる。 

このような事象の発生を防ぐため、技術的な観点からは、保守点検による障害予知、

定期的な部品の交換、冗長設計による機能停止の回避、保守性の良い設計の採用

（部品交換の容易性、汎用部品の使用）、予備部品等の事前準備を行うべきである。 

現在は、復旧の迅速化のため緊急な技術者や部品の手配が求められる一方で、入

札契約手続きに時間を要している事例が見られる。入札契約制度の観点からは、極

力短い期間で修繕が完了する制度を適切に使用するべきである。例として、緊急随意

契約、公募型随意契約等の適用や小規模修理を含む保守契約の採用なども検討の

余地がある。 

 

 

４－２ 改造 

 

「改造」とは、既設機器が有する性能・機能の一部を変更、若しくは、新たな機能・性

能を追加する行為をいう。改造には、既設機器の調査・改変となるため、知的財産に

対する配慮が必要になる、作業や機能確認のために機能停止を余儀なくされる場合

もある。 
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技術的な観点からは、当初に導入される機器を改造しやすい（拡張性、柔軟性の高

い）設計とする必要がある。具体的には、どのような機能追加があるかを定義し、実現

する手法を定めた上で、機能のパラメータ化、機能のブロック化と疎結合化、テストの

実施などの方策が必要となり、機器のコスト上昇要因となる。したがって、そのメリットと

デメリットを評価することが必要である。 

入札契約の観点からは、既設機器並びに改造内容の仕様を詳述した図書を付して

契約を行うことにより応札者のリスクを減ずることが考えられるが、既設機器の開発者

には設計内容に関する知的財産の取り扱いの観点から全てを公開できない場合があ

り、一方、改造者には設計内容の把握に大きな労力が必要であること、他社の設計内

容を把握することにより知財権侵害（盗用）のリスクの懸念が発生することを認識する必

要がある。 

 

 

４－３ 増設 

 

「増設」とは、機器を追加する行為をいう。増設に当たって、技術的な観点からは既

設施設とのインタフェースの明確化、標準化が重要である。 

入札契約制度の観点からはインタフェース条件を明示した図書によりリスクを減ずる

ことが可能となる。すなわち、既設機器、増設機器のいずれかが提示したインタフェー

ス条件を満足しない場合、当該機器に責任を持つ者が修正の義務を負うことになる。

しかしながら、コネクタ形状や電圧・電流のような物理的条件だけではなく、例えば通

信インタフェースではプロトコル（伝送手順）の全レイヤ（階層）に対して、また、アプリケ

ーション（機能を実現させるソフトウェアの動作）について、正常範囲だけではなく、異

常時、境界値など全ての条件に対して明確にインタフェースを策定しなければならな

いことに留意しなければならない。 

 

 

４－４ 改造・増設を円滑に実施するための共通事項 

  

増設・改造については、それを円滑に実施するために、共通する改善方策が考えら

れる。 

 

（１） 発注における方策 

 

① 小規模な増設・改造における入札参加資格、応札条件等の緩和 

新設時に的確な発注図書、製作仕様書、施工検査、試験成績書などのドキュメント

類が整備され、基本的な設計は確立されている場合で、基本機能に影響を及ぼさな

い小規模な増設・改造であれば、新設時と同等な入札参加要件（企業、配置技術者）
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を求めなくても施工が可能な場合があると考えられる。入札参加要件の緩和により、小

規模な案件に対して代理店や保守会社などを含めて応札者の拡大や小規模な案件

による配置技術者の育成が期待できる。 

② 一体不可分の設備を複数年に亘って整備する場合は次の方策が考えられる。 

・ 単年度契約ではなく国債により継続的な一つの契約（複数年契約）とする。 

・ 単年度契約に依らざるを得ない場合は初年度に全体条件を明示し連結部分のイン

タフェース条件を明確化、厳格化を図る。（初年度は一般競争に付し、整備完了ま

で随意契約を行う）  

③ 早期発注 

・ 増設、改造については、新設に比べて後回し、すなわち、年度末に発注されがち

であるが、技術者配置に余裕のある早期に発注することで不調・不落の防止が期待

できる。 

 

 

（２） 新設部分の分離 

 

 既設設備と密接に関連する部分と新設部分とを分離し、新設部分が公正に競争入

札できる環境を整備する。そのためにはインタフェース、責任分界、知的財産権など

様々なリスクを軽減する措置を合わせて実施する必要がある。 

 新設部分を明確に分離することが可能であれば、応札者の参入促進が期待できる。 

 

 

（３） 増設・改造しやすい設計（標準化、適切な疎結合設計）の導入 

 

① 標準化 

・ 標準的なシステム（ソフトウェアの繰り返し使用、オープンソースの利用、標準インタ

フェースの採用）を増加させ、個々に設計された特殊仕様のシステムを減少させる。 

・ 標準の策定と維持にはコストと人員を要するため、標準化すべき範囲（scope）を設

計方針、インタフェース、作業、ルールなどの中から選別し、適切な繰り返し仕様の

策定と活用を行う。なお、既存の公開された標準、インタフェース、ハードウェア、ソ

フトウェアがある場合には、それらの使用による効率化を考慮する。筐体についても

汎用のものを使用することで組み込み装置の選択の幅が広がる。 

② 疎結合設計 

・ 運用中に生ずると考えられる変更については分離できるようハード的・ソフト的な疎

結合を設計に組み込み、機能要件として明確に定義する。 

・ 増設改造におけるインタフェース形態を明確化する（表 4-2）。 
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表 4-2 インタフェース形態の整理 

 

 ケース 例 特徴 対応 

接点で接続される、双方

向ではないなど単純なイ

ンタフェース 

発電機と受変電設

備、通信機と監視

制御装置 

インタフェース仕様が明確で、検証が容易であり、

実績も豊富なため、接続に当たり責任分界点の問

題が少なく、制約が少ない 

分離発注 

アナログインタフェース 旧式の監視カメラ

システム 

特性がリニアで単純なものは制約が少ない。複雑

な場合には、整合する特性を持つアナログ素子を

使用する制約が生じる 

単純特性；分離発

注 

複雑；増設改造。 

現在は採用数が少

ない 

デジタルインタフェース 

（標準仕様のある疎結合

な接続） 

異なる機関の情報

システム 

異なる機関を接続するためにインタフェースの標準

の策定、接続にあたっての調整を発注者が行うた

め、責任分界、知財権の問題が少ない。 

分離発注 

デジタルインタフェース 

（システム内部の装置間

の密結合な接続） 

ダム制御設備の装

置間、親子関係の

あるシステム 

システム構成内部のインタフェースについては、技

術の進歩や設計思想を尊重し、また、標準策定・

維持にコストがかかるため標準を定めないことが多

い。このため、受注者独自の仕様であり、公開には

知財の整理が必要。増設・改造では全体の把握を

はじめ、検証、対向調整等が必要 

今後、標準化を促

進する必要がある。

統一河川情報シス

テムでは実現して

いる。 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア 

デジタルインタフェース 

（装置内部） 

ＰＣサーバ内部の

ＨＤＤ、通信機内

部の基盤 

汎用品以外は部品規格がなく、ＰＣサーバなど一

部は規格があるが、純正品以外の動作保証はされ

ない。HDD の外部化など分離の方法が考えられる

多くは修理で実施 
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 ケース 例 特徴 対応 

ソフトウェア 

（動作環境の変更） 

ＯＳのアップデート、

セキュリティソフトの更

新 

汎用的なソフトウェアであるため手順は明確であ

るが、アップデートの結果、所要のソフトウェアが

動作するか否かは検証が必要である 

ネットワークでセキュ

リティを確保すれば

不要 

ソフトウェア 

（プログラムの修正が無い

設定変更） 

通信相手先の追加、

パラメータの変更 

書き換えるべき事項を把握し、方法、注意事項、

影響が明確に整理されているならば、スキルを有

している技術者であれば対応できる。 

条件を整理し、仕様

化を促進する必要

がある 

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア ソフトウェア 

（プログラムの修正） 

機能の追加 ソフトウェアの内部構造や変数等を把握し、修正

できることに加え、知財権、保証の問題をクリアす

る必要がある。 

オープンソース、マ

ッシュアップ化とい

った発注時の設計

の改善 
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改善案５ 多様な発注方式の採用 

 

 現在の建設生産システムは発注者、設計者、施工者の三者構造により実施すること

を基本としてきたが、近年、公共事業を取りまく環境が大きく変化しており、現行の生

産システムにおいて様々な課題が顕在化しつつあるとの提言があり、改善に向け詳細

設計付工事、設計・施工一括発注方式、本体・設備一括発注方式、メンテナンス付工

事などの多様な発注方式の適用が検討、試行されている。 (「国土交通省直轄事業の建設

生産システムにおける発注者責任に関する懇談会 品質確保部会 平成 19 年度とりまとめ」P-5 より) 

 電気通信施設には、高度な技術を要する施設、運用に費用を要する施設、構成機

器寿命が短い施設などを含む場合があり、従前の発注方式である設計・施工分離、施

工内容別契約方式以外の新たな契約方式として詳細設計付工事、メンテナンス付工

事、リース契約方式などの適用について検討した。 

 

 

５－１ 詳細設計付工事 

詳細詳計付工事は、設備の機能や主要緒元等を確定した上で、製作や施工のた

めの詳細な設計を製作・施工と一括で発注することにより、応札企業の技術力を活用

して製作・施工の効率化、品質確保を図る方式である。電気通信施設において、詳細

設計と製作・施工を一体で行うことでコスト、品質面で優位となる案件について適用が

考えられる。 

詳細設計付工事の概要を図 5-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 詳細設計付工事の概要 

 

基本設計

概略設計
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）
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細
設
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付
工
事

設計思想の確実な
伝達のための補足

段階検査

詳細設計

詳細設計
基本設計
概略設計

発注者・受注者の責任範囲の明確化 詳細設計成果

の確認

工事

工事

工事契約

詳細設計付工事契約

段階検査



 2-22

（１） 適用の考え方 

想定される案件としては、応札企業の技術力を設計に反映させることが合理的な案

件、機能性能を確保するための施工方法や機器構成等に複数の方式があり発注者

が標準的な設計を提示できない案件、詳細設計段階で技術的難易度が高い案件な

ど、発注図書において詳細な仕様規定を行わない方が合理的若しくは仕様規定が困

難な場合である。 

したがって、標準的仕様が無い設備、現場条件等で設計条件が大幅に変わる場合、

過去に実施事例の無い研究開発要素のある設備などであり、具体的に適用可能な設

備としては以下が考えられる 

・ 水力発電設備：水量、ヘッド等の条件で、適用される水車形式が異なり、水車設

計に製造者のノウハウがあり、形状や性能に差が生ずる。 

・ 小型レーダ設備：標準的仕様が無く、最大の機能を発揮させるため製造者の設

計により機器形状・重量が異なって据付条件等が変更となる。 

・ 特殊な移設や補修：状況によって手法やコストが大きく異なり、対象物の調査と

施工とを同時に行うことが合理的である。 

 

（２） 適用の留意点 

適用に当たっては次のような事項に留意する必要がある。 

① 技術提案の的確な評価 

詳細設計付工事では、高度技術提案型総合評価方式と併用し、応札者の

技術提案を評価することが原則であり、前例の無い高度な技術を適切に評価

するために、発注者の技術力や評価体制が必要となる。 

 

② 設計思想の確実な伝達 

詳細設計付工事においては詳細設計に着手する前の段階での発注となる

ことから、発注者の詳細設計において補足すべき設計思想が施工段階に適切

に反映されるように、設計思想を確実に伝達することが必要である。 

 

③ 発注者・受注者の責任範囲の明確化 

詳細設計付工事においては、発注者・受注者の責任範囲が曖昧になる恐

れがあり、設計段階において発注者・受注者のリスク分担、発注・詳細設計完

了時・施工の各段階における確認事項等を整理しておくことが重要である。 

 

④ 技術力を活かせる発注図書の作成 

    発注図書として、本発注方式の目的を鑑み、設計、製作・施工の自由度の範

囲を明確にし、応札企業が保有する技術やノウハウが発揮できる要求水準書

や機能要求仕様書といった発注図書を作成すべきである。 
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５－２ メンテナンス付工事 

 

施工と維持管理を一体的に競争入札に付すことによって、ライフサイクルコストを

対象にした評価が可能になり、製作・施工段階においてメンテナンスの省力化や長寿

命化を考慮した技術提案によるコスト縮減が期待できる。このような発注方式は「メンテ

ナンス付工事」と呼ばれる。メンテナンス付工事の概要を図 5-2 に示す。 

想定される設備としては、維持管理段階において技術的な難易度が高いため機器

製作者の固有技術が必要な設備や維持管理段階で消耗部品の交換などで維持管理

経費が比較的大きな設備の場合で、応札企業の設備設計によって、維持管理が容易

（メンテナンスフリー、特殊な技術を要しない、長寿命）若しくは維持管理経費（消耗部

品費や電力量）が軽減される事が期待される場合に適用の検討をする。 

施工と維持管理を一体的に競争入札に付すことによって、ライフサイクルコストを

対象にした評価が可能になり、製作・施工段階においてメンテナンスの省力化や長寿

命化を考慮した技術提案によるコスト縮減が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 メンテナンス付工事の概要 

 

・・・・・・

・・・・・・工事・維持管理分離方式（従来） 施工 維持管理 維持管理 維持管理

施工 維持管理 維持管理 維持管理

競争入札

時間

時間

標準的な施工・維持管理方法

提案に基づく新たな施工・維持管理方法

随意契約
メンテナンス付工事

競争入札
（技術提案）

・本体に関する技術提案
・維持管理に関する提案

一体評価
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（１） 適用の考え方 

 

応札企業の技術提案によってメンテナンスコストの縮減や長寿命化のための技術

導入が見込める設備に適用し、施工時点及び維持管理段階で機能、コストを担保す

る。具体的に適用可能な設備としては以下が考えられる 

・ 水力発電設備：水車設備は設計、材料等で、大規模点検（分解整備）の周期、

停止期間、コストが異なり発電量にも影響する。 

・ 小型レーダ設備：設計、方式により消耗部品交換の間隔、コストが異なると共に

運用電力量が異なる。 

 

 

（２） 適用の留意点 

 

適用に当たっては以下に留意する必要がある。 

 ① 技術提案の的確な評価 

メンテナンス付工事では高度技術提案型総合評価方式と併用し、応

札者の技術提案を評価する必要があり、ライフサイクルコスト等を適切に

評価する必要が生ずるため、発注者が適切な評価を行うための技術力

や評価体制が必要となる。 

また、省力化、長寿命化等を考慮した設計等に関して有効な技術提案

を得るためには、十分な検討期間を設ける必要がある。 

       

②  契約制度 

メンテナンス付工事の契約の期間は施工及びメンテナンス期間であり、

予算制度上では国債予算を確保する必要があるが、制度上５年以下とな

っており、評価期間の設定などの考慮が必要である。また、具体的適用

においては予算上の制度、仕組みを整理することが重要である。 
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５－３ リース契約方式 

 

電気通信施設の調達手法として「リース契約方式」の適用性について検討した。「リ

ース契約方式」は、機器等の物品を利用者に代わる別の企業（リース会社）が購入し、

利用者に一定期間貸し出す契約方式をいう。物品の所有権はリース会社にあり、契約

期間は減価償却期間より短い設定が可能で、主に高額な機器や設備、パソコンなど

技術進歩の速い機器などが対象とされ、民間企業等では税制上のメリットもあり広く活

用されている。 

行政機関では、リース契約において民間企業のような会計、税制度のメリットが無く、

リース会社経費や金利分のコスト上昇のデメリットがある。また、リース契約において経

済化を図るには複数年の契約とする必要があるが、行政機関においては予算が単年

度毎となっていること、随意契約に厳しい制約があることから適用が困難であった。現

行制度下で長期継続契約が認められているものは「電気、ガス、水道、電気通信役

務」のみであり、リース契約（賃貸借契約）も単年度毎となっていた。 

複数年に亘る契約締結には、国債設定が必要であるが、一部で国債を設定しコピ

ー機、パソコン等でリース契約を行っている事例があるが、適用範囲は限定されている。

一般的に行われている単年度予算による買取方式とリース方式との比較を表5-1に示

す。 

 

表 5-1 買取方式とリース方式の比較 

比較項目 買取方式 リース方式 

経済性 物件価格は、購入、リースに関わ

らず競争入札による価格低減効

果が期待できる。 

     

リース経費相当額分が高価となる。

リース経費相当額とは、リースに要

する物件価格以外の金利＋固定

資産税＋保険料＋管理費等であ

る。 

整備効果の

発現 

一括して整備するための予算確

保が困難であり、整備効果の発現

に時間を要する場合がある。 

単年度相当額の予算で一括して

整備が可能となる。 

設備の改造 自ら保有する施設であるため制限

は無い。 

所有権はリース会社にあるため困

難な場合がある。 

障害対応 自ら保有する施設であるため、障

害対応についても整備とは別に

対策を講ずる必要がある。 

保守を含むリース契約があり、保守

を含めた競争入札にすることが考

えられる。ただし、契約（設備）毎と

なるため、設備の包括的な保守は

できない 
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（１） 適用の考え方 

 

リース契約は、設備をリース会社が保有し、利用者（国）が利用料（経費）として

分割して支払うものであり、初年度経費は少ないが、利用期間を通した総支払額

にはリース会社の経費（税、金利等）が含まれるため、予算（コスト）面のメリットは

無く、予算の平滑化の反面、予算の硬直化を招く。また、建設国債については基

本的に長期間継続して利用する道路やダムなどの整備を前提とした予算制度で

あり、５年程度の経費的な支払は、従前は認められていなかった。 

したがって、現行の予算制度でリース契約を広範囲に適用することは難しいと

考えられるが、予算制度の変更もなされており、適用の可能性が広がるとの想定

で検討を行う。 

 

リース契約の適用が有効と考えられる設備は以下である。 

・供用期間が５年以内の設備 

機器の運用途中においても機能の変更が無く、５年以内に更新するこ

とが機能・運用上有利な設備。 

（例） パソコン、サーバ類等で単体にて機能する汎用製品 

・ 一括整備することが機能性能、コスト的に有利な設備 

情報通信設備でネットワークに接続される設備を一斉に整備又は更新

することで、機能・性能の向上の効果が高く、既設装置との接続・変換に

係るコストの低減が期待できる設備。（単年度予算の確保が難しい場合） 

（例） ネットワーク機器、ネットワークシステムなど 

 

 

 （２） 今後の対応 

      

  現状では、リース契約の適用範囲は限定されており、予算制度の変更や国債

予算確保の可能性などを視野に、リース契約制度を適用することが可能で、かつ、

コストのデメリットを補える設備やその効果的な整備手法について検討を進める

必要がある。 
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改善案６ 機器価格設定方法の改善 

 

 

（１） 現在の機器価格の設定方法とその課題 

 

現在の機器価格の設定は、機器の種類に応じて、直接または第三者経由（価格調

査）で製造者から徴収した見積り価格をベースにしている。 

標準仕様書が定められている機器（標準機器）の場合は、全国的に適用され発注

量も一定数あるため、一括して見積りを徴収して実績やデフレーターを考慮して機器

価格設定をしており、発注機関（事務所等）が個別に見積りを取ることは無い。 

標準機器以外の機器については、価格調査若しくは、対象機器の製造を行ってい

るものに機器仕様及び見積り条件を提示し、得られた見積り価格を実績、類似機器な

どとの比較等を行い積算価格としている。 

しかしながら、見積り依頼先が全ての応札者とならない場合や入札公告前に機器仕

様が提示されることに対して、公平性、透明性の面から懸念が指摘されている。 

また、見積り価格や価格調査の価格（積算価格）と実際に応札される機器価格（工

事費内訳書）との乖離（見積りは希望価格であり、応札は実取引価格）などの問題があ

る。このため、見積りに依存せずに、機器価格をより適正に設定する方法について検

討した。 

 

 

（２） 取り組みの方向 

 

見積り以外で機器価格設定に利用できる価格としては、実際に応札した者の応札

価格や落札価格、諸経費動向調査のコスト調査価格などの実績価格がある。これらを

価格設定に用いることで、次のメリットが考えられる。 

① 見積りの依頼先と応札参加者の違いを少なくできる。 

② 積算価格と入札価格の差異を縮小できる。 

③ 見積りを徴収しないことで公平性、透明性が確保される。 

以上のことから、実績価格を蓄積し、統計的に処理して機器価格を算定する仕組み

（機器費データベース）を提案する。 

 

（３） 機器価格の新たな設定方法 

 

機器価格の新たな設定方法として機器費データベースを有効に機能させるた

めの基本的設計として、次のようなものが考えられる。 

① 蓄積する機器費の範囲 

 ・ 実績価格として、できる限り多くのデータを機器費データベースに入力する。 
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 ・ 一般的な統計手法に基づき、中央値に対する２σ以外等の異常値排除を行う。

（仕様の解釈などにより生ずる異常な機器価格を排除するため）。 

② 機器費算定の統計処理 

 ・ 蓄積された機器台数を母集団とし、重みを考慮した機器単価の加重平均ま

たは中央値や最頻値などの統計処理値及び機器調達数の他に入札案件数、

応札者数の重み、従来の価格との比較、価格変動要因の検討などを行い、適

正な機器価格を算定するものとする。 

③ 統計処理した機器単価の扱い 

 ・ 機器単価の見直し時期は、予定価格と落札価格の乖差や取引状況や市場の

動向を踏まえて決定する。 

 ・ 統計処理をするためには、同一仕様の機器単位で処理するものとする。また、

統一仕様でない機器や、施工費等に関するデータについても、適正な価格設

定に活用する。 

 

図 6-1 に、機器費を用いた価格決定の概念を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 機器価格設定方法の改善 

 

 

【提 案】

【従 来】

【提 案】

【従 来】

応札価格機器費
ＤＢ

入力価格の
妥当性精査
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入
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機器価格設定 予定価格設定
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機器価格設定 予定価格設定

（問い合わせ）
（登録）

仕様決定

見積仕様調製

見積の徴収 機器価格設定 予定価格設定

施工
入
札
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改善案７ 積算体系の改定 

 

 

（１） 現在の積算体系とその課題 

 

現在の電気通信工事の積算体系では、機器費と工事費とは独立し、これらを合算し

て工事価格としている。工事費は現場での据付調整工事の工事原価（直接/間接費

工事費）に一般管理費を加えたものとしているが、機器費は材料費とは異なり一般管

理費や間接費を含んだ価格として取り扱っている（図 7-1）。 

 

 
図 7-1 現在の電気通信工事積算体系 

 

機器製作を含む工事では、その製作期間、製作費は、いずれも現地での据付調整

工事のそれより大きな割合を占めることが一般的である。機器製作を除く据付調整工

事だけでは不調不落が多いことも考え合わせると、機器製作を含む工事全体に係る

経費の全てを、割合の小さな現場での据付調整工事の間接費、一般管理費では賄え

ないため、機器見積り価格には経費の一部が含まれていると推測される。 

諸経費動向調査の分析により、発注者の積算価格（見積り価格をベースにした機器

費と標準積算）と施工業者の実績価格の機器費、直接工事費、間接工事費、一般管

理費の比率を比較した（表 7-1）。その結果、機器費の割合が積算では 82.6%、実績で

は 71.9%となっており、その間に約１１％の乖差が生じており、機器費と工事費の間で

何らかの経費の融通がなされていると推測される。 

 

 

 

請負工事費 

（予定価格） 

工事価格

消費税相当額 

工事費 

一般管理費等 

工事原価

現場管理費 

機器費 

共通仮設費 
純工事費

間接工事費

直接工事費

工場製作原価 

技術者間接費 

間接製作費

材料費

一般管理費等 

製作費
純製作費 直接製作費

工場管理費 

二次労務費 
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表 7-1 諸経費動向調査による官民積算内訳比較 

 

 

機器主体工事では、従来、品質を確保するため入札参加要件に設計製作体制を

求めるなど、請負者が機器を製作し、設置することが一般的であった。 しかし、入札

参加条件の緩和により、機器を製作しない工事業者や代理店等の受注、工場部門と

事業部門の分社化や独立採算化、他社製機器の組み込みが増加している。このよう

な機器製作とそれ以外の工事の独立性が高くなっている業態に合わせて、機器製作

費とそれ以外の工事費との独立性を高め、その間で行われてきた経費の融通を適正

な形で処理することが、積算体系を構成する各要素の透明性、合理性を高めるために

必要だと考えられる。合理的な積算体系による適正な積算価格により競争性の向上、

応札者数の増加が期待できる。 

また、製造、施工が各々適正な価格で発注できれば、工事における様々な制約を

考慮して、製造、施工の分離発注などによる発注工期の平準化や早期化などを行い

つつ、十分な競争性を確保することも可能になることが期待できる。 

 

（２） 課題への取り組み 

工事費全体の総価（予定価格）では、設計額が少額の工事では不調、不落が多い

傾向にあるが、概ね適正な落札率となっており、問題がないと考えられる。これには、

機器、すなわち、機器費を含まない現地施工を主体とする工事も含まれていることから、

従来の直接工事費は概ね妥当と考えられる。 

従って総価と直接工事費を変えずに積算体系上の整合を図れば良く、諸経費動向

調査の分析結果から、従来の機器費の約１割を、製造以外の工事に係る経費へと配

分し直すことで実態との調整がなされると考えられる。ここで、機器主体工事の場合は、

機器費の占める割合が高いため、機器費の１割は直接費・間接費の概ね５割に相当

するため、従来の積算体系のままでは対処ができない。したがって、積算体系全体の

枠組みを抜本的に見直す必要がある。 

本検討においては、機器費の一部を分離し、工事に係る製造以外の経費に計上す

発注者の
積算　Ａ

施工者の
実績　Ｂ

Ａ－Ｂ

機器費 82.8% 71.9% 10.9%

工事費 17.2% 28.1% -10.9%

直接工事費 9.2% 11.0% -1.8%

間接工事費 6.0% 15.4% -9.4%

共通仮設費 1.2% 3.1% -1.9%

現場管理費 3.3% 11.4% -8.1%

技術者間接費 1.5% 0.9% 0.6%

一般管理費等 2.0% 1.7% 0.3%

工事価格 100.0% 100.0%
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る見直し案として、次に示す案Ａと案Ｂを立案し、検討を行った。 

なお、参考に機器あるいは工場製作物を取り扱う他の積算体系、①公共建築工事

（電気設備工事）、②土木工事標準積算基準（機械編）、③土木工事標準積算基準

（土木編・鋼橋（製作架設））のいずれも、諸経費率や体系は異なるものの、機器あるい

は工場製作物は何らかの間接費の対象としており、機器費を間接費等の対象とするこ

と自体は問題ないと考えられる。 

 

① 見直し案 A 

土木工事共通仕様書（鋼橋製作架設工）に準拠した案で、機器製作費（工場製作

原価）と工事原価を合算し、一般管理費対象とする方式（図 7-2）。これは、鋼橋製作

をベースとしており、既存の積算体系との親和性が高い。 

 

 

② 見直し案 B 

機器見積り価格に含まれていた製造以外の経費を、機器費と分離して工事費の間

接費に機器管理費（仮称）として新たに設定する方式（図 7-3）。これは、電気通信の

独自な積算体系となり、機器管理費（仮称）を適切に設定必要がある。 

 

 

③ 見直し案の比較 

 上記の見直し案Ａと見直し案Ｂの方法について比較を表 7-2 に示す。検討の結果、

新たな機器管理費を設定する B 案が、積算を実態に適合させる体系として望ましいと

 

請負工事費 

（予定価格） 

工事価格 

消費税相当額 

一般管理費等

工事原価

現場管理費

共通仮設費

純工事費 

間接工事費

直接工事費

技術者間接費 

機器製作費（工場製作原価）

図7-2 見直し積算体系案A 

 

請負工事費 

（予定価格） 

工事価格 

消費税相当額 
一般管理費等

工事原価

現場管理費 

共通仮設費 
純工事費 

間接工事費

直接工事費

機器単体費（工場出荷価格）

機器管理費

技術者間接費機器間接費 

工事費 

図7-3 見直し積算体系案B 
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の結論を得た。 

 

 

（3）今後の対応 

 

① 機器管理費の設定 

 諸経費動向調査の工事実績サンプルを分析して、各工事毎の官積算と施工者の実

態経費の分析から機器管理費相当額を抽出して、機器単体費相当額に対する経費

率を算出し回帰式を設定し、適切な機器管理費の算出法を確立させる必要がある。 

 

② 機器単体費 

 機器単体費については積算価格の総価と機器管理費相当額の均衡を図り適切に

設定されべきである。また、機器費データベースの活用が期待される。 

 

③ 円滑な新積算体系への移行 

積算体系の変更は影響、関連する範囲が広範なため次の事項を徹底することが必

要である。 

・ 積算体系に係る積算システム、各種ドキュメントの改訂と周知 

・ 国交省内の他、同じ積算体系を利用している関係者等への周知徹底 

・ 入札参加者等への周知 

・ 機器管理費の精査のためのフォローアップ 

 

 

 今回の積算体系の見直しにより、機器積算価格と実態価格との乖離の縮小と現場工

事費の適正化が期待される。また、機器単体費が機器管理費及び一般管理費の対象

となり、経費率は対象額の増加に従い低減することから、機器単体費額が小さい工事

（少額工事）では積算価格が上昇し、機器単体費が大きい（高額工事）では積算価格

が低下し、応札実態との整合が期待されると共に、不落不調の多い少額工事におい

て応札意欲の向上、応札者数の増加が期待できる。 

さらに、機器管理費を適切に設定することにより機器製造と据付施工工事との分離

発注における据付施工工事における不調不落が減少することが予想されるため、工

期の平準化や早期発注のための適切な発注形態が可能になることが期待される。 
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表 7-2 積算体系の見直し案の比較 

比較項目 見直し案 A 見直し案 B 比較結果 

積算体系 

一 般 管 理 費 を 適

用。鋼橋製作据付

工に準拠した積算

体系 

機 器 管 理 費 （ 仮

称）を新設。電気

通信独自の積算

体系 

案 A：既存積算体系と整

合 

案 B：独自体系として独

自経費の新たな設定が

必要 

請負者の業

態変化への

対 応 （ 機 器

（工場）費用

と 現 場 費 用

の分離） 

一般管理費として

機器費から分離 

機器管理費として

機器費から分離 

案Aでは機器費に対する

一般管理費なので、完全

な分離とはならないが、

積算内訳は分離される。

案 B は完全に分離される

積算内訳の

適 正 化 （ 機

器費／工事

費比率の不

整合解消） 

諸経費動向調査の

結果から、機器の

一般管理費相当額

を分離すれば整合

がとれる 

機器管理費として

不整合分に見合

った額を機器費か

ら（現場）工事費に

分離すれば整合

がとれる 

両案ともに不整合を解消

できる 

想 定 し た 機

器 の 取 り 扱

い経費の内

訳との整合 

現場経費と一般管

理費（本支社経費）

の整合性には疑問

が残る 

現場経費として積

算と実態の整合性

が高い 

機器費と現場経費の整

合性は案 B が高い 

機器費の設

定 

機器見積りにおい

て一般管理費を分

離することが難しい

必要経費として見

積り時点での分離

は比較的容易 

機器費ＤＢからの算出に

よる設定は両案とも可能 

ユニットプラ

イ ス へ の 対

応性 

現場工事費が実態

と乖離しているため

単価合意が難しい 

現場実態との整合

性 が 高 い た め 機

器単位のユニット

価格算定が容易 

機器費の扱いを含め新

たな体系を検討する必要

がある 

発 注 単 位 、

施工条件へ

の整合性 

機器製作と据付の

分離発注等で柔軟

性が低い 

据付工事の単独発

注が困難 

分離発注や施工

条件で機器管理

費の設定により施

工実態との整合性

を確保できる 

案 B は機器管理費として

実態に整合した設定が

可能 
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改善案８ 積算基準の改善 

積算体系の個々の要素である積算基準についても、実態に即した適切なものであ

る必要がある。従来から、新たな機器、材料、工法の導入に合わせて歩掛など積算に

係る基準が整備されてきた。個々の積算基準について、従来からの作業の場にて行う

こととして、ここでは全体的な積算の考え方における改善について検討した。 

 

（１） 撤去作業の考え方 

電気通信工事において、対象物を再利用しない場合の撤去作業の歩掛は、他の

積算基準に比べて低く抑えられている。これは、撤去作業が一方で新設作業を伴うこ

とが多いため、新設作業の利益を見越していたことが考えられる。しかし、従前に比べ

て多くの施設が集約設置され、また、それらが相互に（場合によっては遠隔地とも）接

続され、複雑化、ネットワーク化されている現状が見られる。また、耐震基準の充実に

より強固な設置が行われている。したがって、実際の撤去作業では、他の設備に影響

を与えずに指示された設備等をきれいに撤去、搬出する作業は他の工種に比べて手

間がかからないとは言えない。このため、撤去作業においては、他の工種と同等の歩

掛を適用することが望ましい。 

 

（２） 移設作業の考え方 

移設作業においては、運用中の施設を、その施設やデータ等に影響を与えずに移

動させることが必要となる。したがって、リスクの影響評価を行い、データのバックアップ

をはじめとするリスク軽減対策の実施、システムの停止手順、復旧手順の計画立案、

運用停止時間を極小化するための仮設、不稼動の場合の対策など高度なノウハウが

必要になる。したがって、移設における再使用を行う撤去作業について、相当の歩掛

を計上することが必要と考えられる。 

 

（３） 休日・夜間作業の考え方 

電気通信施設の工事等に伴う運用停止が、一般市民や業務に与える影響を抑制

するために、土日等の休日、あるいは夜間に作業を実施することが少なくない。これら

は、最終成果物にならないため見過ごされがちであるが、作業実態を反映させた適切

な積算とする必要がある。 

休日については、労働基準法における「法定休日」として整理されており、計画的に

作業を実施する場合には割増賃金とする必要は認められなかった。 

夜間作業の場合は、労務調整係数により補正が可能となっているため、適切に運

用されることが望ましい。 

 

また、積算に要する発注者・受注者の労力を軽減するため積算基準の合理化や簡

略化、ユニットプライスについて検討を図るべきである。 



 2-35

改善案９ 総合評価方式における評価手法の改善 

 

（１） 現在の総合評価手法とその課題 

平成１９年度の国土交通省が発注した電気通信施設工事において、機器主体工事

の割合は全工事件数中５９％であり、その工事目的物の品質は納入される機器の品

質に大きく依存する。 

受注者を決定する仕組みとして、工事契約においては総合評価方式が広く利用さ

れており、「企業の技術力」、「企業の信頼性・社会性」、「企業の高度な技術力」を評

価し、応札価格と合わせて受注者を決定している。その評価内容及び配点の一例を

表 9-1 に示す。 

表 9-1 総合評価方式の評価内容と配点（関東地整の複数の事例を参考に作成） 

評価の視点 評価項目 
主な評価

対象 
配点割合

工程管理に係る技術的所見 

材料の品質管理に係る技術的所見 

施工上の課題に対する技術的所見 
施工計画 

施工上配慮すべき事項 

品質確保の実効性 
施工体制 

施工体制確保の確実性 

同種・類似工事の施工実績 

工事成績 

優良工事表彰 

安全管理優良請負者表彰 

ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ優良工事表彰 

企業の 

施工実績 

関連分野での技術開発の実績 

資格 

同種・類似工事の施工実績 

工事成績 

優良工事技術者表彰 

① 企業の

技術力 

配置予定 

技術者 

の能力 

継続教育（ＣＰＤ）の取り組み状況 

現 場 で の

施工 
６３～８３

地域精通度 地理的条件（近隣地域での施工実績等） ② 企業の
信 頼 性 ・
社会性 地域貢献度 地域への貢献（災害協定等） 

現 場 で の

施工 
０～９ 

総合的なｺｽﾄ 総合的なコストの低減に関する技術提案 

性能・強度等 
工事目的物の性能、機能の向上に関する技
術提案 

環境の維持等 社会的要請への対応に関する技術提案 

③ 企業の

高 度 な 技

術力 

技術提案に係る具体的な施工計画 

現 場 ・ 機

器 双 方 を

評価 

３０～５０

 

表 9-1 に示す評価項目のうち、「企業の技術力」と「企業の信頼性・社会性」は現場

施工を重視した項目であるため機器品質の評価を含んでおらず、「企業の高度な技

術力」において機器品質と現場施工を合わせて評価している。このように、現在の評
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価内容では、現場施工の評価項目数に比べて工場で製作される機器の評価項目数

は少ない。 

このため、機器主体工事の総合評価において、次の改善を行うことが機器を含む工

事目的物全体の品質の向上につながると考える。また、これにより、応札者の技術開

発へのインセンティブが増進し、適正な評価の仕組みの展開による参入者の増大、す

なわち競争性の確保が期待できる。 

・ 機器の特性や費用構成割合に合わせて評価項目及び配点割合を見直す。 

・ 電気通信施設の特性を考慮した評価項目を設定する 

・ 無用な性能競争を抑止する手法を導入する。 

 

（２） 課題への取り組み 

① 機器主体工事における機器評価割合の適正化 

機器の評価割合を高めるには、評価内容全体で機器品質を評価する項目を設定

することが考えられるが、「企業の技術力」と「企業の信頼性・社会性」は全工事種別で

共通の現場施工を重視した評価項目となっている。このため、機器の品質を評価対象

としている「企業の高度な技術力」の項目において機器品質の配点割合を高めること

が適切と考える。 

「企業の高度な技術力」では従来、機器品質に関する項目と現場施工に関する項

目を設定し両者にほぼ等分に配点しているが、機器の評価割合を高めるため、機器

品質に関する項目に傾斜配分し高めの設定とすることを提案する。なお、現場施工面

については、「企業の技術力」及び「企業の信頼性・社会性」でも評価をしているため、

工事の特性によっては「企業の高度な技術力」で現場施工に関する項目を設定しな

いこともありえる。 

「企業の高度な技術力」における機器品質の配点割合に関する従来の設定例を表

９－２に、改善後の設定例を表９－３に示す。 

表９－２ 従来の「企業の高度な技術力」の設定例 

評価項目 評価項目の例 評価対象 配点割合の例 

総合的なコスト 発電機の燃料消費率 

性能・強度等 設備設置面積 

機器品質 ５０％ 技術

提案 

環境の維持等 施工中の工事騒音の低減 

工事全般の施工計画 据付調整に関する配慮事項 

現場施工 ５０％ 

 

表９－３ 改善後の「企業の高度な技術力」の設定例 

評価項目 項目の例 評価対象 配点割合の例 

総合的なコスト 発電機の燃料消費率 

性能・強度等 設備設置面積 

技術

提案 

環境の維持等 煤煙の発生量 

機器品質 ８０％ 

工事全般の施工計画 据付調整に関する配慮事項 現場施工 ２０％ 
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②機器品質を適切に評価する手法の導入 

現在の総合評価の多くは、機器品質は定量的な指標で表される項目（性能）のみで

評価される。定量評価は評価者に係わらず同一の結果が保証され、また発注者の恣

意性を排除できるメリットがあるためである。しかし、機器品質を高める項目の全てが定

量評価できるとは限らず、重要でありながら定量化できないために評価されない項目

がある。これは機器品質の確保に対して定量的指標（性能）が至上との正しくない優

先度を示すことにもなり、無用な性能競争を招く恐れがある。 

その改善方法として、機器品質に重要と考えられる項目については、定量化できな

くても定性的に評価する仕組みを導入すること。また、定量的指標には上限値を設け

ることを提案する。これによって、品質に重要な項目を漏れなく評価できることになり、

無用な性能競争を抑止できる。 

 ■現在の設備別定量評価項目の例 

CCTV 設備 情報処理設備 電源設備 情報板設備 

・最低被写体照度 

・ｽﾞｰﾑﾚﾝｽﾞ比 等 

・演算処理性能(MIPS) 

・性能信頼性(MTBF)  等

・発電機燃料消費率 

・変圧器損失電力 等 

・消費電力 

・設備重量 等 

 

これらは定量化が可能で、それぞれ重要な性能であるが、機器の品質を表す指標

として全てでなく、機器のライフサイクル全体の品質を見ると下記の項目もまた重要で

ある。 

 ■評価項目に加える定性評価（キーワード）の例 

定性評価項目例 ・耐久性 ・耐震性 ・安定性 ・修理の迅速性 ・維持管理の容易性 

■定性評価の具体例 

評価項目 提案の想定 評価方法 

・屋外用箱体の耐久性が向上する高機能塗料の塗布 

・屋外用箱体にｽﾃﾝﾚｽ鋼板を使用 

・ｺﾈｸﾀ等の防塵・防湿性が向上するﾓｰﾙﾄﾞ品の使用 
耐久性の向上 

・定量的に証明できる高耐久性部品・部材の使用等 

・重量部品の移動等を防止するｽﾄｯﾊﾟｰの装備 
耐震性の向上 

・定量的に証明できる耐震性能 

・電子機器類の安定性が向上する大風量ﾌｧﾝの使用 

・不必要な機能を削除したＯＳをｻｰﾊﾞ類に使用 安定性の向上 

・定量的に証明できる安定性能 

・メンテナンスフリー・長寿命部品の使用 

・定期交換を要する部品のユニット化 
維持管理の容易

性 
・点検・調整を要さない自動調整機構の装備 

提案内容の 

有用性を 

【優・良・可】で

評価 

このような定性的な評価を確実かつ客観的に実施するには、応札者の提案の評価

や、提案内容の確認手法等が重要であり、客観性を高めるためにマニュアル等により

具定例を示す必要がある。 
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③ 品質向上に寄与しない性能競争の防止 

機器の評価を高めると、落札するために工事品質に寄与しない性能競争を招く恐

れがある。それによりコストパフォーマンスに優れた工事目的物の調達が行えない恐

れがある。 

機器の適切な評価と無用な性能競争防止を図るため、仕様に適切な上限値を設定

し、上限値を上回った提案は全て満点の同一評価とすることを提案する。 

 

■上限値の設定例【情報処理設備（機器の性能・機能〔演算処理性能〕）】 

  

 

 

 

 

 

※演算処理性能(MIPS)が大きいほど高性能 

 

（３） 今後の対応課題 

総合評価方式の課題を解決するためには上記で述べた改善を速やかに実施に移

すことが必要であり、次に示す対応が必要である。 

 

１） 総合評価マニュアルの作成 

総合評価方式に関する改善について、統一した実現を図るため「総合評価

マニュアル」を作成することを提案する。 

■総合評価マニュアルに記載すべき内容 

①総合評価の基本的事項 

③設備毎の定量、定性評価項目例 

⑤評価項目毎の評価方法 

②配点設定の考え方 

④評価するスペックの上限値の考え方 

⑥技術提案の確認方法 

 

２） 改善に対するフォローアップ 

社会情勢等の変化に合わせて総合評価方式についても常に改善していく

ことが必要があるため、次によりフォローアップの実施を提案する。 

■フォローアップ事項の例 

①改善の効果を確認するための入札結果等の情報収集と分析 

②技術動向を踏まえたスペックの上限値等の調整 

③総合評価マニュアルに対する各発注手続き担当部署からの意見収集 

④評価項目、評価手法等に関する関係業界からの意見収集 

⑤上記を踏まえた検討とマニュアルの改訂 

２００００

４００００

３００００

４００００

２００００
１７０００

５５０００

３５０００

標準値

上限値

Ａ　社
Ｂ　社
Ｃ　社
Ｄ　社
Ｅ　社
Ｆ　社

評価の適用

標準値と発注者
の望む仕様（目標
とする値）を設定

評価手法

目標値を超えた
提案の全てに満
点を与え、標準値
と同じ提案を０点
とする。他の提案
は比例案分する。

提案値の例
（MIPS）

30000

50000

10000

60000
Ａ社

Ｂ社
Ｃ社

Ｄ社

Ｅ社
Ｆ社

評価イメージ配点

－

－

７．５
１０．０

０
欠格

１０．０

５．０

上限値

標準値

40000

20000
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改善案１０ 工事成績評定の改善 

 

（１） 現在の工事成績評定とその課題 

 

工事成績評定は、工事毎にその施工状況、工事目的物の品質等を評価し工事成

績を付与するものである。その目的は、発注者が優れた能力や実績を有する企業の

選定に利用すること、受注者が工事成績を通じて施工技術の改善を行い技術力の向

上を図ることである。工事成績評定の評価対象項目及び配点は、建設工事の全工種

を対象としているため、工事の主体となることが多い現場施工に関するものに重点が

置かれている傾向があり、機器製作に関する評価対象項目は少ない。したがって、機

器主体工事において工事費の８割程度の割合を占める機器製作に対し、工事成績評

定の配点割合は３割程度と小さいのが実情である（図 10-1）。 

しかし、機器主体工事における工事目的物の品質は、納入される機器の品質に依

存する割合が大きいため、これらについて工事成績評定による適切な評価を行う必要

があると考えられる。これにより工事品質の向上並びに受注者の技術向上に対するイ

ンセンティブが期待できる。 

 

 
 

図 10-1 工事成績評定の配点割合と価格構成 

 

 

 

（２） 工事成績評定の改善案 

 

工事成績評定は、工事の現場監督総括業務を行う主任技術評価官、工事の監督

総括を行う総括技術評価官及び工事の完成確認検査を行う技術検査官の３者が、考

査項目別運用表と工事成績採点表を用いて実施する。考査項目別運用表には評価

対象項目が記載され、工事成績採点表には配点が記載されており、これらを組み合

わせて成績評定を行う。したがって、工事成績評定の改善には、考査項目別運用表

の評価対象項目内容並びに評価対象項目数、工事成績採点表の考査項目の加算

点並びに評価段階の見直しが必要となる（図10-2）。現在、現行の工事成績評定要領

の改定作業が進められており、平成２１年度の本格運用が予定されていることから、検

討の成果を直ちに反映させるため、機器主体工事の評価方法の検討結果を本改定

版に反映させるべきと考える。 

 

 

■工事成績評定配点割合と機器主体工事の価格構成割合の比較 

 

機器製作（８割） 現場施工（２割） 

機器製作（３割） 現場施工（７割）

価格構成割合 

評価配点割合 
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主任技術評価官

総括技術評価官

技術検査官

工
事
成
績
採
点
表

考査項目別運用表

考査項目別運用表

考査項目別運用表

工
事
成
績
評
定
点

評価者が各考査項目別
運用表の評価対象項目
の確認チェック数で評価
段階が確定

各評価者の評価段階で加算
点が決定し、３者の得点合計
により工事成績評定点が確定

考査項目別運用表の評価
対象項目内容並びに評価
対象項目数の見直し

工事成績採点表の考査項
目加算点並びに評価段階
の見直し

主任技術評価官

総括技術評価官

技術検査官

工
事
成
績
採
点
表

考査項目別運用表

考査項目別運用表

考査項目別運用表

工
事
成
績
評
定
点

評価者が各考査項目別
運用表の評価対象項目
の確認チェック数で評価
段階が確定

評価者が各考査項目別
運用表の評価対象項目
の確認チェック数で評価
段階が確定

各評価者の評価段階で加算
点が決定し、３者の得点合計
により工事成績評定点が確定

各評価者の評価段階で加算
点が決定し、３者の得点合計
により工事成績評定点が確定

考査項目別運用表の評価
対象項目内容並びに評価
対象項目数の見直し

工事成績採点表の考査項
目加算点並びに評価段階
の見直し  

 

図 10-2 工事成績評定の概要と見直しイメージ 

 

① 考査項目別運用表における全工種共通の考査項目へ評価対象項目の追加 

 ・ 全工種共通の考査項目について、特定工種に限定した表現及び内容を可能

な限り改め、より幅広い工種で対象となる評価対象項目とする。これにより、より

幅広い工事特性を対象に評価し易くなり、機器製作と現場施工の双方で評価

が可能となる。 

 

（削除項目例） 
主任技術評価官（１．施工体制 Ⅰ．施工体制一般） 

□ 建設業退職金共済制度の主旨を作業員等に説明するとともに、証紙の購入が適切に行われ、配布が受

け払い簿等により適切に把握されている。 【現場施工】 

□ 工事規模に応じた人員、機械配置の施工となっている。  【現場施工】 

 

（追加項目例） 
主任技術評価官（１．施工体制 Ⅰ．施工体制一般） 

□ 施工計画書を工事着手前に提出している。  【機器製作＆現場施工】 

□ 緊急指示、災害、事故等が発生した場合の対応が速やかである。  【機器製作＆現場施工】 

 

 ・ 考査項目の出来形及び出来ばえ以外で機器製作に関する評価対象項目の設

定が可能な主任技術評価官の考査項目である施工体制に工場製作に関する評

価対象項目を新たに追加する。このように、新たに工場製作に関する評価対象

項目を設定することで、機器主体工事に適用が可能となる。機器製作以外は評

価対象外項目として取り扱う。 
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（追加項目例） 
主任技術評価官（１．施工体制 Ⅰ．施工体制一般） 

□ 工場製作期間における技術者を適切に配置している。 【機器製作】 

□ 機械設備、電気設備等について、製作工場における社内検査体制（規格値の設定や確認方法等）を整

えている。  【機器製作】 

 

 

② 考査項目別運用表における出来形及び出来ばえの適切な評価 

考査項目別運用表の考査項目である「出来形及び出来ばえ」は、「出来形」、

「品質」、「出来ばえ」の３項目に細別化（考査項目細別）されている。この３項目の

考査項目細別は工種毎に分類され評価対象項目が個別に設定できることから製

作主体工事の工事特性を適切に評価へ反映できる。このため、これらの評価対象

項目及び配点を重点的に見直すべきである。  

・ 対象機器の評価対象となる考査項目細別において、工種が設定されているが、

これらは、契約において用いている区分とは異なるものであった。これらの名称を

契約工種に統一する（図 10-3）。このように選択工種の考査項目名称を分かり易

くすることで、専門職種以外の採点者による工種選択誤りが防止できる。機械設

備工事と電気通信設備工事を分離し、工種に適合した評価対象項目の充実を

図ることができる。 

 
【主任技術評価官】 

考査項目細別 現行の工種名区分 改定後の工種名区分 

出来形 ■機械設備工事・電気設備工事 ■機械設備工事 《分離》 
■電気設備工事・通信設備工事・受変

電設備工事 

品 質 ■機械設備工事・電気設備工事 ■機械設備工事 《分離》 
■電気設備工事・通信設備工事・受変

電設備工事 

【技術検査官】 

考査項目細別 現行の工種名区分 改定後の工種名区分 

出来形 ■機械設備工事・電気設備工事 ■機械設備工事 《分離》 
■電気設備工事・通信設備工事・受変

電設備工事 

品 質 ■機械設備工事・電気設備工事 
 
■電気通信工事 

■機械設備工事 《分離》 
■電気設備工事 
■通信設備工事・受変電設備工事 

出来ばえ ■電気設備工事・照明設備工事・その
他類似工事 

■通信設備工事・受変電設備工事・そ
の他類似工事 

■電気設備工事 
 
■通信設備工事 ・受変電設備工事 
 

 

図 10-3 工事成績評定の工種名称区分 
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 ・ 対象機器の出来形及び出来ばえを適切に評価するため、評価対象項目を追

加拡充するとともに技術検査官においては機器主体工事と工事主体工事の考

査項目細別の品質と出来ばえの評価対象項目を明確に区分する。これにより、

評価対象項目数の追加拡充により実状に沿った内容の設定並びにきめ細や

かな評価が可能となる。 

 

・ 対象機器の品質に関する特殊性を適切に評価するため、主任技術評価官と

技術検査官の考査項目細別である品質に任意評価内容が設定可能な評価対

象項目として「その他」項目を追加する（図 10—4）。 

 

以上の結果から、工場製作に適用できる評価対象項目の割合が１０％程度増加

する。 

 

③ 工事成績採点表における出来形、品質の配点の見直し 

 ・ 機器の出来形及び出来ばえの優劣をきめ細かく評価するため、配点ウエイト

の大きい技術検査官の考査項目細別である出来形、品質の評価段階を現行５

段階から７段階に細分化する（図 10—5）。 

 

・ 機器主体工事の工事特性である機器の品質を有効に評価するため、主任技

術評価官の考査項目細別である出来形、品質の評価加算点を増加し、全体の

得点配分において出来形及び出来ばえの考査項目に重点配分する。 

 

工事成績評定合計点において、現行と改正で機器製作が占める評定点の変化を

確認するため、工事成績評定の細別有効配点を機器製作に係る評価対象項目数で

按分した得点の比較を行った。 

その結果、以上の課題への取り組みにより、機器製作に対する評価配点割合が３割

程度から５割程度に向上することが分かった。 
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考査項目別運用表 
           

（技 術 検 査 官） 
考 査 項 目 工 種 ａ ａ’ ｂ ｂ’ ｃ ｄ ｅ 

優れている ｂより優れている やや優れている ｃより優れている 他の評価に該当しない３．出来形及び

出来ばえ 

 

 Ⅱ．品質 

通信設備工事・受

変電設備工事 

 ●評価対象項目 

 設計図書に定められている品質管理を実施していることが確認できる。 

 材料及び構成部品の品質及び形状について、設計図書等と適合が確認できる証明書等を整備していることが確認できる。 

 材料の品質照合の結果が、品質保証書等（現物照合を含む）で確認でき、設計図書の仕様を満足していることが確認できる。 

 設備、機器の品質、機能及び性能が、成績等で確認でき、設計図書の仕様を満足していることが確認できる。 

 ケーブル及び配管の接続などの作業が、施工計画書に記載された手順に沿って行われ、不具合が無いことが確認できる。 

 設備全体としての運転性能が所定の能力を満足していることが確認できる。 

 完成図書において、設備の機能並びに性能及び操作方法が容易に判別できる資料を整備していることが確認できる。 

 完成図書において、単体品の製造年月日及び製造者が判別できる資料を整備していることが確認できる。 

 設備全体及び各機器において、設計図書に規定した品質及び性能を工場試験記録により確認できる。 

 設備全体についての取扱い説明書を工夫していることが確認できる。 

 完成図書で定期的な点検や交換を要する部品及び箇所を明示していることが確認できる。 

 設備の構造において、点検や消耗品の取替え作業が容易にできるよう工夫していることが確認できる。 

 その他 

理由：                                            

 

● 判断基準 

※ 該当項目が 90％以上・・・・・・・・・ａ 

※ 該当項目が 80％以上～90％未満・・・・ａ’ 

※ 該当項目が 70％以上～80％未満・・・・ｂ 

※ 該当項目が 60％以上～70％未満・・・・ｂ’ 

※ 該当項目が 60％未満・・・・・・・・・ｃ 

 品質関係の測定方法

又は測定値が不適切

であったため監督職員

が文書で指示を行い

改善された。 

 品質関係の測定方法

又は測定値が不適切

であったため検査職員

が修補指示を行った。 

 

 

図 10—4 工事成績評定の考査項目別運用表（抜粋例） 

 

① 当該「評価対象項目」のうち、評価対象外の項目は削除する。 

② 削除項目のある場合は削除後の評価項目数を母数として、比率(％)計算の値で評価する。 

③ 評価値（   ％）＝（  ）評価数／（  ）対象評価項目数 

④ なお、削除後の評価対象項目数が２項目以下の場合はｃ評価とする。 

【その他項目の追加】 

対象機器に特性に沿った任意評価内

容が設定可能

【契約工種による区分】 

工事主体＝電気設備工事 

機器主体＝通信設備・受変電設備工事

【評価対象項目の拡充】 

きめ細やかな評価を活用するた

め項目数を拡充 
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別記様式第1 改定工事成績採点表　〔完成、一部完成〕　

平成　　　　年　　　月　　　日　　　　　作　成　
　　　　　　　地方整備局　　　　　　　　　事務所

工  事  名

請負者名 平成　　　　年　　　　月　　　　日　から　平成　　　　年　　　　月　　　　日

考査項目 細　　別 a b c d e a ａ’ b b’ c d e a ａ’ b b’ c d e a ａ’ b b’ c d e a ａ’ b b’ c d e

Ⅰ．施工体制一般 +1.0 ＋0.5 0 -5.0 -10

Ⅱ．配置技術者 ＋3.0 ＋1.5 0 -5.0 -10

Ⅰ施工管理 ＋4.0 ＋2.0 0 -5.0 -10 ＋5.0 ＋2.5 0 -7.5 -15 +5.0 ＋2.5 0 -7.5 -15 ＋5.0 ＋2.5 0 -7.5 -15

Ⅱ．工程管理 ＋4.0 ＋2.0 0 -5.0 -10 ＋2.0 ＋1.0 0 -7.5 -15

Ⅲ．安全対策 ＋5.0 ＋2.5 0 -5.0 -10 ＋3.0 ＋1.5 0 -7.5 -15

Ⅳ．対外関係 ＋2.0 ＋1.0 0 -2.5 -5.0

３．出来形 Ⅰ．出来形 ＋4.0 ＋2.0 0 -2.5 -5.0 ＋10 ＋7.5 ＋5.0 ＋2.5 0 -10 -20 ＋10 ＋7.5 ＋5.0 ＋2.5 0 -10 -20 ＋10 ＋7.5 ＋5.0 ＋2.5 0 -10 -20

　　　及び Ⅱ．品　 質 ＋5.0 ＋2.5 0 -2.5 -5.0 ＋15 ＋12 ＋7.5 ＋4.0 0 -12.5 -25 ＋15 ＋12 ＋7.5 ＋4.0 0 -12.5 -25 ＋15 ＋12 ＋7.5 ＋4.0 0 -12.5 -25

　　出来ばえ Ⅲ．出来ばえ ＋5.0 ＋2.5 0 -5 ＋5.0 ＋2.5 0 -5 ＋5.0 ＋2.5 0 -5

４．工事特性 Ⅰ．施工条件等への対応 ※２

５．創意工夫 Ⅰ．創意工夫　　 　　　　　 ※３

６．社会性等 Ⅰ．地域への貢献等　 ＋10.0 ＋7.5 ＋5.0 ＋2.5 0

※１

※７

※８

８．総合評価
　　技術提案

技術提案履行確認 ※９

※５

７.法令遵守等　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　評定点合計　　　　　　　　　　　　　　　　　

＋7.0　　　　～　　　0

　　評 定 点 計 　　　　　　　　　　　　　点　　　○既済部分（中間）検査があった場合：（①　　　　　　　点×0.4＋②　　　　　　点×0.2＋③　　　　　点×0.2＋④　　　　　　点×0.2）＝　　　　　点

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※但し、③（既済、中間）が２回以上の場合は平均値

④　　　　　　　．　　　　点

         ±　　　　　　．　　　点

　①　　　　　　　．　　　　点

         ±　　　　　　．　　　点

技術検査官（既済・中間）主任技術評価官 総括技術評価官 技術検査官（既済・中間）

　氏名

１．施工体制

　氏名

    評定点（65点±加減点合計）　　　　　　

所　　　見

　　加減点合計（1+2+3+4+5+6）          ±　　　　　　．　　　点          ±　　　　　　．　　　点         ±　　　　　　．　　　点

＋ 20.0　　　　　　～　　　　　　　0

　氏名

（技術検査官）

　　　　　　　　　　　 　　　　　　○既済部分（中間）検査がなかった場合：（①　　　　　　　点×0.4＋②　　　　　　点×0.2＋④　　　　　　点×0.4）＝　　　　　点

履行　　　　　　　　　不履行

③　　　　　　　．　　　　点③　　　　　　　．　　　　点②　　　　　　　．　　　　点

　　　　　　　点

（主任技術評価官） （総括技術評価官）

　　　　　　　　　　　　　　　　点　　○評定点計（　　　　点 ）－法令遵守等（　　　　点）　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　点

２．施工状況

完　成　年　月　日工期

契約金額（最終）

技術検査官（完成）

平成　　　年　　　月　　　日

　氏名

 
 

 

図 10—5 工事成績評定の工事成績採点表 

【加算点の見直し】 

主任技術評価官の出来形（２点→４

点）と品質（２点→５点）を加点 

【評価段階の細分化】 

技術検査官の出来形と品質の考査項

目細別を現行５段階から「a’と b’」を新

設し、７段階に細分化
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（３） 今後の対応 

 

平成２１年度から改定工事成績評定要領の本格運用を行う予定であり、今年度に

土木工事を始めとする全工種（機器主体工事を含む）の試行が実施されている。試行

の結果を踏まえ評価対象項目内容の最終見直しを行うとともに電気通信設備の選択

考査項目（出来形及び出来ばえ）は専門職種以外の採点者でも評価できるよう評価

対象項目の解説版を作成する必要がある。 

 また、工事引き渡し後における機器の品質を担保するため、契約上の瑕疵による工

事成績評定の再評価（減点）を徹底し、工事成績評定点による入札参加資格並びに

総合評価加算点への活用を図ることが望まれる（図 10—6）。 

これにより、高品質の機器を納入した優良企業が次回入札時に相対的に有利とな

るため、工事全体の品質向上が期待できる。 

 

目的物の引き渡し工事の完成

工事成績評定

完了検査
（技術検査）

※引き渡し後に契約
上の瑕疵が認められ
た場合※再評価（減点）

入札参加資格

総合評価加算点
※入札条件に反映

目的物の引き渡し工事の完成

工事成績評定

完了検査
（技術検査）

※引き渡し後に契約
上の瑕疵が認められ
た場合※再評価（減点）

入札参加資格

総合評価加算点
※入札条件に反映

 

 

図 10—6 瑕疵による工事成績評定の再評価フロー 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第三章 

 

電気通信施設の入札契約の改善への 

取り組みと今後の課題
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１ 現在までの取り組みとそのレビュー 

 

電気通信施設ワーキングにおける検討を踏まえ、国土交通省では、実施可能な対

策について、試行または実運用として取り組みを行った。以下に、平成１９年度及び中

間報告を受けた平成２０年度に、本省、地方整備局（８）、北海道開発局（１）（合計９地

方整備局等）の発注において実施した取り組み結果とそのレビューを示す。 

 

 

 

改善案 １ 入札参加要件の改善 

 

（１） 機器主体工事 

 国土交通省の特別注文品ではない市販製品の品質向上、価格を考慮し、これらの

採用が拡大していることを考慮し、次の取り組みを行った。 

 

① 取り組み状況 

平成 20 年度の発注において、入札参加要件を下表に準じて改善した 

（７／９地方整備局等）。 

工事における入札参加要件の改善内容（平均的なもの）は次のとおり。 

 

対象要件 細別 現行 改善 期待される効果

応札業者
設計製作

体制 

設備特性に係わらず

「設計・製作体制を要

求」している 

市販製品につ

いて設計製作

体制を除外する 

代理店等の参入

機会の拡大 

監理（主

任）技術

者 

施工実績 

同種・類似の施工実績

 （施工量＝発注規模

の概ね１／２以上） 

類似範囲の拡

大 

配置できる技術

者の拡大 

市販製品の例      ；ＣＣＴＶカメラ、一般的な非常用発電設備、 

一般的な受変電設備、ネットワーク機器 

市販製品ではない機器の例；多重無線設備、光ファイバ伝送設備、道路情報板、放

流警報設備、雨量／水位観測設備 
 

② 取り組みの評価 

平成 20 年度前半の統計において一部工事で応札者が増加していることを

確認した。 

施工後の品質について評価中である。 

契約金額によってランク分けがされていない工種において、市販製品を使

用した大規模な案件について、工事の円滑な遂行、品質確保に不安があ

るとの意見があった。 
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③ 今後の取り組み 

平成 21 年度は全地方整備局等において改善する見込みである。改造や

少額発注への適用拡大、技術的支援体制（保守部品の供給等）の緩和を

検討する。 
 

 

（２） 点検業務 

 

点検マニュアル等の整備などの品質確保手段が充実してきたことと、応札者数の減

少を考慮して次の取り組みを行った。 

 

① 取り組み状況 

平成 19 年度は、企業に対して、主な設備を示し、同一契約でなくても良い

がそれらの点検業務履行実績を求めていた。 

平成 20 年度は、求める履行実績設備を２種類（同一契約でなくても良い）

に緩和し、平成 21 年度にはさらに１種類に緩和した（本省及び概ね全地方

整備局等）。 

平成 19 年度は、配置予定技術者の実績期間は、「競争参加資格確認及

び技術審査申請書」の受領期限で認定していたが、平成20年度から、これ

を「点検業務の開始日」とすることで、現在履行中の業務についても対象と

することを可能とした（本省及び 8/9 地方整備局等）。 

 

② 取り組みの評価 

応札者数の増加・減少については地方整備局等によりまちまちであった。

点検業務については、上記と平行して履行準備期間の確保、発注区分の

見直しを併せて実施している。したがって、この取り組みだけで応札者数を

評価することはできないが、企業の履行実績については１種類まで緩和し

ており、この要件について、これ以上の緩和は困難である。また、緩和した

ことによる弊害も懸念されている。 

 

③ 今後の取り組み 

この要件とは別の観点から改善案（準備期間の確保、発注区分の見直しな

ど）を検討し、適宜実施している。 
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改善案 ２ 技術者配置の効率化への改善 

 

（１） 点検 

準備期間、発注内容について、きめ細かく対応することで、より多くの技術者に機会

が与えられるよう次の取り組みを行った。 

 

① 取り組み状況 

点検業務では、入札から履行開始までの準備期間を確保できれば、技術

者の手配が可能となり、より多くの者が応札できると考え、平成 21 年度当初

を履行開始とする発注において、１ヶ月程度の準備期間の確保を本省並

びに全地整において実施した（246/３６０件）。 

発注業務内容を精査し、対象設備を限定（電気設備、通信設備など）、業

務を限定（保守、運転監視）することで技術者が確保でき、応札者の増加

が期待できる一部案件について、分離して発注した。 

 

② 取り組みの評価 

改善案１（２）に記したとおり、点検業務については、上記と平行して企業に

求める履行実績の緩和、技術者実績認定期間の改善を併せて実施してい

る。したがって、この取り組みだけで応札者数を評価することはできないが、

応札者数の増加・減少については地方整備局等によりまちまちであった。 

 

③ 今後の取り組み 

点検業務についてより細かな対応を検討する。 

 

（2） ワンデーレスポンス 

工事、業務を効率化することで、技術者の効率的な配置を目指し、受注者からの問

い合わせに直ちに回答するワンデーレスポンスに次のように取り組みを行った。 

① 取り組み状況 

平成２０年度は７地方整備局等で試行した。平成２１年度は８地方整備局

等の見込み。 

② 取り組みの評価 

受注者から良い評価が得られたという意見がある一方で、発注担当課と出

張所の連携が不足していた、受注者からの協議資料が不備であったといっ

た制度運用上の問題についても意見が寄せられた。 

③ 今後の取り組み 

平成２１年度はさらに適用を拡大する予定である。アンケート・ヒアリングに

よって発注者・受注者の意見を聴取し、運用の円滑に向けた取り組みが必

要である。 
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改善案 ３ 発注図書の改善 

 

（１） 発注図書の適正化 

① 取り組み状況 

機種等を限定させないための発注図書作成のため、「詳細設計照査要領

（案）」（平成 20 年 6 月）、「電気通信施設設計業務特記仕様書作成要領

（案）」（平成 20 年 6 月）を策定し、設計業務成果の図面、仕様、表現の適

正化を図った。 

詳細設計段階において求めていた詳細施工図、詳細機器仕様の記載範

囲をそれぞれ「施工一般図」、「機能仕様主体の仕様書」の範囲とし、細部

は施工段階において施工者の固有技術が活かせるように改めた。 

全ての地方整備局等において発注図書の適正化への指導を実施してい

る。 

② 取り組みの評価 

次のような意見が寄せられた。 

・ 発注者の詳細仕様化が必要であった。 

・ 特定な機種を指定するものか、適正なものかの判断が難しい場合があっ

た。 

・ 確実な検査のできないあいまいな表現が存在した。 

・ インタフェース仕様に社外秘があった。 

③ 今後の取り組み 

事務所等の指導を継続する。発注仕様について引き続き改善する。 

 

（２） 発注図書の標準化 

 

① 取り組み状況 

各地整に導入されている機器の標準的な機能を整理し、下記の標準となる

機器仕様書を作成した。 

①ＣＣＴＶカメラ設備 

②道路情報表示装置ＮＨＬ形表示機Ｖ２ 

③非常用発動発電装置 

④簡易型非常用発動発電装置 

⑤ＩＰ伝送装置 

⑥ＩＰ映像装置 

⑦道路トンネル非常用設備 

⑧道路トンネル非常用設備インナーメンテナンス型警報表示板 

⑨トンネル照明用自動調光装置 

⑩トンネル内ラジオ再放送設備 
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平成２０年度において、上記仕様を採用した契約数は下表の通りである。 

種類 仕様書番号 平成２０年度契約数 

CCTV ① ４１ 

情報板 ② １５ 

発電機 ③④ １３ 

IP 機器 ⑤⑥ １２ 

トンネル防災 ⑦⑧⑨⑩ ５ 

 

 

② 取り組みの評価 

年度途中の仕様書の完成であったが、発注図書の適正化のほか、発注資

料作成時間の短縮といった効率化の面でも効果があるとの意見が寄せら

れた。 

一方、仕様の技術面について幾つかの改善意見（地域による外囲環境条

件の違いへの対応など）が寄せられた。 

 

③ 今後の取り組み 

平成21年度には、本省・全地方整備局等において特殊な制約条件が無け

れば原則的に標準仕様を用いることとしており、さらに適用の拡大が見込

める。 

積算の合理化にもつながり、また、価格設定の合理化（機器費データベー

ス）においても標準仕様が必要であることから、対象機器の拡大を検討す

る。 

また、標準仕様の適用状況に応じた見直しを継続的に行う。 
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改善案 ４ 運用中の施設の機能維持（増設・改造・修繕）の円滑化 

 

運用中の施設の機能維持（増設・改造・修繕）の円滑化における①取り組み状況、 

②取り組みの評価、③今後の取り組みは下表の通りである。 

 

その１ 入札契約制度の取り組み 

小分類 ①取り組み状況 ②取り組みの評

価 

③今後の取り組み

修繕における

緊急随意契約 

①障害に対する緊急随

意契約を実施、②唯一

性確認公募後の随意契

約 を 一 部 の 案 件 で 実

施、③随意契約は不可

能とするところがあった。

随意契約の制限

により契約の労力

軽減と時間短縮を

図れないケースが

あった 

修繕の緊急性を鑑

み、時間短縮の手

法について検討を

継続する。随意契

約に対する要望は

強い。 

円滑な修繕の

方法 

緊急随意契約以外の方

式について現状を調査

した。①点検にて実施、

②通年の維持工事、②

少額随意契約（役務、

修繕、工事）を採用して

いた。 

緊急性を考慮して

方式を使い分ける

必要がある、事務

手続き時間をより

短縮したい、変更

量の増大を回避し

たいという意見が

あった。 

対象とする施設の

用途、障害の状況

（ 緊 急 性 、 複 雑

性）、納入者（製造

者、施工者）、保守

の状況、メンテナン

ス 専 門 業 者 の 有

無、契約方式など

によってきめ細かな

整理が必要になる

と考えられる。 

詳細を把握したうえ

で、整備や保守を

含めた改善案の整

理が必要である。 

小 規 模 な 増

設・改造にお

ける入札参加

資格の見直し 

①鉄塔補強等の応札者

が少ない案件で緩和、

②技術者要件を緩和、

③工事契約ではなく役

務契約で実施とした事

例があった 

取り組み実施後に

評価を行う。 

各地方整備局等の

取り組みを整理し、

品質確保と応札者

の増加方策を検討

する。 
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その２ 技術的方策による取り組み 

小分類 ①取り組み状況 ②取り組みの評

価 

③今後の取り組み

新規部分の分

離 

分離可能な設備、子局・

端末設備等の増設につ

い て は 分 離 発 注 を 実

施。（例 発電機と受変

電 装 置 の 分 離 、 情 報

板、CCTV、テレメータ

の子局増設） 

増設の応札者数

が少ない場合が

ある 

品質に問題は認

められない。 

インタフェース、責

任分解点等につい

て、発注図書等で

引き続き明確化す

る。 

標準インタフェ

ース(I/F）の策

定 

システム間の接続、親

局－子局間の I/F につ

いて策定を進めてきた

（例 河川情報、レーダ

雨量等ネットワークシス

テムの伝送仕様、CCTV

等の親局－子局間の制

御 I/F） 

システム間伝送方

式で問題は認め

られない。 

設備の機器間 I/F

については標準

化していないもの

が多い。 

インタフェースの標

準化について継続

的に実施する 

統一ソフトウェ

アの製作と導

入 

規模の大きい全国シス

テム、同一機能のシステ

ム等について実施（例

河川情報システム、映

像共有化システム） 

品質に問題は認

められない（複数

の受注者が異サ

ーバで施工） 

ソフトウェアの統一

化について継続実

施を予定 

疎結合設計 機能ブロック毎に分離

する設計を実施（例 河

川情報システム、ダム制

御システム） 

一部のシステムに

限定されている 

設計の適正化につ

いて継続的に実施

する。 
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改善案 ５ 多様な発注方式の採用 

 

多様な発注方式の①取り組み状況、 ②取り組みの評価、③今後の取り組みは下

表の通りである。 

 

分類 ①取り組み状況 ②取り組みの評価 ③今後の取り組み

詳細設計付

工事 

情報板設置工事の

基礎部分などで試

行した。 

設計を含めた長い工期

設定が必要であった。 

契約変更の範囲に注意

する必要があった。 

平成２１年度以降

に発注するダム管

理制御設備、レー

ダ雨量設備等で事

例を積み重ねるこ

とを予定している。 

メンテナンス

付工事 

平成 19 年度に４件

の工事で試行を行

い、２件で提案を採

用した。詳細は下

表に示す。 

有効な技術提案が少な

かった。 

メンテナンスの随意契約

について説明が必要であ

った。 

単年度予算では各年毎

に随意契約となるため、

国債を設定するべきであ

る。 

設計から維持管理

までの一体発注で

ライフサイクルコスト

の低減が期待でき

る設備を対象に適

用を検討する。 

事例を積み重ね、

今後の実施に活か

す。 

リース契約 平成 20 年度にネッ

トワーク機器、市販

PC、複合機の賃貸

借で実施した。 

単年度予算では毎年随

意契約を行う必要がある

ため、国債を利用した複

数年契約とすべきである

とする意見が多い。 

効果が発揮できる

案件の整理と国債

予算の確保が必要

である。 
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メンテナンス付工事の実施状況は下表のとおりである。 

 

工事概要 施工①、メン

テ期間② 

応募者に求めた提案 ※１ ※２ ※３ ※４ 入札結果の評価 

レ ー ダ 雨

量 計 設 備

更新（1 箇

所） 

（高度技術

提案型） 

①：H19 

②：H20～24 

 

① ５年間の維持管理計画

② ５年間の維持管理費 

③ 維持管理に寄与する

技術提案 

１ 無 167% 無し ・応札が１社に止まった。 

・維持管理に寄与する提案が

得られず、施工のみの契約に

止まった。 

・「高度技術提案なし」により、

標準案での入札となった。 

ダ ム 放 流

制 御 設 備

更新（1 箇

所） 

①：H19,20 

②：H21～25  

① ５年間の維持管理計画

② ５年間の維持管理費 

③ ゲート制御の安全対策

１ 1 65% 有り ・応札が１社のみ。・安全対

策、維持管理コスト低減の提

案が得られた。 

ダ ム 放 流

制 御 設 備

更新（1 箇

所） 

①：H19,20 

②：H21～25 

① ５年間の維持管理計画

② ５年間の維持管理費 

③ ゲート制御の安全対策

７ 2

 

115% 無し ・5 社が予定価格以下（0.75～

0.93）。・総合評価の結果、メ

ンテ実施要件を満たさない社

が落札者となり、施工のみの

契約に止まった。 

VICS エ リ

アステーシ

ョ ン 更 新

（10 箇所） 

①：H19 

②：H20～24 

 

① ５年間の維持管理計画

② ５年間の維持管理費 

２ 1 78% 有り ・維持管理において、主要部

品（HD ディスク）交換周期の

長期化、リモートメンテナンス

の採用による品質向上、コスト

低減の提案が得られた。 

※１ 応札者数 

※２ メンテナンス実施要件を満たした者の数 

※３ 落札者のメンテナンス費の提案の官積算に対する率 

※４ メンテナンスの随契予定 
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２ 平成２１年度以降の取り組み 

電気通信施設ワーキングにおける検討を踏まえ、平成２１年度以降の入札契約等

に取り組みを目指しているものは次のとおりである。 

 

改善案 ２ 技術者配置の効率化への改善 

技術者配置の効率化のための対策に関する①取り組み状況、 ②スケジュール、

③課題は下表の通りである。 

項目 ①取り組み状況 ②スケジュール ③課題 

技術者等の効

率的な配置へ

の支援 

現地据付予定期間、

フレックス工期制度の

入札公告への記載内

容を整理した 

２１年度の 実施

に向けて調整 

適用の容易性を確保す

るため制度運用のマニ

ュアル化 

施工時期の平

準化 

平成２１年度工事の

早期発注を準備中 

報告書に基づき

事務所等を指導

発注案件の事

前公表の徹底 

２１年度に向け準備

中 

２１年度第一四

半期公表で実施

予定 

工期変更の回

避、適正化 

実施方法を検討中 報告書に基づき

事務所等を指導

早期発注によ

る工期の確保 

平成２１年度工事の

早期発注を準備中 

報告書に基づき

事務所等を指導

実施状況とその効果を

把握するため、事前公

表状況、発注時期、設

定工期、工期延期の発

生状況などを数量的に

把握し、入札契約状況

と対比する。また、この

データに基づき、継続

的な実施に向けた事務

所等の指導を実施。 

 

工場製作期間

受注者が選択した工期 （主任（監理）技術者の配置期間）

機器搬入

契約期間

専任

現場工事期間

工事完了工事開始日契約締結

現場代理人

（フレックス工期に基づく着手届）

技術者の兼任、あるいは別途代理人を割り当て

検査完了

工場製作のみが行われている期間は専任を要しないた
め、他の同種工事の工場製作技術者との兼任可能

主任（監理）技術者

当初工期

変更可能

工場製作完了

他工事主任（監理）技術者

（現場代理人）

当該工事主任（監理）技術者

（現場代理人）

工事開始日まで他工事
の技術者専任が可能  

技術者配置の効率化の例 
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改善案 ６ 機器価格設定の適正化 

 

① 取り組みの概要 

機器費データベースを構築し、見積によらずに適切な機器価格設定を可

能とするため、機器費の応札額等の実績値を格納するデータベースを構

築し、データの蓄積を開始した。 

考案したアルゴリズムに従って、標準仕様を制定した機器価格について機

器費を検証した。 

② スケジュール 

データ入力フォーマット、異常値の取り扱い、統計処理について検討を行

いつつ、Ｈ２１年度より標準仕様を策定した機器から順次適用を行う。 

③ 課題 

・機器価格の経年分析 

・対象とする機器の拡充 

・機器費以外のシステムインテグレーション費への利用拡大 

・ユニットプライス積算方式に向けた検討 

 

 

機器費データベースを用いた作業の流れのイメージを下図に示す 

応札価格機器費
ＤＢ

入力価格の
妥当性精査

仕様決定

入
札 施工

機器価格設定 予定価格設定

見積仕様調製

見積の徴収

仕様決定

［標準的な仕様］

［非標準な仕様］

機器価格設定 予定価格設定

（問い合わせ）
（登録）

 

 

機器費データベースを用いた機器価格設定のフロー 

 

 

機器費データベースに格納されたデータの表示例を下図に示す 
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○○○○装置　　　　仕様：○○○○
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[台数]

  

機器費データベースに格納されたデータの表示例 
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改善案 ７ 積算体系の見直し 

 

① 取り組みの概要 

機器製造と現場施工における積算と実態の乖離を解消するため、積算体

系における機器費の取り扱いを抜本的に見直す。適正な施工費の算定に

よる応札者の増加を目標としている。機器費の内訳を検討し機器単体費に

改変するとともに、機器管理費を新設し、積算体系と実勢価格とを整合させ

た。諸経費動向調査を分析し、機器管理費率を策定した。 

② スケジュール 

積算システム、関連するドキュメントの変更をＨ２０年度に完了させ、平成 21

年度から適用する。 

大規模な改定であり、多くの機関に利用されているため、円滑な移行への

周知を行う。 

③ 課題 

・現場管理費率の継続的な調査と修正が必要である。 

・ユニットプライス積算方式に向けた積算体系の検討。 

 

 

 

工場製作期間

機器単体費
（製作工場等の一般管理費を含む工場出荷価格）

現場工事期間

機器管理費
・機器の現場における管理に係る費用
・技術管理に要する費用（現場の試験検査費用）
・保険料（火災保険、損害保険）
・機器の製造・調達調整経費
・教育訓練等に関する費用
・機器製作期間中の現場経費
・その他

【現行基準と基本的に同じ】
・現場工事期間の工事、据付
調整に要する直接、間接の
工事費
・現場工事期間以外の経費、
機器に係わる経費等は含ま
ない

機器管理費：機器等の調達、検収、現場での管理等に要する経費

現場工事費
・直接工事費
・間接工事費

（従前の機器費）
機器単体及び機器
に係わる費用

（新たな現場工事費）
従前の機器費に含ま
れた機器管理費を分
離し、間接工事費へ
移行

 

機器管理費の概念 
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④ 取り組みの具体例 

積算基準（「土木工事工事費積算基準（電気通信編）」に下記の変更を行

った。 

 

 

 

機器管理費に関する記述 

２．機器管理費 

(1)  機器管理費は、工事施工にあたって機器の調達、機器の施工現場での適

切な管理等に要する経費で、次の項目及び内容である。 

1) 機器の施工現場における管理に係る費用 

 機器の施工現場内での保管に必要な安全施設、安全管理及び運搬等

に要する費用 

2) 技術管理に要する費用 

 機器の品質管理のための施工現場における試験・検査及び試運転等に

要する費用 

3) 保険料 

 機器の施工現場内における火災保険、損害保険等の保険料 

4) 機器の調達に要する費用 

 機器の調達、製作の調整等に要する費用 

5) 訓練等に要する費用 

 機器の操作運用に関して発注者等への教育訓練に要する費用 

6) 機器製作期間中の現場経費 

 機器製作期間がある場合に期間中の施工現場の安全管理等に要する

費用 

7) 事務用品費 

8) 通信交通費 

9) 雑費 

 1)から 8)までに属さない諸費用 

 

請負工事費 

（予定価格） 

工事価格 

消費税相当額 
一般管理費等

工事原価

現場管理費 

共通仮設費 
純工事費

間接工事費

直接工事費

機器単体費（工場出荷価格）

機器管理費

技術者間接費機器間接費 

工事費

改定された積算体系 
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改善案 ８ 積算基準の改善 

 

積算基準に関する①取り組み状況、 ②スケジュール、③課題は下表の通りであ

る。 

 

 

 

項目 ①取り組み状況 ②スケジュール ③課題 

撤去作業に係る

積算基準の改善 

撤去作業の実態を鑑

み、歩掛の改定案を

検討した 

移設作業に係る

積算基準の改善 

不調不落の多い移設

工事における応札者

の増加を図るため、

再使用を行う撤去を

含む移設作業におい

て、必要な項目を整

理し、歩掛の改定案

を検討した。 

実施には積算システム

変更作業が多大なもの

となり、H21 年度からの

適用は困難であった。こ

のため、平成 22 年度か

らの適用に向けて準備

を行う。 

改訂作業の

確実な実施

夜間作業に係る

積算基準の改善 

夜間作業における割

増 に つ い て 整 理 し

た。 

平成 21 年度からの実施 実施の徹底

のための周

知を図る 

積算作業の軽減、

ユニットプライスの

採用 

労 力 が 多 い 積 算 項

目、積算額の少ない

積算項目等の抽出、

ユニットプライスに関

する調査の開始 

平成 21 年度から、各地

整等の関係者と共同で

検討を行う。 

基本的な考

え方の整理
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改善案 ９ 総合評価方式の改善 

 

① 取り組みの概要 

機器を適正に評価することにより、工事等の品質を確保すること、技術の向

上を目的として、機器を含む工事の総合評価において、評価方法の改善

を行うものである。機器の定性評価の拡大、機器の価格割合に見合う配点

配分の見直し、性能の上限値の設定という改善案を作成した。 

② スケジュール 

この改善案を全国で確実に実行するためには、その方法を整理したマニュ

アルが必要である。このため、平成２０年度内に定性評価等を盛り込んだ総

合評価マニュアル案を作成した。平成２１年度から、総合評価落札方式に

おいて、このマニュアルを利用しつつ、同時のその方法の改善を図ってい

く。 

③ 課題 

新たな方法による円滑な評価の実施。 

提案評価内容に対する工事実施中の確認の徹底 

提案評価内容に対する工事完了後の妥当性評価 

定性評価項目や性能上限値の適切な設定のためのレビュー 

 

④ 取り組みの具体例 

 

（１） 総合評価マニュアルの構成 

以下のような構成の総合評価マニュアル案を作成した。 

第１章 総 則 

１－１ 本手引きの目的等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

１－２ 総合評価落札方式の基本的事項・・・・・・・・・・・・・・・・・１

１－３ 総合評価タイプの選定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

第２章 工事に適した評価項目・配点の設定 

２－１ 工事に適した評価項目の設定・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

２－１－１ 評価項目設定の考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・３

２－１－２ 評価項目設定時の留意事項・・・・・・・・・・・・・・・３

(1) 標準Ⅰ型の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

1)評価項目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

別紙１－１（総合評価落札方式の評価項目例）・・・・・・・５

別紙１－２（設備毎の評価項目例）・・・・・・・・・・・・６

2)提案を求める項目に対する標準案（標準値）の設定・・・・・・９

3)提案を求める項目に対する上（下）限値の設定・・・・・・・・９

4)技術提案の求め方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
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(2) 標準Ⅱ型の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

1)評価項目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

２－２ 配点の設定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

２－２－１ 配点設定の考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

２－２－２ 配点設定の留意点・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

(1) 標準Ⅰ型の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

(2) 標準Ⅱ型の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

２－３ 評価項目設定例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

２－３－１ 定量評価項目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

２－３－２ 定性評価項目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４６

第３章 評価手法・確認方法等 

３－１ 評価手法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６１

３－１－１ 定量的評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６１

３－１－２ 定性的評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６２

３－２ 技術提案の確認手法等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６３

３－２－１ 技術提案の確認フロー・・・・・・・・・・・・・・・・６３

３－２－２ 総合評価計画書・報告書の記載事項・・・・・・・・・・６５

３－２－３ 技術提案の実施確認表・・・・・・・・・・・・・・・・６７

３－３ 確認方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６９

３－３－１ 定量評価項目の確認方法・・・・・・・・・・・・・・・６９

３－３－２ 定性評価項目の確認方法・・・・・・・・・・・・・ １０３

第４章 留意事項等 

４－１ 評価項目の有用性等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１８

４－２ 技術提案の活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１９

第５章 その他参考事項 

５－１ 発注資料作成上の留意事項・・・・・・・・・・・・・・・・ １２０

５－２ 入札説明書記載例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２０

用語の定義 

用語の定義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２７
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（２） 定性評価の例 

 

機器品質の評価は、提案内容の評価と完成時の確認が客観的に行える定

量的な指標を用いて行われてきたが、機器品質の全てが定量評価できると

は限らない。機器の品質を適切に評価するため、重要な評価項目につい

ては定量化できないものであっても「定性評価項目」として評価対象に加え

ることとし、定性評価項目を整理するとともに、定性評価項目の確認方法等

も整理し、総合評価マニュアルを作成した。 

 

総合評価マニュアル案 定性評価項目部分の抜粋 

２－３－２ 定性評価項目 

社会性や環境を踏まえた取り組み、耐久性や耐震性の向上等の数値化できない項

目であるが機器品質として重要な項目に関する技術提案を引き出すものであり、

評価項目（案）を以下に示す。 

なお、評価手法については、３－１－２に示す。 

（１）各種設備：周囲温度対策の確保（「性能・機能」評価項目） 別紙２－３３

（２）各種設備：設備騒音の抑制（「性能・機能」評価項目） 別紙２－３４ 

（３）各種設備：塩害対策の確保（「性能・機能」評価項目） 別紙２－３５ 

（４）各種設備：雪害対策の確保（「性能・機能」評価項目） 別紙２－３６ 

（５）各種設備：雷害対策の確保（「性能・機能」評価項目） 別紙２－３７ 

（６）各種設備：耐震対策の確保（「性能・機能」評価項目） 別紙２－３８ 

（７）各種設備：防水対策の確保（「性能・機能」評価項目） 別紙２－３９ 

（８）各種設備：防錆対策の確保（「性能・機能」評価項目） 別紙２－４０ 

（９）各種設備：操作性の向上（「性能・機能」評価項目） 別紙２－４１ 

（10）各種設備：緊急停止対策の確保（「性能・機能」評価項目） 別紙２－４２

（11）各種設備：耐久性の向上（「性能・機能」評価項目） 別紙２－４３ 

（12）各種設備：耐震性の向上（「性能・機能」評価項目） 別紙２－４４ 

（13）各種設備：安定性の向上（「性能・機能」評価項目） 別紙２－４５ 

（14）各種設備：維持管理の容易性（「性能・機能」評価項目） 別紙２－４６ 

 

マニュアルに記載した定性評価提案値の確認方法例 

１）耐久性の向上 

 提案内容を踏まえた数値、形状図、証明書又は写真などにより確認する。 

【確認書類等】 

試験報告書、製作仕様書、ミルシート、類似品現物確認等 
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改善案 10 請負工事成績評定要領の改善 

 

① 取り組みの概要 

機器の適正な評価により、工事等の品質を確保すること、技術の向上を目

的として、機器を含む工事に対する工事成績の評定要領の改善を行うもの

である。評価項目、配点の見直し、工種区分の適正化などの改善案を作成

し、それに基づき、平成 20 年度、一部の工事成績評定で試行した。試行の

結果、改善が確認された。 

② スケジュール 

Ｈ21 年度から新たな請負工事成績評定要領にて実運用を行う。 

③ 課題 

新たな要領により、円滑に成績評定を実施すること。 

新たな要領のレビュー。 

 

 

④ 取り組みの具体例 

成績評定配点において、工事成績評定の考査項目細別である「出来

形」、「品質」、「出来ばえ」の比重は高く、機器を適正に評価するうえで重

要な項目である。評定実施の際に、これらの考査項目細別では工種を選

択し、評価を行う。 

今まで、選択する工種の区分は、他の分類方法と異なり分かりにくいもの

であった。このため、考査項目の見直しの際に、考査項目と工種とを整合さ

せるとともに、工種名は一般競争参加資格の契約工種名に統一した。 

これにより、考査項目の有効性を高め、また、成績評定を分かりやすいも

のとできる。 

 

工事成績評定の工種名称区分の適正化例（技術検査官用） 

 

考査項目細別 現行の工種名区分 改定後の工種名区分 

出来形 ■機械設備工事・電気設備工事 ■機械設備工事 《分離》 
■電気設備工事・通信設備工事・受変

電設備工事 

品 質 ■機械設備工事・電気設備工事 
 
■電気通信工事 

■機械設備工事 《分離》 
■電気設備工事 
■通信設備工事・受変電設備工事 

出来ばえ ■電気設備工事・照明設備工事・その
他類似工事 

■通信設備工事・受変電設備工事・そ
の他類似工事 

■電気設備工事 
 
■通信設備工事 ・受変電設備工事 
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３ 今後の課題 

 

国土交通省電気通信施設における近年の不調・不落の増加、応札者数の減少とい

う問題に取り組むため、平成 19 年度に有識者からなる電気通信施設ワーキングが設

置され、平成 20 年度にかけて入札契約制度の検討が実施された。そこで入札契約制

度の広範囲にわたる抜本的な見直しが行われ、入札契約に係る改善案がとりまとめら

れた。検討の中間段階であっても、直ちに実施可能な改善策は、試行あるいは本格

的な運用がなされ、その結果については前章にまとめられた通りである。 

 

今回の改善提案を有効なものとすべく、提案を確実に実行に移すとともに、改善の

方向が価格と品質が総合的に優れた国土交通省の電気通信施設の整備につながる

か、今後もフォローアップを続ける必要がある。さらに、社会情勢や技術の変化に対応

して発注者責任を全うし続けられるよう、改善方法について不断の見直しが必要と考

えている。例えば、現在の積算方式は、必要な資機材を積み上げて予定価格を算出

しているが、発注に係る様々なコスト要素が複雑に関連し、全ての情報を処理すること

が難しくなっている状況を踏まえ、ユニットプライスなどの新たなに取り組みについて今

後一層の検討が必要と考えられる。 

 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気通信施設ワーキング資料集 
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資料－１ 

 

 

国土交通省直轄事業の建設生産システムにおける発注者責任に関する懇談会 

品質確保専門部会 

 

「電気通信施設ＷＧ」の設立趣意書 

 

 

【設置目的】 

 

国土交通省直轄事業の電気通信施設は、河川、道路等の事業の一部として整備

され、構造物の適切な管理に必要な情報の収集、利用者への情報提供等に活用さ

れている。 

国土交通省の電気通信施設は、戦後、防災用非常通信のための多重無線回線の

整備を中心に進展してきたが、近年では、ＣＣＴＶ、ヘリコプター画像伝送システム等

による情報収集、光ファイバー、衛星回線等の利用による情報の伝送、河川・道路情

報表示装置、インターネット・携帯電話等を利用した情報提供、受変電設備、非常用

電源設備、道路・トンネル照明設備等の整備など、対象が極めて広範囲にわたり、そ

れら機器、運用サービス等を提供する業者も多種多様にわたっている。 

従来、国土交通省の電気通信施設の調達に当たっては、土木工事に適用されて

いる入札契約方式を準用することにより実施してきたが、高度な技術を要する設備工

事や、既設設備の維持・改修工事などにおいては、十分な競争性を確保できなかっ

たケースもあったと考えられる。また、昨今、公共事業の入札契約制度について、国

民の厳しい目が向けられ、競争性、透明性、公正性をより高く確保するため、さまざま

な改善が行われている状況を勘案すると、電気通信施設の入札契約制度についても

不断の見直しを行い、個別の施設の特性に合ったものに改善していく必要がある。 

このような背景から、同様の検討を行っている「国土交通省直轄事業の建設生産

システムにおける発注者責任に関する懇談会・品質確保専門部会」に電気通信施設

に関するワーキングを設置し、電気通信施設の入札契約手法の改善に向けた検討を

行うものである。 

 

【主な検討事項】 

河川、道路管理用電気通信施設に関して 

（１）入札契約手続きに関すること 

   （２）入札方式の競争性の確保に関すること 

   （３）多様な発注方式に関すること 
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資料－２－① 

 

 

国土交通省直轄事業の建設生産システムにおける発注者責任に関する懇談会 

品質確保専門部会 電気通信施設ＷＧ 

 

委 員 名 簿（平成 19 年度） 

 

座 長  小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科 教授（懇談会 委員長） 

 

委 員  常田 賢一 大阪大学大学院工学研究科 教授 

 

委 員  仲谷 善雄 立命館大学情報理工学部 教授 

 

委 員  中村 英夫 日本大学理工学部 教授 

 

委 員  森重 卓雄 （社）建設電気技術協会 専務理事 

 

委 員  前川 秀和 国土交通省大臣官房技術調査課長 

 

委 員  赤木 伸弘 国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室長 

 

委 員  溝口 宏樹 国土交通省国土技術政策総合研究所 

建設マネジメント技術研究室長 

 

委 員  末吉 滋  国土交通省関東地方整備局企画部 

            情報通信技術調整官 

 

 

（事務局） 国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室 
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資料－２－② 

 

 

国土交通省直轄事業の建設生産システムにおける発注者責任に関する懇談会 

品質確保専門部会 電気通信施設ＷＧ 

 

委 員 名 簿（平成 20 年度） 

 

座 長  小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科 教授（懇談会 委員長） 

 

委 員  常田 賢一 大阪大学大学院工学研究科 教授 

 

委 員  仲谷 善雄 立命館大学情報理工学部 教授 

 

委 員  中村 英夫 日本大学理工学部 教授 

 

委 員  森重 卓雄 （株）ティー・アンド・ティー 取締役技術本部長 

 

委 員  前川 秀和 国土交通省大臣官房技術調査課長 

 

委 員  二階堂義則 国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室長 

 

委 員  笛田 俊治 国土交通省国土技術政策総合研究所 

建設マネジメント技術研究室長 

 

委 員  平城 正隆 国土交通省関東地方整備局企画部 

情報通信技術調整官 

 

（事務局） 国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室 
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資料－３ 

 

電 気 通 信 施 設 W G の 検 討 経 緯 

 

電気通信施設ＷＧ 品質確保専門部会

・電気通信施設ＷＧ設置承認
・電気通信施設ＷＧ審議事項の報告

（平成１９年９月１１日） （平成１９年１０月１６日）

平成１９年度 第２回 部会

１.河川・道路管理用電気通信施設の概要
２. 入札契約実態の分析
３.入札業務手続きにおける課題と対応（案）

第１回 ＷＧ

（平成２０年３月１４日）

１.入札契約の実態の分析（受注者ﾋｱﾘﾝｸﾞ含む）
製造業者／工事業者／ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ／保守業者

２.入札契約手続きにおける課題と対応（案）

（平成１９年１１月１２日）

（平成２０年２月４日）

第２回 ＷＧ

河川・道路管理用電気通信施設の
入札契約方式のあり方（報告書）

（平成２１年３月）

「河川・道路管理用電気通信施設の
入札契約方式のあり方」（中間報告書まとめ）
① 入札契約方式のあり方

② 入札方式の競争性確保方策
③ 新たな発注方式に関する適用のあり方

・電気通信施設ＷＧ審議事項の報告
・河川・道路管理用電気通信施設の入札契約
方式のあり方（中間報告書）の承認

第３回 ＷＧ 平成１９年度 第４回 部会

河川・道路管理用電気通信施設の
入札契約方式のあり方（中間報告書）

（平成２０年１０月２０日）

１.平成２０年度検討課題の審議
２.平成１９年度検討課題の状況

第４回 ＷＧ

（平成２０年１１月１４日）

・電気通信施設ＷＧ審議事項の報告

平成２０年度 第１回 部会

（平成２１年１月１６日）

１ 平成２０年度検討課題
① 積算体系の改善
② 評価・評定方法の改善

２ これまでの検討課題のとりまとめ
③ 最終報告書骨子案

第５回 ＷＧ

・電気通信施設ＷＧ審議事項の報告
・河川・道路管理用電気通信施設の入札契約
方式のあり方（最終報告書）の承認

平成２０年度 最終 部会

（平成２１年３月１１日）
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資料－４ 

受注者ヒアリング、アンケート結果 

【概 要 版】 

 

 

 

目 次 

 

 

１．アンケート調査の概要 

 

２．アンケート集約結果の概要 

（１） 設計 

（２） 工事全体 

（３） 製造・購入 

（４） 点検 

 

３．ヒアリング調査の概要 

 

４．ヒアリングの結果 

（１） 事前ヒアリングの結果 

（２） ヒアリングの結果 
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１．アンケート調査の概要 

 

（１） アンケート調査の目的 

受注者の課題、問題点、品質向上に向けた提案内容を把握するための基礎資料とする。 

（２） アンケート調査の内容 

 

（３） 調査設計 

 

① 調査対象 国土交通省と過去５年間において３件以上の契約実績のある会社 

② 標本数  ３０２サンプル 

③ 調査方法 電子媒体による調査（自記入式） 

④ 調査期間 平成 19 年 10 月 5 日～10 月 15 日 

 

（４） 回収結果（全体） 

 

① 設計サンプル数  ３０２ 

② 有効回収数  ２７６ 

③ 有効回収率  ９１．４％ 

設計業務
契約関連

工事契約
関連

製造契約
関連

点検・
監視

業務契約
関連（Ａ）

点検・
監視

業務契約
関連（B）

入札参加要件について ○ ○ ○ ○ ○

納入設備に対する支援体制について ○ ○

機器障害復旧 ○ ○

点検、機器障害復旧に係る契約範囲について ○ ○

発注について ○ ○ ○ ○ ○

応募要件について ○ ○ ○ ○ ○

総合評価 ○ ○

入札段階について ○

契約変更について ○

現場管理 ○

情報公開・公表について ○

積算について ○ ○ ○

多様な発注方式 ○ ○ ○ ○ ○

品質確保向上方策 ○ ○ ○ ○ ○

その他 ○ ○ ○ ○ ○

調査内容
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（５） 回収結果（業種区分別） 

 

注１ 標準的な設備の点検、運転監視業務 （点検Ａ） 

注２ 機器製作者の技術的依存度の高い設備（ダムコン等）の点検 (点検Ｂ) 

 

設計
サンプル

数

有効
回収数

有効
回収率

設計業務 35 34 97.1%

電気設備工事（Aランク） 16 16 100.0% 予定価格　2億円以上

電気設備工事（Bランク） 34 32 94.1% 予定価格　5000万円以上2億円未満

電気設備工事（Cランク） 6 5 83.3% 予定価格　5000万円未満

通信設備工事 99 91 91.9%

受変電設備 20 17 85.0%

物品等の製造 10 10 100.0%

物品等の購入 28 26 92.9%

点検、運転監視業務（注１） 48 41 85.4%

点検業務（注２） 6 4 66.7%

備考業種区分



〔設計　1／5〕
アンケート集約結果の概要

１．入札参加要件
①現在の方式

２．発注について
①業務内容の設定

・指名業者の登録要件が明確でない（１）

・特定の地整への参加機会が少ない（１）
・入札参加物件への選択権（公募発注案件の拡大）（１）
・不良業者の排除（１）

・通常型指名入札や標準型プロポが入札の一般競争への移行（１）

②予備設計と詳細設計が混在されている（２）

⑫簡易公募型競争入札方式（１）

⑨会社の指名回数による指名評価ランクの低下（１）
⑧納期が短く、期間確保が困難（２）

⑳指名競争入札は不透明と公平性の欠如が残る（１）
⑲公告からエントリーまでの期間が短い（１）
⑱公募物件及びプロポの同種・類似業務実績が厳しい（１）
⑰公告時に入札参加要件の実績が不明である（１）
⑯業務内容と作業量が不明確（１）
⑮技術士資格の摘要部門の拡大（１）
⑭既存システムの機能追加工事の場合、システム詳細等仕様が不明確（１）
⑬簡易公募型入札や簡易公募型プロポがほとんど無い（１）

①異なる業務が混在して発注されている（１２）

③予定技術者の業務実績が厳しい（３）
②発注時期が下半期に集中し調整が困難（３）
①同種業務・類似業務の縛りが厳しい（５）

⑦新規業者等が入りにくい入札形態である（２）
⑥企業の業務実績が厳しい（２）
⑤管理技術者の資格が限定される（２）
④低入札をしたため指名されない（３）

⑪簡易公募型プロポーザル方式の参加要件が厳しい（１）
⑩会社の手持ち額による指名評価ランクの低下（１）

73.5 26.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

82.4 17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答
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〔設計　2／5〕
アンケート集約結果の概要

②発注規模、発注区分

③発注時期

④年度末に発注が集中

３．設計（発注）図書
①業務目的が明確でない

①毎年のことながら、年度末の発注が集中して出されることが多い（８）
②業務内容・業務量が期間と整合していない（５）

①業務内容と発注時期が整合していない（６）

②打合せ協議により確認するようにしているが、当初見込みと相違する場合がある（４）
①事務所によってまちまちであるが、何をやりたいのか解らない仕様書もある（６）

82.4 17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

44.1 55.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

17.6 55.9 26.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

2.9 55.9 41.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔設計　3／5〕
アンケート集約結果の概要

②発注仕様が曖昧

　　（１１）

４．応募要件
（１）業務実績〔同種・類似）の条件
①現在の方式

②条件が厳しい

（２）管理技術者の条件
①現在の方式

①他地域での実績が、同種・類の経験に認められない（１３）

①「○○設備一式」、「その他必要な事項」等、抽象的な表記のため、業務範囲が不明確
　　な場合や、業務背景が記載されていないため、業務内容を把握しにくい場合がある

11.8 44.1 44.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

47.1 52.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

17.6 44.1 38.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

70.6 29.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答
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〔設計　4／5〕
アンケート集約結果の概要

②条件が厳しい

５．積算
①現在の方式

②条件明示が曖昧

②担当技術者全員に業務実績を課す場合や照査技術者での実績を認めてもらえない
　　場合がある（５）

①資格以外に、同種・類似の経験が求められるのは、要件が厳しすぎる。また、複数の
　　経験を求められる（７）

③条件明示が曖昧なまま運用歩掛で発注されている（７）

①歩掛を公表してもらいたい（５）
②既往検討結果の閲覧ができないため正確な見積ができない（３）

①歩掛りが不明のため内容との乖離があっても改善が難しく、事務所によって価格差異
　　が起きる（５）

14.7 32.4 50.0 2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

52.9 47.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

14.7 64.7 20.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

資料-11



〔設計　5／5〕
アンケート集約結果の概要

６．多様な発注方式
①設計段階、施工段階の分担見直しについて（１）

②詳細設計付き施工、設計・施工体制発注について

７．品質確保向上方策

８．その他

⑥設計内容によって分担の是非を決めるべき（１）

①設計と施工はそれそれの専門業者が実施し、その中で競争が働くようにすべき（１）
②機器改造など製作メーカに依存しなければならないものに限定すべき（１）

②設計段階の考え方等が施工段階にうまく伝えれるようにすべき（１）
③情報機器など進歩が早いものは設計段階と施工段階で仕様、価格が大きく異なる（１）
④特定メーカに依存しなければならないことはしばしばあるのでこのような見直しは有意義(１)
⑤現行のやり方でも問題ないので、例外的な扱いとすべき（１）

③納入後の条件変更による無償手直しの要請（１）
④設計条件、貸与資料の提示が遅い（１）

①技術者不足、高年齢化、技術の継承対策（１）
②発注者関係各課でのコミニュケーション不足（１）

③設計成果が施工段階で不整合になるのを防ぐ意味から施工は詳細設計含めて発注すべき（１）

①適切な工期、金額での発注（１）
②第三者によるチェック機能（１）
③照査体制の充実強化（１）
④打合せは業務内容に応じて必要回数を設定する（１）

資料-12



〔工事全体 1／8〕
アンケート集約結果

１．入札参加要件
現在の方式について

①入札参加の支障となっている事項
① 施工実績の条件が厳しい（８０）
② 技術者確保が厳しい（７８）
③ 技術者への資格・経験の条件が厳しい（５９）
④ 採算性の問題（４３）
⑤ 発注・施工時期の集中（３１）
⑥ 既設設備との関係で入札参加しずらい（２２）
⑦ 地域要件の問題（１２）
⑧ 機器の自社製作に関する事項（１１）
⑨ 予定価格の未公表（９）
⑩ 総合評価方式は開札まで時間がかかる（７）
⑪ 競争参加申請書の提出期限が短い（３）
⑫ 金額に比較して工期が長い（２）

②納入設備に対する技術的支援体制

④一定期間を過ぎると部品等の供給は難（１）

２．発注について
（１）発注規模、発注方式

①既設設備と関連がある工事は参加しづらい

②既設の割合が２０％程度以内だと参加可能（１１）

⑤資料等が整っていれば参加する（３）

①納入業者は問い合わせに対応できるが、技術支援はメーカーの責任（１）
②メーカーに依存する（１）
③メーカーは納入した機器の対応を確実に行っています（１）

①既設の割合が１０％程度以内だと参加可能（１６）

③既設の割合が３０％程度以内だと参加可能（９）
④既設設備との関連があると参加しない（３）

59.3 40.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

26.5 40.7 30.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

資料-13



〔工事全体 2／8〕
アンケート集約結果

（２）発注時期
①年度末に集中

　支障がある

②発注予定情報の乖離

　乖離に支障がある

①技術者の確保が難しい（１３）
②稼働率の平準化（１０）

①技術者の配置計画（４）
②乖離が大きいため、受注計画が立てられない（２１）
③工期の短縮に繋がる懸念（７）

③工期が短い（６）
④降雪時の施工（４）
⑤契約手続きの集中（１）

23.5 46.3 30.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

28.4 35.8 35.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに支障がある 多少支障がある 支障がない 無回答

44.4 48.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

15.4 34.6 47.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに支障がある 多少支障がある 支障がない 無回答
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〔工事全体 3／8〕
アンケート集約結果

（３）設計（発注）図書
①現在の方式

②発注図書の精度が低い

　支障がある

③ハード・ソフトの接続条件の明示が不足

①発注図面が正確でない（２２）
②発注図面に必要事項の記載がない（８）

⑤変更契約が生じ、当初契約時の落札率が変更金額に影響する（１）

①設計図書と現場の相違により、設計図書どおりに施工できない（９５）
②現地調査が必要で、工期を圧迫する（２）
③照査・設計にコストがかかる（２０）
④対外調整が未完のまま発注され、再設計が必要な場合がある（６）

67.9 8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

45.7 32.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

23.5 32.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに支障がある 多少支障がある 支障がない 無回答

57.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔工事全体 4／8〕
アンケート集約結果

　支障がある

３．応募要件
（１）参加資格

①現在の方式

②設計・製作体制の証明が難しい

①調査に時間がかかる（３３）
②調査にコストがかかる（１）

②実績を重視しすぎる（３）

③①により工場製作工程を圧迫する（１）
④責任範囲が不明確になる（１）

①設計製作体制を求められると参加できない（２）

③メーカしか参加できない条件がある（５）

①製作会社でないので参加不可（１６）
②製作会社との参加前調整に時間がかかる（１）
③製作と工事は分離すべき（１）

56.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに支障がある 多少支障がある 支障がない 無回答

67.9 19.8 12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

21.0 63.0 11.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔工事全体 5／8〕
アンケート集約結果

（２）施工実績
①現在の方式

② 条件が厳しい

（３）監理技術者の要件
①現在の方式

②条件が厳しい

①資格は満たすが、実績が厳しい（４１）
②会社の実績と技術者の実績の両方を求められる（技術者要件の緩和を希望）（２６）
③技術者が不足している（５）

③会社の実績と技術者の実績の両方を求められる（技術者要件の緩和を希望）（１）
④複数の工事実績を求められている（１）

①施工実績として、本工事と同じ施工規模を求められる（１１）
②施工能力はあると自負しているが、実績がないので参加資格が認められない（７）

68.5 28.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

31.5 57.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

61.1 38.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

35.8 42.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔工事全体 6／8〕
アンケート集約結果

（４）現場代理人
①現在の方式

４．総合評価
①現在の方式

②機器主体工事では機器性能を重視すべき

①評価の基準がない（１４）

①常駐期間を、実質工事期間のみとしてほしい（３）
②官の建設業法の認識が薄い（１）

④現場管理、工程管理、安全管理も重要（１）

①施工面を評価してほしい（１）
②製作会社限定となる可能性がある（１）

②評価項目が適切でない（７）
③手続きに時間がかかり、工期を圧迫しているのではないか（２）
④書類作成が煩雑（３）

③現場の状況に即した施工計画の評価が必要（１）

77.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

66.0 31.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

38.3 46.3 6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔工事全体 7／8〕
アンケート集約結果

③施工計画に重点を置くべき

５．多様な発注方式
①設計段階、施工段階の分担見直し

②詳細設計付き施工、設計・施工体制発注（ＤＢ方式）

③施工・維持管理一体発注方式

６．品質確保向上方策

７．その他

①定性評価で不透明（１）
②機器性能で評価できる項目は重視してほしい（１）

①工事の設計部分に技術者要件を求められると対応難（１）
②中小企業は詳細設計が対応できず参加できない（１）
③入札時の積算が難しい（１）
④詳細設計の範囲の明確化（１）

④社内自主検査の実施（１）

⑤大手メーカーが有利（１）

②施工者は設備を一番熟知しているので、施工・維持管理一体発注に賛成（１）

⑤機器の性能を最大限に発揮するための良い制度（１）

①工事業者は対応不可（１）
②発注時に設計の技術者要件を求められると厳しい（１）

①機器メーカーが有利（１）

③技術力を発揮する良い機会（１）
④工事業者はコンサルへ外注することになり、責任の所在が不明確になる(分離発注希望)(１)

③下請としての施工への参加は、会社・技術者、ともに実績にならないので改善を希望(１)
④発注方式が多様すぎて混乱する（１）

③点検技術者がいない業者は参加できない（１）
④大手の業者に維持管理を発注すると労務単価が合わない可能性がある（１）

①新規参入を認める入札方式（１）
②製作と施工の分離発注（１）

①ＩＳＯによる品質管理（１）
②早期発注等による適正工期の確保（１）
③ヒヤリハット・顧客指摘事項の水平展開や社内技術研修による技術者のレベルアップ(１)

3.7 40.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔工事全体 8／8〕
アンケート集約結果

８．工事業者における製造メーカと施工業者との意見の相違

機器主体工事 工事主体工事

〔入札参加要件〕
・現行の入札参加要件　：　適切である 39% 54%
・応募要件（参加要件）　：　現在の方法が適切である 89% 56%
・既設設備と関連がある工事は参加しづらい 89% 55%
・設計・製作体制の証明が難しい 6% 28%

〔技術者要件〕
・管理技術者の要件　：　要件が厳しい 67% 47%
・現場代理人の要件　：　適切である 56% 71%

〔入札(総合評価）〕
・現在の方式が適切である 56% 59%
・機器性能を重視すべき 83% 31%
・施工計画に重点を置くべき 28% 55%

〔発注時期〕
・年度末に集中 89% 58%
・発注予定情報との乖離　：　支障がある 83% 40%

〔発注（契約）図書〕
・精度が低い 83% 53%
・ハード・ソフトの接続条件明示が不足 72% 24%

※機器主体工事は、受変電設備工事および通信設備工事(主に製造メーカ）が該当する。
※工事主体工事は、電気設備工事および通信設備工事(主に工事専門業者）が該当する。
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〔製造・購入　1／6〕
アンケート集約結果の概要

１．入札参加要件
①現在の方式

　
　
　
　
　
　
　

②納入設備に対する技術的支援体制

２．発注について
（１）発注規模、発注方式

①既設設備と関連がある工事は参加しづらい

⑥受注後詳細設計が必要（設計費を見てもらえない）（４）
⑤採算性の問題（官積算と企業コストの金額の乖離が問題）（４）

⑩施工実績年数の延長を希望（１）

①既設設備メーカの意向に依存するため（１３）
②品質保証、障害対応が困難になるため（１７）
③既設設備メーカの対応によっては不利益を被ることがあるため（３）
④採算性が低いため（１）

①リモートメンテナンスを可能として欲しい（１）
②官側で重要部品を予備品として保管して欲しい（１）
③保守部品を１０年間に渡り確保しておくことは無理（１）

⑤技術者の配置が困難となるため（１）

①配置予定技術者の用件が厳しい（１３）

③技術者専任を要求されるケースがある（４）
④工事費用の問題（通信工事と土木工事は別発注）（４）

⑫設計図書の内容が不明確（１）

②発注時期（納期）が年度末に集中（５）

⑪ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄ制作時の要求仕様に関する各競争参加者の理解度の違いを明確化(1)

⑨同種工事の実績が厳しい（３）
⑧納入後の連絡体制を義務付ける契約がある（４）
⑦納期の問題（早期発注）（４）

80.6 19.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

13.9 44.4 41.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔製造・購入　2／6〕
アンケート集約結果の概要

（２）発注時期
①年度末に集中

　支障がある

②発注予定情報の乖離

　乖離に支障がある

①金額の乖離が大きいことがある（８）
②時期の乖離が大きいことがある（７）
③情報の変更を公開して欲しい（６）

③配置技術者の稼働率の下期偏重（１８）

①経営効率の悪化（２３）
②事業所等の稼働率の下期偏重（１７）

33.3 38.9 25.0 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

33.3 38.9 22.2 5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに支障がある 多少支障がある 支障がない 無回答

5.6 22.2 69.4 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

16.7 11.1 66.7 5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに支障がある 多少支障がある 支障がない 無回答

資料-22



〔製造・購入　3／6〕
アンケート集約結果の概要

（３）設計（発注）図書
①現在の方式

②発注図書の精度が低い

　支障がある

⑤担当技術者への負担が増大する（４）

①設計図書と現場の相違により、設計図書どおりに施工できない（３）
②設計が一部未了で発注されるため、設計を行う必要が生ずる（８）
③抽象的な表現があり、施工範囲が不明確（５）
④発注図書の不備による受注後の追加作業に要する費用が認められない（１６）

80.6 19.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

8.3 33.3 55.6 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

25.0 22.2 50.0 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに支障がある 多少支障がある 支障がない 無回答
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〔製造・購入　4／6〕
アンケート集約結果の概要

③ハード・ソフトの接続条件の明示が不足

　支障がある

３．応募要件
（１）参加資格

①現在の方式

②設計・製作体制の証明が難しい

③要件が厳しい（１）

③追加作業に要する費用が認められない（９）

①１００％子会社やグループ会社への製造委託が進んでいるため（２）
②分業化が進んでいるため（２）

①表現が精神的なものとなっている（４）
②接続先との調整や複数の業者間の調整は発注者が行って欲しい（１）

36.1 61.1 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

16.7 19.4 58.3 5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに支障がある 多少支障がある 支障がない 無回答

83.3 13.9 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

11.1 86.1 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔製造・購入　5／6〕
アンケート集約結果の概要

（２）施工実績
①現在の方式

② 条件が厳しい

（３）主任技術者の要件
①現在の方式

②条件が厳しい

②経験実績となる同種・類似の要件を拡大して欲しい（５）
③落札後に主任技術者の変更を認めて欲しい（１）

③製造実績として認められる年数を長くして欲しい（１）

①参入できる入札が限定される（１）
②同種の実績が条件の場合、新規参入が困難（３）

①参入できる入札が限定される（３）

88.9 11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

2.8 16.7 80.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

77.8 19.4 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

11.1 16.7 69.4 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔製造・購入　6／6〕
アンケート集約結果の概要

４．総合評価
①現在の方式

②工事契約との評価方法の違いについて

③品質確保向上対策

④その他

③コンサル段階で仕様を明確化することが必要（１）

③提出書類が多く煩雑（１）

①採算性が低い（１２）
②技術者不足（６）

①製造契約の評価方法がわからない（１）
②機器の性能を評価の対象としているため適切である（１）

①完成間際での変更指示は品質を低下させる（１）
②十分な納期を確保して欲しい（１）

69.4 13.9 16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答
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〔点検（Ａ)　1／4〕
アンケート集約結果の概要

１．入札参加要件
①現在の方式

２．機器障害復旧

⑧一般競争入札だが、電子入札方式になっていない（１）
⑦各社の主事業が、点検管理業務でない（１）

⑫事前資料提出（１）
⑪現状の積算基準では採算化できない（１）

②専任技術者不足（５）

⑥自社製品以外の保守点検は出来ない（１）
⑤工種分類の細分化による確実性の向上（２）
④ランク付けの事務所間の統一（２）
③自社の都合であるが、元請けできる十分な体制がない（３）

⑩競争参加資格の等級の適正な運用を（１）
⑨「役務の提供等」の等級が厳しい（１）

⑯設備の性質上審査をある程度厳しくしている（１）
⑮積算に時間がかかるため項目数を集約してほしい（１）
⑭実績の書類が多い（１）
⑬申請書の提出期間（１）

③社員を機器製作メーカ主催の研修に参加させスキルアップを図っている（５）　
④機器本体の修理は当該機器製作者が実施するが、取り付け、相互の調整・確認・報告

⑱点検ミスによる危機障害の瑕疵問題（１）
⑰通信・情報機器合わせた発注は負担が大きい（１）

⑳入札情報案内（１）
⑲点検業務実績期間の条件が設けられていない（１）

①機器故障復旧は機器製作者でなければ困難（18）　
②状況を確認し、メーカーと連絡を取りながら対応（８）　

　書等は点検業者で対応可能である（３）　　

①会社の実績及び管理技術者の資格が厳しい（１１）

・実績対象設備が事務所による異なっている（１）
・実務経験年数が厳しい（１）

・事務所への到着可能時間の短縮が必要（１）
・複数の案件の発注時期が重複している（１）
・発注時期を４月１日からにしてほしい（１）
・納入システム以外の一括点検業務は比率が問題（１）

73.17073171 21.951219514.87804878

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答
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〔点検（Ａ)　2／4〕
アンケート集約結果の概要

３．点検機器障害復旧に係る契約範囲
①点検、損傷箇所の特定、故障復旧を含めることが適当

４．発注について
①業務ごとに適切である。

②点検内容が明確でない

①各メーカーが入り組んでおり、すべての復旧迄は点検業者一社では無理（３）
②簡易な修理は点検業務で行い、重故障等はメーカーに依頼してください（４）
③故障復旧は、機器製造メーカの実施がベターと考える（４）
④緊急性がない障害は、点検後に別途発注が理想（２）
⑤点検と障害復旧を合わせたメーカ推奨維持保守契約を締結すること（１）

⑥多種多様な設備を１件にまとめて発注している。不得意な分野が発生する（１）

⑤特記仕様の内容、点検設備等の名称統一を希望（１）

⑦無線・有線設備を合わせて発注する場合、無線設備のみの業務実績を問うことは不合理（１）

①業務毎に仕様書の記載レベルが異なり、点検対象／項目等で曖昧（６）　
②点検基準が定められていない機器がある（１）
③点検業務基準あるが、納入製品の作りによっては該当しないものがあり現場解釈が必要（１）
④設備機器の進歩に追いつかず、内容が古い又は理解できない（１）

①1件の点検設備が多すぎる（２）
②修理対応がどこまで入っているのか不明確（２）
③点検業務基準の適用の範囲を明記必要（１）
④事務所によって点検周期が異なっているので可能な限り統一願いたい（１）
⑤電気と通信は基本的には業種が違うため分けたほうがよい（１）

19.51219512 31.70731707 48.7804878

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

73.17073171 24.39024392.43902439

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

21.95121951 73.17073171 4.87804878

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔点検（Ａ)　3／4〕
アンケート集約結果の概要

５．応募要件
①現在の方式

①条件が厳しい

７．積算
①業務内容に適切

　

②労務単価が合わない

①経験年数が厳しく管理技術者の後継が困難（６）　

①労務単価が合わない、特にメーカー等への外注時の単価に開差がある（１１）

③設備のシステムを把握する能力を要するので、実務経験、資格は当然必要（３）
②資格要件の緩和を要望（３）　

82.92682927 12.195121954.87804878

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

2.4390243919.51219512 70.73170732 7.317073171

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

58.53658537 36.58536585 4.87804878

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

17.07317073 48.7804878 34.14634146

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔点検（Ａ)　4／4〕
アンケート集約結果の概要

③点検内容と歩掛が乖離している

 

８．多様な発注方式
①維持管理複数年契約方式について

９．品質確保向上方策

10．その他

⑤業務の内容に応じた分割発注を要望（１）

③５年以内であれば問題ない（１）

①歩掛が１００単位となっており、現状と離れている（２）　
②山間、積寒は補正が必要（３）　

④臨時点検業務が多く歩掛が乖離する（１）

①点検者のスキルアップ（15）　
②点検データのデータベース化(5)　
③点検強化、回数の増加(4)　
④施設の設置年を考慮した点検周期の設定(3)　

①点検・保守・運用について、それぞれの定義が曖昧（１）
②管理技術者の専任を求められる場合がある（１）
③管理技術者を点検技術者として認めて頂きたい（１）

⑥資格を保有した技術者の配置とそれに見合う適正な価格の積算(3)

⑧資格を保有した技術者の配置とそれに見合う適正な価格の積算(3)
⑦ISO9001の認証取得を参加要件とする(3)

⑤自己診断、リモートメンテナンス機能の具備（３）

④安定経営を考慮すると複数年契約は２年程度が限度（１）
⑤適切でない（１）

①品質の安定向上、契約事務処理の効率化、要員育成・確保の面から賛成(20)　
②設備の新設、増強、更新等の変更を踏まえ、単年度契約を希望(3)　

9.756097561 39.02439024 48.7804878 2.43902439

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

7.317073171 36.58536585 48.7804878 7.317073171

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

資料-30



〔点検（B)　1／4〕
アンケート集約結果の概要

１．入札参加要件
①現在の方式が適切である。

２．機器障害復旧

３．点検、機器障害復旧に係る契約範囲
①点検、故障復旧を含めることが適当

①自社の都合であるが、元請けできる十分な体制がない（１）

③現状の積算基準では採算化できない（１）

②装置、システムによっては、初期対応は保守点検で実施頂きたいと考えます（１）
③製作メーカでなければ復旧対応不可と考えます（受注製作品を主として）（１）
④機器故障については製造業者以外は難しい（１）

④当社は自社製品以外の保守点検は出来ない（１）
⑤専任技術者不足（１）

②納入したシステム以外の一括点検業務は比率が問題（１）

①機器製作者でないと不可（１）

①ただし、契約は納入業者と随意契約すべき（１）
②点検者が、報告・協議し、設計変更で作業したほうがｽﾑｰｽﾞに早期復旧につながる（１）
③点検と傷害復旧を合わせた機器・ソフトウエアにおいて維持保守契約を締結する（１）

100

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

25 50 25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔点検（B)　2／4〕
アンケート集約結果の概要

４．発注について
①業務ごとに適切である

②点検内容が明確でない

５．応募要件
①現在の方法が適切である

②条件が厳しい

①修理対応がどこまで入っているのか不明確（１）
②点検業務基準の適用の範囲の明記が必要（１）

①点検基準に該当しないものもあり現場解釈が必要（１）

50 50

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

25 75

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

50 25 25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

75 25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔点検（B)　3／4〕
アンケート集約結果の概要

６．管理技術者の条件
①業務内容に応じて適切である

②条件が厳しい

７．積算について
①業務内容に応じて適切である

②労務単価が合わない

①当社社員の単価では、乖離がある（１）
②ダムコンなどの絶対数の少ない製品の点検能力保有者は単価を上げてほしい（１）

75 25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

75 25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

100

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切である 適切ではない 無回答

75 25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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〔点検（B)　4／4〕
アンケート集約結果の概要

③点検内容と歩掛が乖離している

①

②

８．多様な発注方式
①施工維持管理一体発注方式について

⑤

②業務内容毎に多様な発注方式を採用すべきである。

①

②

９．品質確保向上方策

⑤製品ライフサイクルを考慮した計画的な更新（１）

１０．その他

④日常点検・定期点検の確実な履行（１）

①点検・保守・運用について、それぞれの定義があいまいになっている（１）

入札参加への事務経費、業務経費が増大しており、更に参加案件を絞り込まざる得な
い（１）
重要さは理解しますが、事業としての不採算要素が高まるため、入札制度の簡素化を
希望（１）

④施工・維持管理で技術者専任があると、これも対応件数が限られる（長期拘束）（１）

②定期交換部品の確実な交換（１）
③点検技術者の技術レベル維持および向上（１）

サービス事業は関連会社・協力会社化を進めており、点検業務を元請する十分な体制
がない（１）

歩掛が１名でも、山間部等の設置場所の場合安全を考慮し、現場に２名派遣しなけれ
ばならない（１）
ダムコンなどの場合、全ての場合ではないが、ゲートメーカの点検作業と同期を要求さ
れ、作業分割が発生　、　稼働時間と必要日数に乖離発生する（１）

①維持管理費用が合わないと工事契約も落札できなくなるように見えます（１）
②維持管理段階のＧｒ会社等への業務移管を認めてほしい（１）
③入札参加が制限される可能性が大きい（１）

①納入業者との運用管理契約（１）

50 50

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答

50 25 25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強くそう思う そう思う そう思わない 無回答
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３．ヒアリング調査の概要 

 

（１） ヒアリングの目的 

   受注者アンケートを補足することを目的に、ヒアリングを実施した。 

 

（２） ヒアリング先の選定 

ヒアリング希望者全員に事前ヒアリングを実施した。なお、ヒアリング希望者が少

なかった業種については、当方からヒアリングを要請した。 

① コンサルタント  ４社 

② 工事業者   ９社 

③ 機器製造業者 １２社 

④ 点検業者  ３社 

 

 

４．ヒアリングの結果 

 

（１）事前ヒアリングの結果 

 

【コンサルタント】 

 

Ⅰ．コンサルタントの入札参加要件について 

・ 技術士とＲＣＣＭの評価の差は大きい、業務内容によって評価すべき 

・ 技術者要件が厳しく若手が育たない 

・ 工種が多岐に渡り技術者が対応出来なくなり応札できないことがある 

・ 公募型競争入札の場合低価格入札が多く参入出来ない 

・ 品質確保をすることが重要 

・ 照査基準の全国展開は歓迎 

・ 履行計画書の提出について地整間で差がある 

・ 良い意味でのコンサルタント同士の情報交換の場がない 

・ 指名競争入札、標準型プロポーザル方式の場合新規事業者の参加阻害とな

っているため公募型への移行を希望したい 

・ 低入札を行ったのは会社を維持するためにやむを得ず行ったが、その後応札

機会が無い 

・ 新規参入者にとっては実績を求められるのは厳しい 

・ 建業法でいう建設工事の種類が複数でなければ参加しやすい 

・ 複数の設計項目が混在する場合技術者の要件を緩和して欲しい 

・ 類似実績しかない場合加算点が低くなるため応募しない 

・ 照査技術者の実務経験を延長してほしい 
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Ⅱ．発注時期について 

・ 発注時期が下半期に集中し年間を通してのバランスが悪く、技術者のコストが

大きいため、早期発注を希望する 

・ 冬期間の降雪等を考慮した工期となっていない 

 

Ⅲ．設計図書について 

・ 詳細設計で基本設計を見直すような内容がある 

・ 行間を読まなくてはならない仕様書がある 

・ 打ち合わせが曖昧、明確な回答が貰えずまた内部打ち合わせをさせられるこ

とがあり、打ち合わせが膨大になる 

・ プロポーザル方式の場合、設計と検討の割合がわからない 

・ 設計施工区分の再編によって業務のボリュームが減るのは困る、電気系コン

サルタントは単発で仕事が完了するため、施工管理的な所で助言をすること

で良いものができるし技術者が現場を知ることが出来る 

・ 予定価格の事前公表をお願いしたい 

・ 別事務所で同内容の業務を受注したが、片方の仕様書に曖昧な点が多く、そ

の詳細について確認を怠ったため成果物の不備を指摘され評点を下げられ

た 

・ 発注者によって意図が変わらぬよう設計条件を統一する様にしてほしい 

 

Ⅳ．積算について 

・ 歩掛を公表して欲しい→（既に公表済み） 

・ 照査技術者は確保出来ている 

 

Ⅴ．施工の範囲について 

・ 詳細部分はコンサルタントではないと考えている 

 

Ⅵ．ＤＢ方式（設計・施工一括発注方式）及び詳細設計付き工事について 

・ 技術進捗が早い分野についてはやむなし、それ以外は分離発注を望む 

・ 実績確保・コンプライアンス・下請け負債のリスク回避のため社の方針は元請

けが基本と考える 
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【工事編（工事業者）】 
 

Ⅰ．入札参加要件について 

・ 業界全体で人材が不足している 

・ 通信設備工事の管理技術者は不足している 

・ 技術者不足は無い 

・ 書類作成の流れが判ってきたので、工種の異なる工事にも参加したい 

・ 複数の施工実績を同時に求められると技術者配置が厳しい 

・ 通信設備工事の発注ロットが小さい 

・ 技術者の資格要件を緩和（○○資格１級→１，２級）すると対象技術者数が

増える 

・ リスク分担が明示されれば応募を検討するかもしれない 

・ 国交省は監督が厳しすぎる 

・ 複数の出張所に係わる工事は技術者が出張所対応に多くの時間を割かれ

るので応募しにくい 

 

Ⅱ．発注について 

・ 受変電設備工事などで製作メーカの要件を外してほしい 

・ 設備一体発注が出来ないか 

・ 数量が一式計上されているところがあり不明確要素となっている事があるた

め契約変更時に不整合が生じる 

・ コンサルタント成果を用いた発注で図面と現場が大きく異なった経験がある 

・ 総合評価落札方式の場合、評価が事務所毎に異なっているまた、評価結

果の公表を求める 

・ 新たな入札方式が出てくると新制度の勉強に労力が必要であるので、現行

方式のままを希望する 

・ 発注予定の公表と現実がずれている場合がある 

・ 詳細設計付き工事をやっていきたい 

・ ＮＴＴは設計付き施工の発注方式である 

・ 申請諸手続がされず発注されたので、工事において申請手続きの手伝い

をしている 

・ 小規模施工の場合官積算との金額に乖離がある 

・ 単価合意方式を採用してはどうか 

・ 機器にも管理費をかけてほしい（一般管理費はかかっている） 

・ 代理店契約先が扱っている製品であれば応募するが、扱っていない場合は

応募しない 

・ 下請けに製造業者を使用しなければならない場合、官積算と製造業者積算

と乖離が大きい 
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・ 代表出張所を仕様書に記載してほしい 

・ 変更契約で大幅に増減される事があるので考えて頂きたい 

・ 打ち切り竣工時に金額をあわせるために機器を追加されるのは困る 

・ 機器製作の規格（ＪＩＳ、ＪＥＭ、ＪＥＣ）により大幅に価格が異なるため具体的

な指針が必要 

・ 特に小規模工事の場合間接比率を見直してほしい 

・ 積算に半日以上の時間を要する 

・ 入札諸手続のうち参加資格通知から入札書締切までを３日程度延長してほ

しい 

・ 実績作りのため２５，０００千円以上の工事に優先的に応募している 

・ 過去に８，０００千円で工期が４ヶ月間の工事を１３ヶ月間に工期延長され採

算が取れず困った 

・ 逆に４～５，０００千円程度でも工期が適正であれば参加を検討する 

・ 機器を製作するメーカによって製作費に大きな開きが出る事がある 

・ 低入札の意志がないにも係わらず低入札になってしまう 

 

Ⅲ．積算について 

・ 鋼構造製作物（カメラポール）に大きな開きがあった 

・ 低価格入札でとられるのは辛いところ 

・ 安全費に多額の費用を要するため率の改訂を望む 

・ 支給品にも率計上を望む 

・ 照明維持工事では「ランプ交換５分、規制開始から終了まで３０分」という状

況であり、直工以外の労務費について大きく補正を希望する 

 

Ⅳ．機器修繕について 

・ メンテナンス体制はメーカの支援を受けて確立しており、障害時の対応も迅

速に対応出来ている 
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【工事編（製造業者）】 

Ⅰ．入札参加要件について 

・ 技術者の確保に苦慮、施工経験、協力会社技術者の対応、専任期間の緩

和をお願いしたい 

・ 配置技術者の実務経験の証明が出来ない 

・ 発注内容によっては採算に合致しない 

・ 監理技術者の条件が厳しく、実績を積むのに時間を要す 

・ 主任技術者の要件が厳しい 

・ 電気通信設備工事と思われるものが維持工事、土木工事として発注されて

いる。 

・ 土木工事はコスト面から折り合いがつかない 

・ 分社化をすすめており工事部門の者が少なくなっている 

・ 工事部門の者を増やしたいが簡単に出来ない 

・ 最近は民需が好調で、官需は少ない 

・ 技術者不足のため参加しにくい場合がある、不足の理由は人数不足及び

経験不足である 

・ 技術者に経験を求めているため若い技術者は経験がつきにくい 

・ アフターサービスを２４時間体制とするのは厳しい 

・ 部品供給可能期間を１０年としている場合があるが、サーバ等の場合、６年

しか保証出来ない 

・ 建業法の運用が厳格化されている傾向がある 

・ 技術者の施工実績ではなく会社としての施工実績としてほしい 

・ 技術者要件を緩和してほしい（車線規制経験等） 

・ 発注予定の公表と現実がずれている場合がある 

・ 総合評価方式において地域的特性はなじまないのでは 

・ 総合評価方式において技術評価点をもっと高めてほしい 

・ 各社の提案内容を公表出来ないか 

・ 管理技術者は４０～５０名程度在籍（２社）、２００名程度在籍（１社） 

・ 毎回審査資料の作成に時間を要してしまう 

 

Ⅱ．発注について 

・ 発注規模をある程度まとめて頂きたい 

・ 既設機器でも、標準仕様書が存在している機器の場合は参加しやすく、標

準仕様書がない場合参加しにくい 

・ 仕様書が細かく決まっているものは参加出来るが、大まかな仕様書や曖昧

な仕様書の場合は参加出来ない 

・ 仕様書の精度が低いものが見受けられる 

・ 他社製品と思われる物でも内容を精査し参加している 
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・ 他社製品の調達について応札前に金額等が固まっていれば良いが、契約

後に金額が確定する場合は難しい 

・ 他社製品の比率は全体金額の１割～４割程度 

・ 他工種がある場合は参加しにくく、特に土木的要素は別にしてほしい 

・ 材料単価の採用は取引数量にあわせた物にしてほしい 

・ 機器仕様書に細かく記載されている事で受注に問題はない 

・ 設計書の内容が大雑把すぎて理解出来ない設計書がある 

・ 機器費での乖離はないが、工事費での乖離がある 

・ 行間を読まなくてはならない仕様書がある 

・ 詳細設計付き施工をしたいが、コンサルタント技術者の確保について検討

の余地あり 

・ 接続インターフェース条件を明確化することにより競争性が増大する 

・ 工期延長で、参加予定の別案件に技術者を割り当てる事が出来なくなる事

例があった 

・ 工期延長で技術者の費用等を見れないか 

・ 小規模の工事でも工期が短ければ参加を検討したい 

・ 市場価格調査会社の調査結果と実勢価格に開きがある 

・ 交通整理員の単価が合わない 

・ 官積算との乖離が大きい 

・ 自治体における技術者の条件緩和は浸透してきている 

・ 高速道路株式会社（ＮＥＸＣＯ）は発注の平準化がされている 

・ 設置場所の変更等が多々あり現地調査等行うがその設計費用が支払われ

ない 

・ メンテナンス付き工事の場合、元請け限定は厳しくメンテナンス部分は関連

会社で出来ないか 

・ メンテナンス付き工事や詳細設計付き工事については歓迎 

・ ソフトウェアにおいて特定メーカのものがあると苦しい 

・ 工事業者が施工する場合、機器保証の問題がある（履歴管理が出来ない） 

 

Ⅲ．発注時期について 

・ 発注時期が下半期に集中するため年間を通してのバランスが悪く、技術者

のコストが大きい 

・ 年間計画を立て受注努力をしているが当初の計画にないものは応募しにく

い 

 

Ⅳ．多様な発注方式について 

・ 詳細設計付きの場合技術者の確保が困難 

・ サービス部門は子会社に移管しており本体での確保は困難 
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Ⅴ．機器改造について 

・ 他社製品は請け負ったとしても自社で改造しない、他社が改造した場合そ

の製品は保証出来ない 

・ メーカは機器のシーケンス開示はしていないことが多い 

 

Ⅵ．機器修繕について 

・ ユニット単位の交換であれば他社製品でも可能である 

・ システム単位の交換はメーカでなければ出来ない 

・ 他社製品はその機器の製作メーカに修理を依頼する 

・ 納入後にメンテナンス契約をしてほしい 

・ 保守部品は自社供給し、点検は自社及び関連会社で実施している 

・ 技術者の稼働率が悪いため市場拡大＝技術者増とはいかない 

・ 製造メーカで自ら実施したい、納めた物は採算の問題があってもメーカで

責任を持って行いたいと考えている 

・ 機器障害対応についてはメーカではなく関連会社で行う 

・ 即応性の高いメンテナンス体制を確保するためにもメンテナンス契約を行

いたい 

・ 現場を把握出来ていないため修理等で苦労することがある 

・ 現在の復旧体制でも問題なし、技術支援体制は確立している 

 

Ⅶ．設備更新について 

・ 既設メーカがあっても採算性をみながら参加したい 

・ 既設メーカが他社の場合、優先順位を低くしている 

・ 多少なりとも既設メーカがある場合、阻害要因となる 

・ 既設設備を熟知していないと参加しかねる 

・ ダムコンは低価格化している事からリスク回避の目的から他企業既設設備

関連には参入しにくい、それ以外の設備については問題なし 

 

Ⅷ．設計変更について 

・ 設計変更における設計経費が必要 

・ 間接工事費の積算を検討願いたい、工期延期の際費用が厳しい 
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【点検（Ａ）】 

 

Ⅰ．全般 

・ 技術的ノウハウの蓄積、地理的条件、２４時間監視の観点から企業努力を

している 

・ 管理技術者の教育には数年必要 

・ 公正性の観点からも複数年契約をせず現状の単年度契約が良いのでは 

・ 点検業務において、損傷箇所の特定、障害復旧まで含めてほしい 

・ 管理技術者が作業した場合にも、積算対象としてほしい 

・ メンテナンス付き工事について、工事と保守は別と考えており、トータルで

物事を見ていく事は必要と考えているが、技術的に高度なものは点検の場

合アウトソーシングしていく考えである。 

・ 施設管理データベースがしっかりしていないため点検データとリンクが取れ

ない状況 

・ 管理技術者の資格要件は公示時点となっているが業務開始時点でよいの

では 

・ 点検業務１件の受注のみでは経営上は困難である 
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（２）ヒアリングの結果 

事前ヒアリング業者のうち、さらに、５社について電気通信施設ＷＧにて直接ヒアリ

ングを実施した。 

① コンサルタント  １社 

② 工事業者   １社 

③ 機器製造業者  ２社 

④ 点検業者  １社 

 

【コンサルタント】 

Ⅰ．入札参加の支障事項について 

・資格技術者が足りず良い仕事を取りたくても取れない状況 

・担当技術者の資格条件を外してほしい、若手技術者の育成につながる 

・発注時期の平準化（下期集中の緩和） 

・電気＋通信＋情報の一件発注は対応可能な技術者が限られる。分割発注

を望む 

・低価格入札はしない方針。但し発注仕様が不明確なため結果的に低入とな

る懸念 

Ⅱ．詳細設計付き工事について 

・詳細設計を工事に移行するとコンサルタント側の詳細設計の技術力が低下

する。 

・施工管理等の仕事を増やしてほしい。 

Ⅲ．「詳細設計の最下流部は機器製作者を特定・限定する恐れ」について 

・より詳細に設計するとその恐れが高まると考えており、そのようにならない配

慮が必要。但し、設計段階の意図が施工段階に確実に伝わるようにしなけ

ればならない 

・詳細の最下流部を外しても施工業者が見積もれる成果とする必要がある。  

全設計業務（基本～詳細まで）のうち、詳細設計が占める率は当社では１

／４、例えば道路情報システムでは２０～３０％程度。  

Ⅶ．品質確保向上方策について 

・ＩＳＯをしっかりと運用、社内照査体制の強化、若手技術者の積極的活用

している 

 

 

【工事業者】 

Ⅰ．入札参加の支障事項について 

・工事主体の工事は参入の支障はない。 

・機器主体の工事では技術者要件が厳しい。（個人の実績要件を緩和してほ

しい） 

・既存部分の改修については参入リスクが大きい。（別工事としてほしい） 
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・工事会社が機器主体工事に参入するには機器費が合わない。（機器費に

経費を計上してほしい） 

Ⅱ．施工・管理一体発注について 

・通信工事においては維持管理の実施にリスクがある。 

・保守については長期間であれば体制は整えられる。 

Ⅲ．保守部品供給体制について 

・メーカの保守期間に左右される。（機器はメーカからの調達となるため） 

 

 

【機器製造業者－１】 

Ⅰ．入札参加の支障事項について 

・建設業法上の有資格者が不足。（今現在、増員の体制にはない） 

・納期を十分確保していただきたい。納期は品質確保の上で重要。 

・土木要素を含んだ工事は採算性が見込めない。 

・他社製品の改造等が含まれていると参入リスクが高まる。 

・他社に見積依頼し、原価として自社積算し応札の可否を決定する。 

Ⅱ．詳細設計付き工事について 

・詳細設計付き工事は賛成。但し設計技術者要件を設計業務と同等に縛ると

技術者確保が困難 

Ⅲ．技術者不足、納期不足に伴う応札辞退は、発注の平準化で解消可能か 

・入札参加の機会は改善される。 

Ⅳ.．技術者不足問題は発注時期の集中のみか。 

・施工実績要件を緩和していただければ技術者の選択範囲が広がる。 

・緩和した結果、配置技術者が評価要素となってもやむを得ない。 

Ⅴ．保守部品供給体制について 

・自社製作品は１０年、但し汎用購入品は５年。汎用品を１０年にするためには、

購入相手先と保守契約を結ぶ、保守部品の先行在庫を自前で抱える等の

リスクが発生する。 

Ⅵ．品質確保向上方策について 

・設計・製造・品質検査部以外に品質を検証する品質保証部を設けている。 

・品質保証テータベースを構築し再発防止に努めている。 

・工期が十分あれば上記機能が活きてくる。 

 

【機器製造業者－２】 

Ⅰ．入札参加の支障事項について 

・建設業法上の有資格者が不足。 

・官積算と実経費の乖離による不採算（特に土木要素の多い工事）。発注の

平準化、技術者要件の緩和、技術者専任制の緩和、グループ会社を活用

できるような配慮、予備部品の発注者側での確保、ネットワーク機器等は製



 

資料-45 

造メーカとの年間保守契約の実施などを要望したい。 

Ⅱ．詳細設計付き工事について 

・一体的に実施することで手戻りがなくなりコスト的にメリットがある。 

・設計を含めた適切な工期設定を望む。 

・設計技術者要件の緩和を望む  

Ⅲ．施工・管理一体発注について 

・参加条件として、維持段階にグループ会社が許容されれば参加可能 

Ⅳ．保守部品供給体制について 

・サーバなど汎用機の１０年は無理。 

Ⅴ．品質確保向上方策に対する意見 

・適正な工期の設定、発注仕様書の明確化、発注時期の平準化、工期間際

の変更を避ける等に配慮してほしい。 

 

 

【点検業者】 

Ⅰ．入札参加の支障事項について 

・管理技術者、保守技術者の確保が困難となっている 

Ⅱ．複数年契約について 

・単年度で毎年チャンスが有る方が良い。（競争のリスク分散） 

Ⅲ．品質確保向上策 

・管理技術者のマネジメント力の強化（ノウハウの蓄積） 

・点検技術者の技術力向上（研修制度の拡充） 

・点検データの活用（ＤＢ化） 

・点検ミス、事故防止マニュアルの作成と活用 

Ⅳ.．下請けについて 

・積雪前、雨期前等、点検集中時及びブラックボックスとなっている機器の点

検を外注する。（下請け率は３割から４割程度） 

Ⅴ．機器障害の対応について（点検に含めることのメリット） 

・障害の一元的な対応が可能 

・予備品のあるものは即時対応可能 
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資料－５            〔用語解説〕 

 

本用語解説は、本中間報告を取りまとめるにあたって、馴染みの少ない用語について解説したもの

であり、法令・規格など諸基準類に定義された解説ではない。 

 

ＣＣＴＶ設備 （Closed Circuit Television）  

各種の構造物や施設等の状況監視のために利用される業務用カメラのこと。国土交通省で

はダム・河川・海岸・砂防・道路管理のために多数のカメラを現場に設置し、出先事務所等で

監視している。  

 

Ｋ－ＣＯＳＭＯＳ (Kokudokotsu Communication System for Mobile Stations) 

国土交通省移動通信システム 

国土交通省の有する復信方式の自営移動通信システムをいう。 

 

ＳＤＲ 特別引出権（Special Drawing Rights)  

1969 年、IMF が創設した国際機関における外貨準備資産の会計単位。 

 

ＶＩＣＳ (Vehicle Information and Communication System) 

道路交通情報通信システムの英名で、ドライバーの利便性の向上、渋滞の解消・緩和等を

図るため、渋滞状況・交通規制状況等を道路上に設置したビーコンや FM 多重放送により、ナ

ビゲーションシステム等の車載機へリアルタイムに提供するシステムのこと。 

 

一般競争入札  

対象工事に応じて競争参加資格を公示し，提出された資格確認資料をもとに競争参加資

格の確認を行い，資格を確認された者により競争入札を行うものをいう。 

 

役務契約  

請負契約の一つの形態であり，役務（サービス）に関する契約をいう。  

 

河川情報システム   

テレメータ局で観測されたダム・河川管理用の水文データを収集・演算・加工処理を行い、

河川管理者間で情報交換を行うと共に、国民に対し提供するためのオンラインシステム。  
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企画競争方式 

複数の業者から企画提案を受け、企画内容や業務遂行能力が最も優れた者と契約する方

式。会計法上は特命随意契約の一種である。 

 

プロポーザル方式 

複数の業者から技術提案を受け、企画内容や業務遂行能力が最も優れた者と契約する方

式。会計法上は特命随意契約の一種である。 

 

技術者の専任制   

一定の公共工事においては，施工の技術上の管理をつかさどる主任技術者または監理技

術者を工事現場ごとに専任でなければならないこととしている。建設業法第 26 条において規

定されている。  

 

共同溝   

幹線道路下に電気，電話，ガス，上下水道等ライフラインを集約して収容するトンネル状の

地下構造物。 

 

緊急随意契約 

契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急の必要により競争に付することができな

い場合において、競争に付することが不利と認められる場合において用いられる契約方式。 

 

公募型随意契約 

応札要件を満たす者が一に限られることを理由に随意契約を行う場合に、事前に公募を行

い、公募に対して応募者がなかった場合または応募者の中に要件を満たす者がいなかった

場合は、随意契約により、また、要件を満たす応募者がいた場合は企画競争によって契約を

行う方式。 

 

主任（監理）技術者 

建設工事の適正な施工を確保するために、一定の資格を有する者（主任技術者又は監理

技術者という。）を置いて工事における技術上の管理を行うために配置される技術者をいう。 

 

受変電設備  

電力会社から供給された高圧電気を必要な電圧に変圧し、構内に配電する設備。庁舎や

規模の大きな河川管理施設、道路管理施設等に設置される。  

 

小水力発電設備   

ダム管理用水力発電設備とも言い、ダムの管理所や管理設備に電力を供給するために当

該ダム湖の貯水を利用して水力発電を行う設備。 
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随意契約  

契約の性質又は目的が競争を許さない場合や緊急の必要により競争に付することができな

い場合、競争に付することが不利と認められる場合等において用いられる契約方式。  

 

政府調達協定（ＷＴＯ） 

WTO 政府調達協定は、ウルグアイ・ラウンドの多角的貿易交渉と並行して交渉が行われた

結果、1994 年 4 月にモロッコのマラケシュで作成され、1996 年 1 月 1 日に発効した国際約束

（条約）。日本は、1995 年 12 月に同協定の締結及び公布を行った。 

 

政府調達協定（自主的措置） 

内閣に設置されたアクション･プログラム(ＡＰ)実行推進委員会が、ＷＴＯ政府調達協定上の

手続を上回る内外無差別・公正・透明な手続を自主的措置として策定したもの。 

 

総合評価落札方式 

｢総合評価落札方式｣は、従来の価格のみによる最低価格落札方式とは異なり、「価格」と

「価格以外の要素」(例えば、初期性能の維持、施工時の安全性や環境への影響)を総合的に

評価する落札方式であり、入札者が示す価格と技術提案の内容を総合的に評価し、落札者を

決定する方式。 

 

多重無線システム  

無線通信により電話、データ、画像などの情報を多重化して伝送する無線通信システム。 

国土交通省では水防道路事務のため全国の出先機関を結ぶ多重無線システムを構築して

いる。  

 

ダム放流警報表示装置   

ダムや堰などの放流量制御に際して、当該河川の水位上昇の変化等を文字等により警報

する装置。 

 

ダム放流制御処理装置  

ダムを適切に管理するため、流入量や放流量、雨量・水位等の演算を行うと共に、ゲート等

の放流設備を制御する設備（装置）。 

 

テレメータ（観測）局   

河川の水文、気象情報（雨量，水位，水質、風向、風速、気温、路温、積雪深等）を観測し

無線通信や有線通信により伝送する設備。 
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電線共同溝（CCBOX） 

電気や電話用のケーブルを道路下（歩道が多い）に収容するための構造物。共同溝に比

べて規模が小さい。  

 

道路情報システム   

国土交通省が管理する道路に関する気象情報や地震情報、工事・規制情報等を収集する

とともに演算、加工処理を行い道路管理者間で情報交換を行うと共に道路利用者に情報提供

するオンラインシステムのこと。 

 

道路情報表示装置  

道路上に設置された大型の情報表示板で道路利用者に対し、道路規制情報や気象情報

等を提供する設備。災害の発生しやすい箇所や主要な道路が交差する箇所等に設置されて

いる。 

 

不調・不落 

「不落」とは、競争入札の実施において入札額が予定価格に達しないため落札者が決定で

きなかった場合をいい、「不調」とは競争に付したが応札者がなかった場合をいう。 

 

ヘリコプター画像伝送システム   

洪水や大地震等の大規模で広域な災害時に被災状況の迅速な把握のため、ヘリコプター

に搭載したテレビカメラの映像を対策本部や災害現場などに伝送するシステム。  

 

放流警報局   

ダムや堰などの放流に際して、水位上昇の変化等をサイレンや拡声により警報する装置。  

 

予備発電設備  

商用電源が停電となった場合に、必要な電力を供給するために設置する発電設備のこと。

ディーゼルエンジン型やガスタービンエンジン型等がある。 

 

リモートメンテナンス方式 

外部の監視センターから、通信回線を用いて設備稼働状況の遠方監視、メンテナンス等を

行う方式。 

 

レーダ雨（雪）量計   

レーダの原理を用いて雨滴や雪片に当たり、反射して戻っくる電波の強さから降雨や降雪

の量を計測(演算)する設備。これらのデータはインターネットや放送局にも提供され幅広いユ

ーザに利用されている。 

以上 
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